


編集方針:
本統合報告書は、J.フロント リテイリンググループが持続的な企業価値向上に向け、
どのような取り組みを進め、事業ポートフォリオを変革しようとしているかについて理
解を深めていただくために発行しています。冒頭で当社の価値観、ビジョンから価値
創造プロセス、ビジネスモデルを説明しながら、具体的な経営戦略に基づく財務情
報に加え、事業活動を通じた社会・環境との関わりや、企業価値向上を支えるガバ
ナンス体制など非財務情報についても記載しています。編集にあたっては、国際統
合報告評議会（IIRC）が提唱する「国際統合報告フレームワーク」および経済産業省
が提唱する「価値協創ガイダンス」を参照しています。

対象期間:
主に2020年度（2020年3月1日~2021年2月28日）を対象としていますが、発行時
点の最新情報も可能な限り掲載しています。

対象組織:
J.フロント リテイリング株式会社および
連結子会社

将来の見通しに関する注意事項:
本統合報告書における業績予測や将来の予
測に関する記述は、現時点で入手可能な情報
に基づき当社が判断した予測であり、潜在的な
リスクや不確実性その他の要因が内在されて
います。従って、様々な要因の変化により、実
際の業績は、見通しと大きく異なる可能性があ
ることをご承知おきください。
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社 是

先義後利

基本理念

先義後利－この言葉は、

中国戦国時代の思想家・荀子の「栄辱篇」から引用した

「先義而後利者栄」（義を先にして利を後にする者は栄える）の7文字でした。

一番大切なことは真実と誠意をもって事にあたることであり、

「お客様のためにならぬものは売らぬこと」「お客様に上下をつけぬよう」

「人は正直で慈愛に富むのが第一」「いかに才能に勝れても、

不律儀な人間は役に立たない」と、

大丸では常にお客様に謙虚であるよう教えていました。

松坂屋でも諸悪莫作、衆善奉行（諸悪を犯すなかれ、善行を行え）の

精神が大切にされていました。

これらをいまの言葉に言い換えると、

「お客様第一主義」「社会への貢献」であり、

ステークホルダーの皆様のことを考え抜き、行動することが、

延いては事業の発展につながるということとなります。

事業活動を通じて社会課題の解決を実現する

“共通価値創造（CSV：Creating Shared Value）”とは、

すなわち、当社グループの社是を愚直に実践することに

他ならないと考えています。

私たちは、

時代の変化に即応した

高質な商品･サービスを提供し、

お客様の期待を超える

ご満足の実現を目指します。

私たちは、

公正で信頼される企業として、

広く社会への貢献を通じて

グループの発展を目指します。
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くらしの
「あたらしい幸せ」を
発明する。

当社グループが担う大義

当社グループは、百貨店の大丸、松坂屋やパルコなど
の中核事業を中心に「ハレの日のモノ」を中心にお客様の
ニーズに応えるべく商品やサービスを中心に提供してき
ました。しかしながら、くらし方の多様化が進むなかで、お
客様のニーズはハレの日だけではなく、幅広く日常生活の
なかにも生まれてきています。今般の新型コロナウイルス
感染拡大により、外出自粛や移動制限など多くの制約を
受け、これまでに経験したことのないような不安や不満の
なかで暮らすことを余儀なくされたことは象徴的な出来事
のひとつです。
もっと便利に、もっと快適に、という日常生活のなかに
ある「不安」「不満」を取り除くことにより、多くのお客様が
よりハレの日の領域に時間と余裕をまわせるようにしたい
―こうしたことこそが、我々がこれから果たしていくべき社
会的役割、つまり大義であると考えています。
また、楽しみ方が多様化し、多くのお客様がこれまでの
ような画一的な消費の形では充分な満足感を得られなく
なっているのも事実です。「今までにない体験をしたい」「気
の合う仲間と楽しみたい」といったコト消費への変化に加
え、「環境や倫理にも配慮したい」「社会への存在意義を
感じたい」といった社会貢献への意識が高まっているのも
近年の大きな特徴です。こうした楽しみ方の多様化に対
応し、もっと楽しく、もっとワクワクできることを、当社グルー
プとして提案できなければなりません。
ビジョンとは、自分たち、自社がどうなりたいのかという
将来の姿を表し、組織の戦略、方向性や意思決定プロセ
スの明確化につなげるものです。それを具体的に実現して
いくのはまさに従業員一人ひとりであり、その成果の総体
が企業価値となっていきます。

“発明”を促す仕組み

「JFR発明アワード」はビジョン実現に向けた取り組み
の一環。当社グループ全体で職場のアイデア、発明事例
を競うだけでなく、グループ全体で盛り上げ、共有する場
を設けることにより、企業文化として根付かせることを目
的としてスタートしました。2020年度は約11,000件の
エントリーの中から、「しずおかMIRUIプロジェクト」がグ
ランプリに選ばれました。松坂屋静岡店、静岡PARCO、
静岡新聞社、静岡放送、そしてクラウドファンディングの
BOOSTER が一体となり、地域活性化や社会問題の解決
に挑戦する静岡県内の企業や個人を支援・応援。新商品
開発やイベント運営、新事業の立ち上げなど地域産品の
拡大や地元の伝統・歴史の継承といった地域貢献につな
がる事業者を後押ししました。発明・変革を楽しむ風土は
当社グループに着実に浸透してきています。

ビジョンを実現するため、
私たちが大切にする考え方

グループビジョン

J F R  W AY

未来を創ろう！
社会や生活者がまだ

気づいていない、驚き喜ばれる
新しいことを発明しよう。

自分で考えて
行動しよう！

人に言われるのではなく、
自分で考えて行動しよう。

そして熱意をもってやりきろう。

新しい発想を
取り入れよう！
内向きになるのではなく、
外部のヒト、モノ、コトに
触れて発想をひろげよう。

失敗を恐れず
挑戦しよう！

結果を恐れずに行動してみよう。
そして皆で挑戦した
ことから学ぼう。

良識を持ち、
誠実でいよう！

社会人として
社会の良識に沿った行動をしよう。
いつでも誠実で、正直でいよう。

くらしが、スピード感をもって移り変わっていく、いまという時代。その変

化にいちはやくこたえること、さらには新しいニーズの芽を見つけだしてい

くことこそ、Ｊ．フロント リテイリングの大切な使命です。女性のさらなる

社会進出。少子高齢化による生活スタイルの変容。グローバル化・デジ

タル消費の拡大。様々なきっかけが、新しい人生の楽しみ方をひろげ、

不安やストレスをもうみだしていく。その「プラスとマイナス」両方を見つ

め、くらしのすべてでお客様のお役にたてるグループへと、私たちは進化

していきます。「楽しみ」においては、「モノを売る」にとどまらず、新しい

できごと・体験を創造し、感動を与えていく。「不安」においては、「忙しさ」

「心細さ」「面倒」といった、「足りない部分」をカバーして、心のモヤを晴

らせるサービスをうみだしていく。「小売業」のワクにとらわれることなく、

私たちの領域は拡大していきます。そして、そこには独創的なアイデアが、

「あたらしい幸せ」の発明が必ずなければならない。いま、Ｊ．フロント リテ

イリングは、大いなる変革のとき。そして「変わりつづける」ことで、10年

後100年後の生活にも「現在進行形」でよりそっていくことを、お客様に

お約束します。
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世界を一変させたとも言える今般の

コロナ禍により、当社グループはまさに

未曾有の危機に直面することとなりまし

た。リアル店舗に過度に依存したビジネ

スの脆弱性が露呈し、これまで強みと

考えていた都心立地の優位性への懸

念も生じるなど、本質的な課題への対

応が急務となっています。

経営環境の変化のスピードはこれま

でにも増して加速しています。コロナを

契機に、そのギアがさらに数段階上がっ

たとの実感です。いまはまさに、変化対

応への遅れ、そして決断の遅れが企業

存続への致命傷になりかねない状況に

あるといっても過言ではありません。

一方、こうした状況であるからこそ、

人と人とのつながりやコミュニケーション、

そしてリアルな対面がいかに重要であ

るか。何よりもお客様、従業員の安全・

安心を最優先させることがいかに大切

であるか。そして我々は、お客様、株主

様、お取引先様、地域社会といったあ

らゆるステークホルダーの皆様と共にあ

る、ということを改めて強く認識する機

会となったことは確かです。

こうした状況のもと、当社グループは

2021年度から新たな中期経営計画を

スタートさせました。先行き不透明な状

況は続くという前提のもと、まず構造改

革にスピードを上げて最優先で取り組

むと同時に、中核事業の抜本的なビジ

ネスモデル転換に取り組んでいきます。

当社の強みは「商業プロデュース能

力」「優良な顧客基盤」「取引先、クリエ

イターなどのパートナー」そして「主要

都市部の不動産資産」を有することで

す。これらの強みと中長期的な環境変

化を踏まえ、新たな中期経営計画では

大きく３つの戦略にフォーカスし、成長に

向けた取り組みを重点化することといた

しました。３つの戦略とは、ひとつが「リ

アル×デジタル戦略」、２つ目が「プライ

ムライフ戦略」、そして３つ目が「デベロッ

パー戦略」です。

これらの取り組みを通じ、いま直面す

る未曾有の危機を着実に乗り越え、こ

の３年間で2019年度の営業利益水準

に「完全復活」を果たします。このかつ

てない程の急激な変化の中にあっては、

待っていて、元に戻るということはありま

せん。つまり、戻らないことを前提に、い

まこそ大胆に変革を推し進める契機と

しなければならないと考えています。

変革なくして、完全復活なし。このピ

ンチを変革のチャンスにできなければ、

当社グループに未来はない、との覚悟

であります。我々がこの中期計画で果

たす完全復活とは、未来に勝ち残るた

めの企業変革そのものであるとの考え

です。

当社は創業以来、義を先にして利を

後にする者は栄える“先義後利”という

社是を経営の基軸に据え、会社の危機

を幾度となく乗り越えてきました。今般

のコロナ禍は、想像を超える難敵です

が、困難なときこそ基本に立ち返り、皆

で知恵を絞ることにより、何としてもこの

難局を克服していきたいと考えています。

コロナ禍で引き起こされた、いまの変

化は、経験値だけで解決できないこと

は明らかです。かつてないスピードによ

る社会の変化、価値観の変化に対応

するためには、これまでとは次元が異な

る「変革への覚悟」が求められます。

まずはこの3年で完全復活を着実に

成し遂げ、そして再成長に舵を切る。

10年後の2030年度には連結営業利

益800億円、グローバル水準で求めら

れるROE10％以上の高効率な企業グ

ループへと発展を遂げたいと考えてい

ます。同時に、地球規模で進行しつつ

ある社会課題、環境課題にもしっかりと

向き合い、その解決に向けた、当社グ

ループとしての責任を果たしていきます。

こうした取り組みを通じ、社会価値と

経済価値の両立をはかりながらサステ

ナブルな社会の創造に貢献し、グルー

プビジョン“くらしの「あたらしい幸せ」を

発明する。”を実現していきます。

2021年6月

J.フロント リテイリング株式会社

取締役兼代表執行役社長

まず「完全復活」、
そして「再成長」へ舵を切ります。

価値観とビジョン▶トップメッセージ
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実現」と改め、取り組み内容を強化することとしました。また、「ダ
イバーシティの推進」については、「ダイバーシティ&インクルー
ジョンの推進」、さらに「ワーク・ライフ・バランスの実現」は「ワー
ク・ライフ・インテグレーションの実現」にそれぞれ更新し、社会
の変化を踏まえた取り組みへの高度化をはかりました。
今後は、これら7つのマテリアリティについて、リスクと機会の

両面を捉え、それぞれのマテリアリティでビジネスチャンスを創
出し、社会的価値と経済的価値の両立を実現することを目指し
ていきます。

マテリアリティの見直し

資源枯渇や食品・衣類の廃棄といった世界的な社会課題解
決に向け、近年、欧州を中心にサプライチェーン全体での循環
型経済への取り組みとして、新たなビジネスモデル創出に向け
た動きが加速しています。消費者においても、エシカル消費や、
フェアトレード、トレーサビリティ、リサイクルへの関心が高まる
など、環境への意識が大きく変化してきています。
また、今般のコロナ禍を契機に、感染予防を念頭においた安

全、安心をはじめ、ウェルネス、ヘルスケアなどへのニーズが高まり、
新しい価値観、生活様式が定着しはじめています。
こうした状況を捉え、経営会議および取締役会で論議を重ね
た結果、これまでに特定した当社の5つのマテリアリティ(重要課
題)に、新たに「サーキュラー・エコノミーの推進」「お客様の健康・
安全・安心なくらしの実現」の2つを加えることとしました。
一方、既存のマテリアリティにおいても一部見直しを行いまし

た。具体的には、「低炭素社会への貢献」については、国内外に
おける脱炭素への意識の一層の高まりを受け、「脱炭素社会の

価値観とビジョン▶サステナビリティ経営とマテリアリティの見直し

サステナビリティ経営
　当社グループは300年、400年という歴史の中で数 の々危機に遭遇してきました。そうした状況に直面するたびに、「先義後利」という社是
に立ち返り、お客様や社会の変化を機敏に捉えながら事業活動を愚直に実践してきたことが、今日の経営につながっているものと確信して
います。社会との共存なくして企業の発展はありません。いま経営には、一層の長期視点により、社会に存在意義を放つ将来のあるべき企
業像を描くことが不可欠となっています。環境や社会、人権などの課題から目を背けて企業活動を行うことができないのは明らかです。そう
した解決に向けたサステナビリティの概念を企業戦略および事業戦略に組み込むことにより、将来の成長に向けた持続可能な経営の枠組
みを獲得できるものと考えています。
　社是を基軸にサステナビリティを経営の中核に据え、事業活動を通じた社会課題の解決に取り組むことにより、社会的価値と経済的価値
の両立をはかっていきます。

経営戦略／事業戦略

目指す企業像と価値提供

企業戦略・事業戦略と
サステナビリティ経営を

一体化

当社の
強みを活かした

CSVの実践
（共通価値の創造）

新たな
価値創造を通じた

Well-Being Lifeの提案
= グループビジョンの

ゴール

社是
先義後利

グループビジョン
くらしの

「あたらしい幸せ」を
発明する。

サステナビリティ方針
人びとと共に、地域と共に、環境と共に

こころ豊かなライフスタイルをプロデュースし、 
地域と共生する個性的な街づくりを行う

環境・社会課題認識
マテリアリティ候補リストアップ

ステークホルダー視点での
重要課題ヒアリング

自社の強み・インパクトについての評価
自社にとっての重要課題の抽出 論議・特定

自社の取り組みやESGガイドライン、ベンチマーク企業を参考に25項目を選択
（組織統治・人権・労働慣行・環境・公正な事業慣行・コミュニティなど）

環境や社会に著しく影響があると
思われる社会課題100項目を選択

ステークホルダーへのアンケート（4,250名）、経営者インタビューを実施

経営会議・取締役会で論議

経営会議・取締役会で論議

マテリアリティ5項目を選定

●「低炭素社会への貢献」
●「サプライチェーン全体のマネジメント」
●「地域社会との共生」
●「ダイバーシティの推進」
●「ワーク・ライフ・バランスの実現」

2018
マテリアリティ2項目を追加、3項目を更新

●「脱炭素社会の実現」
●「サーキュラー・エコノミーの推進」
●「サプライチェーン全体のマネジメント」
●「ダイバーシティ＆インクルージョンの推進」
●「ワーク・ライフ・インテグレーションの実現」
●「お客様の健康・安全・安心なくらしの実現」
●「地域社会との共生」

2021

マテリアリティマップの作成

環境課題を取り巻く外部環境の変化・新型コロナウイルス
による変化・当社のマテリアリティの視点で見直し

※赤文字は追加したマテリアリティ

脱炭素社会
の実現

サプライチェーン
全体の

マネジメント

地域社会との
共生

ワーク・ライフ・
インテグレーションの

実現

ダイバーシティ＆
インクルージョンの

推進

サーキュラー・
エコノミーの
推進

お客様の
健康・安全・安心な
くらしの実現

　　つのマテリアリティ
（重要課題）7

新規
追加

新規
追加

サプライチェーン全体の
マネジメント

脱炭素社会の実現
お客様の健康・安全・
安心なくらしの実現

サーキュラー・エコノミーの
推進

ワーク・ライフ・
インテグレーションの実現

地域社会との共生

ダイバーシティ＆インクルージョンの推進

非
常
に
高
い

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
へ
の
影
響
高
い

非常に高い高い
J.フロント リテイリング グループへの影響

7つのマテリアリティ

J.フロント リテイリング グループのマテリアリティ・マップ

マテリアリティの特定プロセス

08

価値観とビジョン
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1600 1700 1800 1900 2000

1611
慶長16年

1717
享保2年

伊藤源左衛門祐道が名古屋本町に呉服小間物問屋
を創業

下村彦右衛門正啓が京都伏見の呉服屋
「大文字屋」を開業（大丸創業）

大阪心斎橋筋に大阪店
「松屋」を開き、現金正
札販売を始める（心斎橋
店現在地） 資本金50万円で

「株式合資会社大丸
呉服店」を設立

名古屋茶屋町に呉服小間
物問屋を開業

名古屋本町4丁目に
名古屋店を開き、初め
て「大丸屋」を称する
（明治43年閉鎖）

江戸大伝馬町3丁目に江戸
店開業（明治43年閉鎖）

江戸深川木場4丁目繁栄
橋畔に木場別荘を作り、
一郭に繁栄稲荷を祀る
（コアビルに現存）

江戸店が呉服商として
売上日本一に

店是「先義後利」の掛軸を全店に
配布。京都・東洞院船屋町に京
都総本店が新築完成。

1726

1907

1659

1907

1881

1768

1728 1743

1737
享保11年

明治40年

万治2年
呉服太物小売商に転業

1736
元文元年

尾張藩の呉服御用となる

1740
元文5年 文化2年

明治40年

明治14年

慶応4年

明和5年

享保13年 寛保3年

宝暦7年元文元年

心斎橋筋大阪店の図

1745
延亨2年
京都室町錦小路に
仕入店を開設

上野店を「合資会
社松坂屋いとう呉
服店」に改組

名古屋茶屋町角に伊藤銀行
（旧東海銀行のルーツ）を開業

上野店、上野戦争で
官軍の本営となる

1875
明治8年
ゑびす屋呉服店を買収、
大阪へ進出

上野の松坂屋を買収、「いとう
松坂屋」と改め、江戸へ進出

大丸

松坂屋

江戸大伝馬町に木綿問屋
亀店を開業

1805

大塩の乱起こる。「大丸は
義商なり、犯すなかれ」と、
焼き討ちを免れる

1837
天保8年

1868

1757
京都店が四条通りに鉄筋木
造3階建の新店舗開店（現在
地）。デパート形式をとる

デパート業界で初めて
の週休制を実施

商号を「株式会社大丸」
に改める

日本の小売業界売上NO.1
を達成（1960年下期から
1968年下期まで連続）

神戸店（1995年阪神・淡
路大震災で被災）が復興
グランドオープン

商標を改め登録 クリスチャン・ディオー
ルと独占契約を結ぶ。
海外デザイナーとの提
携は日本で初めて

ジバンシーと独占契約
を結ぶ

経営改革（営業改
革・外商改革）を本
格スタート（翌年人
事改革・後方部門改
革をスタート）

神戸元町4丁目に神戸出
張所を新築開店

資本金1,200万円で「株
式会社大丸呉服店」設立

大阪店（現心斎橋店）にデ
パート業界初の「染色試
験室・衛生試験室」（現消
費科学研究所）を開設

オリジナル紳士服「トロージャン」
誕生

大阪ターミナルビル「アクティ
大阪」に梅田店開店。
新CI導入。新しいマークを制定

札幌店オープン

1912 1922 1928 1961 1997

1913 1953 1964 1999

1908 1920 1927 1959 1983 2003

1917 1924 1991 2006

1957 1972 2003

明治45年 大正11年 昭和3年 昭和36年 平成9年

大正2年 昭和28年 昭和39年 平成11年

明治41年 大正9年 昭和2年 昭和34年 昭和58年 平成15年

大正6年 大正13年 平成3年 平成18年

昭和32年 昭和47年 平成15年

海外デザイナーと初めての提携

名古屋店新南館増築

東京店開店

上野店新本館完成 銀座店開店 名古屋店南館を増築
し、「松坂屋美術館」
を開設

持株会社「株式会社松
坂屋ホールディングス」
を設立

1910
明治43年
「株式会社いとう呉服店」を
設立（資本金50万円）。名
古屋・栄町に百貨店を開業

1923
大正12年
大阪店（日本橋筋）再開（66年
天満橋に移転、04年閉店）

カトレヤをシンボルフラワー
に制定

名古屋店北館を増築 名古屋店新南館
増築で日本最大
級の百貨店に

百貨店開業 銀座店安永元年 上野店外郭見取り図

歴史は、変化対応の連続

ビジネスモデル ▶歴史
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2007
平成19年
（株）大丸と（株）松坂屋ホールディングスが経営統合
J.フロント リテイリング（株）を設立
大丸東京店を第Ⅰ期移転増床

（株）大丸クレジットサービスがJFRカード（株）に社名変更
（株）大丸装工と（株）大丸木工、松坂屋誠工（株）、日本リフェ
クス（株）が合併し、（株）J.フロント建装が誕生
（株）ディンプルが（株）大丸セールスアソシエイツを吸収合併
（株）大丸と（株）松坂屋の情報システムを統合

スーパーマーケット事業の（株）ピーコックストア全株式
をイオン（株）に売却
フォーレスト（株）株式70.52%を取得し、連結子会社化

（株）レストランピーコックが
松栄食品（株）を吸収合併し、
（株）J.フロントフーズが誕生

松坂サービス（株）が（株）JFR
サービスに社名変更
大丸心斎橋店北館を開業
（株）JFRサービスが（株）大丸
リース&サービスを吸収合併

松坂屋コレクション「慶長小袖」
が重要文化財の指定を受ける
梅田店増床オープン

福岡PARCO本館を増床
（株）千趣会株式22.6%を取得し
持分法適用関連会社化
上海新世界大丸百貨が開業
大丸心斎橋店 本館の建替えを
決定
渋谷PARCOの建替えを決定
スクラムベンチャーズへ出資

楽天Rポイントカードとの提携開始
福岡PARCOが新館開業
クールジャパン機構へ出資2008

2013

2009 2011 2015

2014

平成20年

平成25年

平成21年 平成23年 平成27年

平成26年

2007年9月
J.フロント リテイリング（株）を設立

2009年11月
大丸心斎橋店北館オープン

（株）大丸と（株）松坂屋が合併し、
（株）大丸松坂屋百貨店が誕生
（株）J.フロント建装が（株）DHJを
吸収合併
（株）大丸友の会が（株）マツザカヤ
友の会を吸収合併し、（株）大丸松
坂屋友の会が誕生

2010
平成22年

2011年3月
大丸梅田店増床オープン

（株）パルコ株式33.2%を取得し、持分法適用関連会社化
上海新南東項目管理有限公司および上海新世界股份有限
公司の2社と、中国上海市黄浦区での百貨店新設・運営に
おいて、当社が技術支援・協力することについて基本合意
（株）スタイリングライフ・ホールディングスとの共同出資により、
JFR PLAZA Inc.を設立
（株）パルコ株式を公開買付けにより65%まで追加取得し連
結子会社化
（株）ディンプルを会社分割し、（株）大丸松坂屋セールスア
ソシエイツを設立
大丸東京店を第Ⅱ期増床

2012
平成24年

2012年10月
大丸東京店第Ⅱ期増床オープン

基盤構築期事業統合・再編期
飛躍的成長期/

グループ構造変革期

錦糸町PARCOが開業（3月）
サンエー浦添西海岸パルコシティが
開業（6月）
大丸心斎橋店 新本館が開業（9月）
新生渋谷PARCOが開業（11月）
株式会社パルコの完全子会社化に
向けたTOB開始（12月）

連結子会社株式会社J.フロント
フーズの全株式を譲渡（2月）
「新・中期経営計画」スタート（3月）

連結子会社株式会社ヌーヴ・エイの
全株式を譲渡（6月）

松坂屋名古屋店 第3期改装
グランドオープン
仙台PARCO2が開業

（株）千趣会が実施する
自己株式取得に応諾

2019

2016 2018

平成31年/令和元年 令和3年

平成28年 平成30年

国際会計基準（IFRS）を任意適用
（株）JFRオンラインを事業譲渡
「GINZA SIX」開業
指名委員会等設置会社へ移行
フォーレスト（株）株式を譲渡
上野PARCO_yaが開業
上野フロンティアタワーが開業
JFR PLAZA Inc.解散・清算

株式会社大丸松坂屋百貨店が株式会社下関大丸を吸収合併し、直営店化（3月）
株式会社パルコを完全子会社化（3月）
現中期経営計画を終了、新･中期経営計画策定に着手
株式会社大丸松坂屋百貨店の不動産事業を株式会社パルコに移管（9月）
心斎橋店北館に心斎橋PARCOが開業（11月）

2017 2020
平成29年 令和2年

2017年4月
GINZA SIX開業

2017年11月
上野フロンティアタワー開業

2020年11月
大丸心斎橋店北館にPARCO開業

2019年9月
大丸心斎橋店 本館開業

2019年11月　
新生渋谷PARCO開業

2021

くらしの
「あたらしい幸せ」を

発明する。

2014年~
2016年度

中期経営計画
スタート

新・中期経営計画
スタート

2017年~
2021年

中期経営計画
スタート

変革は、融合で加速する

ビジネスモデル ▶歴史
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脱炭素社会の
実現

サプライチェーン
全体の

マネジメント

人的資本

製造資本

自然資本

くらしの
「あたらしい幸せ」を

発明する。

P.22

外部環境認識
（リスク認識）

財務資本

社会関係
資本

● 既存事業モデルの衰退
● サステナビリティ経営の
 　高度化
● 加速度を増す
 　デジタル化
● 都市の分散化
● ポストコロナの消費行動の変化
● 業際を超えた再編、M&Aの加速
● ニューノーマル時代
● 加速する所得の二極化
● 少子高齢化・長寿命化
● 頻発する自然災害・疫病
● 情報セキュリティの 重要性向上

大丸・松坂屋
パルコ
GINZA SIX

知的資本

ブランド価値
店づくりノウハウ
売場開発ノウハウ
店舗運営ノウハウ

グループ従業員数

（2021年2月末）

（2021年2月末）

（2021年2月末）

（2020年度実績）

エネルギー使用量

グループ主要お取引先数

403,973MWh

約9,000社

35店舗

設備投資・成長投資

（2021～2023年度累計）
900億円

約9,600人 事業構造

Core Businesses Core Competence

強み

株主様

高収益・高効率経営の
実践を通じて

企業価値の長期的な
向上に努めます。

お客様

新しい価値の提案を
通じてお客様のこころを
とらえる本物のご満足を

提供します。

お取引先様

お互いに切磋琢磨
しながら信頼関係を築き、
ともに成長することを
目指します。

従業員
成果と貢献が公正に
評価され能力の発揮と
成長が実現できる
働きがいのある職場を

実現します。

地域社会

良き企業市民として、
地域社会の発展に貢献する
とともに、環境に配慮した
事業活動を推進します。

商業
プロデュース
能力

優良顧客
基盤

取引先
クリエイターなど
パートナー

都市部の
不動産資産

決済金融
事業

デベロッパー
事業

百貨店事業 SC事業

リアル
×

デジタル
戦略

デベロッパー
戦略

プライムライフ
戦略

ROE

7%

ROE

10%

連結
営業利益

403億円

連結
営業利益

800億円

女性
管理職比率

26%

女性
管理職比率

50%

Scope1・2
温室効果ガス
排出量

△40%

Scope1・2
温室効果ガス
排出量

△60%

ビジネスモデル

インプット 戦略

アウトプット

アウトカム

ビジョン実現

2023年度 2030年度

地域社会との
共生

ダイバーシティ＆
インクルージョンの

推進

お客様の
健康・安全・安心な
くらしの実現

ワーク･ライフ･
インテグレーションの

実現

サーキュラー・
エコノミーの
推進

P.48

P.46

人財

IT

ガバナンス P.64

P.34

P.42

P.44

（2017年度比）

（2017年度比）

Ｊ.フロント リテイリングは、社是および基本理念のもと、“くらしの「あたらしい幸せ」を発明する。”というグループビジョン実現に向け、
ステークホルダーの皆さまとともに、豊かなくらしを創造することに取り組んでいます。
Ｊ.フロント リテイリングの事業活動は、百貨店とパルコを中心に地域とともに成長する豊かなマーケットの創出を絶えずはかっていくことです。
それは、社会の公器として、様 な々ステークホルダーが共感する新たな価値を創造することに他なりません。
Ｊ.フロント リテイリングが持つ6つの資本を効果的･効率的に活用することにより、グループの事業モデルを循環させ、
新たな価値を創造していくことが、Ｊ.フロント リテイリングのブランド価値、延いては社会が共感する新しい価値を創造するプロセスとなっています。
この取り組みを通じ、社会価値と経済価値の両立をはかっていきます。

ビジネスモデル▶J.フロント リテイリングの価値創造プロセス

J.フロント リテイリングの 
価値創造プロセス 

持続可能な開発目標（SDGs：Sustainable Development 
Goals）とは、2001年に策定されたミレニアム開発目標
（MDGs）の後継として、2015年9月の国連サミットで加
盟国の全会一致で採択された「持続可能な開発のための
2030アジェンダ」に記載された、2030年までに持続可能で
よりよい世界を目指す国際目標です。17のゴール・169のター
ゲットから構成され，地球上の「誰一人取り残さない（leave 
no one behind）」ことを誓っています。SDGsは発展途上国
のみならず，先進国自身が取り組むユニバーサル（普遍的）
なものであり、日本としても積極的に取り組んでいます。
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好本 達也
取締役 兼 代表執行役社長

今こそ、変革へのチャンス。
多様性を原動力に、
この難局を切り開く。

ビジネスモデル ▶トップインタビュー

「元に戻らない」という覚悟

コロナ禍から1年以上が経過しまし
たが、この1年で「最悪のこと」に対す
る考え方が根底から変わりました。例
えばメーカーであれば、強い競合が出
てきたり、代替品が急に出てきたりする
と、作ったばかりの工場を減損にしたり、
場合によっては閉鎖しないといけない
ということが出てきます。我々の場合、
売上で申し上げるとリーマンショックの
ときに約10%ダウンしたというのが最
大であったと思います。小売というのは、
ある意味安定したビジネスモデルであ
るがために、「ゆで蛙」の状態に陥って
いたといえるかもしれません。一方で

メーカーであれば、競合が作らないよ
うな新製品をつくったときにV字回復
をすることもあり得ますが、小売ではな
かなかそういう訳にはいきません。
百貨店市場は1991年をピークに縮

小トレンドにありましたが、近年はイン
バウンドというマーケットが急速に拡大
してきたことにより、都心店舗を中心に
活気を取り戻しつつありました。当社
で申し上げれば、2019年度のインバ
ウンド売上は601億円を獲得、百貨店
売上に占める割合は10%に迫るところ
まで成長してきていました。しかし、昨
年度2020年度はコロナ影響によりグ
ローバル規模で人の移動が制限され、
インバウンドマーケットはほぼ蒸発。こ

れまでも「インバウンドに頼りすぎでは
ないか」ということはしばしば指摘され
てきましたが、まさかそれがほぼゼロに
なるというようなことは誰も予想してい
なかったと思います。
一方、国内に目を向ければ、富裕層

消費などお客様との強固なリレーショ
ンをベースとした外商活動を中心に堅
調な動きを見せる部分もありますが、
やはり人流が抑えられた影響は甚大
です。2020年度の大丸松坂屋百貨
店の入店客数は47.9%減とおよそ半
分程度にまで落ち込みました。それは、
政府や自治体の要請による休業や営
業時間の縮小、あるいは感染拡大防
止に向け、極力「密をつくらない」とい

主因はコロナにあらず

当社グループは昨年、19年振りに
赤字に転落しました。それは、世界的
なコロナ感染拡大により人流が激減し
た、インバウンドが蒸発したということ
が大きく影響したことは確かです。しか
しながら、それ以上に、中核事業の百
貨店が従来から抱えるビジネスモデル
の陳腐化という課題の解決に至ってい
ないことが根本にあると考えています。
すなわち、アパレルへの過度な依存、
高年齢層への過度な依存、そしてリア
ル店舗への過度な依存により、変化へ
の対応力が弱体化してしまっていると
いうことです。コロナ禍でそうした課題

う自らの安全・安心対策強化によると
ころも大きいのは事実です。しかし、そ
れ以上に、コロナ禍を契機としたお客
様の価値観や行動様式の変化に伴い、
消費構造が大きく変化しているという
ことに留意する必要があります。
時が経てば、元に戻る―そういった

感覚はまったくありません。当社グルー
プはこれまで300年、400年という歴
史の中で数々の危機を乗り越えてきま
したが、いま直面するかつてない変化
への対応に向け、ゆで蛙状態から覚醒
し、どこまで本気になれるのか。まさに
これまでとは次元の異なる変革への覚
悟が問われていると考えています。

が一気に増幅して露呈したということ
に過ぎません。
我々が課題認識し、これまで取り組

んできた方向性は決して間違いであっ
たとは思っていませんが、ただ、その取
り組みへのスピードには不足があった
と反省しています。さらに、今般のコロ
ナ禍によって、お客様の価値観の変化
や行動様式の変化ということが新たに
変数として加わっていますので、当然
のことながら従来の方向性の延長線で
は全く不充分な状況に追い込まれてい
ると考えています。
ビジネスモデル改革の方向は、より
経営体質をリーンなものにするという
ことを大前提としながら、リアル店舗の
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ションの実現」へそれぞれ更新しました。
これらのマテリアリティについてリスク
と機会の両面を捉える中で、ビジネス
チャンスを創出し、社会価値と経済価
値の両立に取り組んでいきます。
当社には300年、400年といった長

い歴史があります。まさにサステナビリ
ティを体現し続けている企業グループ
であるとの誇りを持っています。その基
軸にあるのは社是「先義後利」です。
義を先にして利を後にするものは栄え
る。お客様、社会に寄り添い、事業を通
じた社会課題の解決をはかるというこ
とが重要であることを示していると考え
ています。社会価値と経済価値を両立
するという考え方は今に始まったもので
はありません。本当に大切なものは何か。
困難な状況に直面したときにこそ、この
社是に立ち返るようにしています。

まず3年で「完全復活」へ

当社グループはこうしたサステナビ
リティ経営を基軸としながら、今般、サ
ステナビリティと企業戦略、事業戦略
の一体化をはかり、「2021~2023年
度 中期経営計画」を策定しました。赤
字となった2020年度をボトムとして、
2023年度までの3ヵ年でP/L、B/S共に
まず2019年度水準に戻すことによって
「完全復活」を目指すというものです。
完全復活を象徴する中期経営計画最
終年度の2023年度数値計画として
は、営業利益403億円、ROE7%、有
利子負債2,600億円。2019年度の営

ました。一方、こうした状況であるから
こそ、人と人との繋がりやコミュニケー
ション、そしてリアルな対面がいかに重
要であるか。何よりもお客様、従業員
の安全・安心を最優先させることがい
かに大切であるか。そして我々は、お
客様、株主様、お取引先様、地域社会
といったあらゆるステークホルダーの
皆様と共にある、ということを改めて強
く認識する機会となったことは確かです。
当社グループは環境、社会、経済の
持続可能性に関連する課題の中から
当社グループおよびステークホルダー
に与える影響が大きいと考えるマテリ
アリティを特定し、サステナビリティ経
営を推進しています。当社グループは
これまで「低炭素社会への貢献」「サプ
ライチェーン全体のマネジメント」「地
域社会との共生」「ダイバーシティの推
進」「ワークライフバランスの実現」の5

つをマテリアリティとして特定していま
したが、環境問題の深刻化さが加速し
てきていることや、今般のコロナ禍によ
り価値観が変化し、新生活様式が定
着しつつあることを踏まえ、新たに「サー
キュラーエコノミーの推進」「お客様の
健康・安全・安心なくらしの実現」の2

つを加えることとしました。
同時に、既存の「低炭素社会への貢
献」は一歩踏み込んで「脱炭素社会の
実現」へ、また、社会の変化を踏まえる
中で「ダイバーシティの推進」は「ダイ
バーシティ&インクルージョンの推進」
へ、さらに「ワーク･ライフ･バランスの
実現」は「ワーク･ライフ・インテグレー

店振りを変えるとともに、リアルを起点と
したデジタル化を進め、新たな顧客層を
獲得していくということが必須となります。
コンテンツ開発やお客様の相互送客な
ど、パルコとのシナジー創出もひとつの
大きなポイントとなってくるでしょう。
現在の百貨店の不調をコロナの所
為にするつもりはありません。むしろ、
百貨店が抱える本質的な課題に改め
て向き合う契機にしなければならない
と考えています。一方で、百貨店は「構
造不況業種である」と言われているの
も事実ですが、すべてその一言で片付
けられてしまうことに違和感があります。
私は対応力次第でその認識を変えて
いただけると考えています。
コロナ禍で言わば10年分の変化が
一気に押し寄せた訳ですから、我々に
もこれまで以上に変化対応へのスピー
ドが求められます。問題の本質を見誤
ることなく、時代の変化、お客様の変
化を的確に捉えたビジネスモデル改革
にスピードを上げて取り組み、百貨店
は決して“オワコン”ではないということ
をしっかりと示していきたいと思います。

サステナビリティを経営の軸に

我々は、今般のコロナ禍を通じて、
多くの気づきを得ることができました。
リアル店舗に過度に依存したビジネス
の脆弱性が露呈し、これまで強みと考
えていた都心立地の優位性への懸念
も生じるなど、コロナ以前からあったビ
ジネスモデルの課題が一層顕著となり

業利益が402億円でしたので、これを
必ず越えていくという覚悟を持ったメッ
セージです。「有事」の手許流動性確
保を優先することで現在膨らんでいる
有利子負債も平時の水準に戻します。
ただ、トップラインがこの3ヵ年で元の
水準に戻るという前提ではありません。
現状延長の取り組みでは、国内消費、
インバウンド消費ともにマーケットの縮
小は免れないと想定しています。その
ため、まず構造改革による一層の筋肉
質な企業体質への転換なしには完全
復活は果たせないものと考えています。
まずやり切らなければならないのは、
固定費の圧縮による損益分岐点の引
き下げです。当社グループは同業他社
に比べ、これまでもコスト削減にはかな
り先行して取り組んできたのは間違い
ありません。そうした中で「まだコスト
は下げられるのか」ということもよくお
尋ねいただくのですが、費用を単純に
削るというのではなく、事業の構造や
業務の仕組みを変えていくという意識
がある限り、その余地は充分にあると
言えます。この3ヵ年では、ビジネスモ
デル変革による要員構造改革をはじめ、
リモートワークの一定の定着によるオ
フィスの適正サイズへの見直しや広告
宣伝のデジタル化の推進などにより、
固定費として100億円以上の圧縮を
はかりたいと考えています。
また、グループ事業の再編や事業
基盤の絞込みにも取り組みます。その
一環として、昨年度末には飲食事業
のJ. フロントフーズの売却を行ったほ
か、津田沼PARCO、新所沢PARCOの
2店舗を営業終了することとしました。
2021年度に入っては、主に大丸松坂
屋百貨店の売場運営業務を受託する
大丸松坂屋セールスアソシエイツの同
社への吸収合併や、グループ事業の
選択と集中によるヌーヴ・エイの売却
も決定しました。今後も、将来を見据
えた事業および店舗の見極めを可能
な限りスピードを上げて実行していき
たいと考えています。　　　　　　　　　　　　　　　
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4月7日～5月25日
緊急事態宣言 1回目

1月8日～3月21日
緊急事態宣言 2回目

4月25日～6月20日
緊急事態宣言 3回目

（休業要請なし） （休業要請あり）

（休業要請あり）

大丸松坂屋百貨店の売上高推移とコロナ禍前との比較 強みから導く3つの戦略

一方、コロナ禍で極度に痛んだトップ
ラインをいかに修復していくかということ
について、当社グループの強みは何かと
いうことを改めて明確化したうえで、成
長戦略として実行していくこととしました。
当社の強みは「商業プロデュース能

力」「優良な顧客基盤」「取引先、クリエ
イターなどのパートナー」そして「主要
都市部の不動産資産」を保有すること
です。これらの強みと中長期的な環境
変化を踏まえ、新たな中期経営計画で
は大きく「3つの戦略」にフォーカスし、
成長に向けた取り組みを重点化するこ
とといたしました。3つの戦略とは、ひ
とつが「リアル×デジタル戦略」、2つ目
が「プライムライフ戦略」、そして3つ目
が「デベロッパー戦略」です。
まず「リアル×デジタル戦略」ですが、
小売にとってデジタル化はもはや必須
であることは言うまでもありません。コ
ロナ禍で気づかされた最大のテーマは、
当社グループの中核事業である百貨
店、パルコがいかに「時間と場所の制
約」の中でビジネスを行っているかとい
うことです。それを克服するひとつがデ
ジタルであり、OMO（オンラインとオフ
ラインの融合）ということになります。モ
ノを中心としたEコマースを拡大すると

いうよりも、我々の無形資産、つまり店
頭などリアルな場における「人」を介し
た接客やカウンセリングノウハウを活
かした付加価値創造を目指したいと考
えています。つまり、当社グループが取
り組むべきデジタルはリアル店舗との
シナジーがあってこそ存在価値を放つ
ものであると考えています。
そうしたことから、デジタル化を進め

るにあたっては、リアル店舗の磨き上
げとコンテンツの充実がむしろ一層重
要になると考えています。ただ、この3ヵ
年は財務の健全性も完全復活させる
という観点から、投資はある程度限定
したものにせざるを得ないのが現状で
す。百貨店では強みのラグジュアリー
の拡充やウォッチ&アートの強化に向
け、名古屋店と札幌店、神戸店に投資
を重点化し、また、パルコでは新たな
コンテンツの開発を進めながら、基幹
店の名古屋店、広島店、仙台店、浦和
店、池袋店をエリアで選ばれるSCとし
て魅力化をはかる改装を進めます。
「プライムライフ戦略」では「文化や
芸術に価値を置き、こころ豊かでサス
テナブルなライフスタイルを楽しむ生
活者」への提案を強化していきます。
代表的な取り組みはロイヤルカスタマー
向けのソリューションサービスの開発・
提供、新たなロイヤルカスタマーの開
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拓、そして外商オンラインコミュニケーショ
ンの進化です。これらを進めるにあたっ
ては、外商顧客会員向けクローズドサイ
ト「コネスリーニュ」への決済機能の実
装などデジタルインフラの拡充とともに、
顧客基盤の拡大に向け、他社との提携・
アライアンスなどについても積極的に検
討していきたいと考えています。
「デベロッパー戦略」は足の長いビ
ジネスですので、この3ヵ年では収益に
は大きく貢献しませんが、2024年以降
の成長に向けた準備は300億円の投
資を含めて着実に進めていきます。昨
年9月には大丸松坂屋百貨店にあった
不動産事業をパルコに一元化し、大丸
松坂屋百貨店が保有した47の不動産
物件を移管しました。これら資産の有
効活用を中心に収益化をはかっていき
ます。これまでの不動産開発は商業が
中心でしたが、今後は商業に限らない
多様な取り組みを推進します。

シナジーにより新たな価値を

昨年11月、心斎橋PARCOはまさに
新型コロナ感染拡大第3波の様相を
呈してきたタイミングでの開業となった
にもかかわらず、開業以降、おかげさま
で社内計画を上回りながら推移してい
ます。特に、ラグジュアリーやアート、
カルチャーなどが好調です。3月には
地下2階にパルコらしいユニークな食
堂街もオープンしました。渋谷PARCO

を成功に導いたエッセンスが随所に取
り入れられ、高感度な若者を中心に心
斎橋の新たな人気スポットとして存在
価値が高まっていると実感しています。
心斎橋PARCOは道路を挟んで隣接

する大丸心斎橋店とほぼ一体化して
おり、2つを合わせると80,000㎡を越
える大型商業施設となります。百貨店
をさらに拡張するという選択肢もありま
したが、地域に新たな価値を生み出し
たいという思いから、PARCOの導入を
決めました。当社グループだからこそ
可能となった大型商業開発であると自
信を持って言えます。中心顧客層が異
なる百貨店とパルコがどのようなシナ
ジーを生み出せるかという試金石にも
なっています。
その成果はすでに様々なかたちで現
れています。先ほど、ラグジュアリーが

好調であると申し上げましたが、大丸
心斎橋店のお客様、特に外商顧客に
とっては心斎橋PARCOが隣にできた
ことにより、ラグジュアリーの品揃えが
大幅に広がったという感覚でお買物を
されているといったことが実際に起こっ
ています。また、心斎橋PARCOで開催
された現代アートのイベント終了後に、
作品の特別販売を外商顧客にクロー
ズドサイトでご案内したところ、即座に
完売したということもありました。
百貨店とPARCOでお客様とコンテ

ンツが相互に交流する―。こうした姿
は、我々が目指してきたシナジー創出
のひとつのかたちです。間違いなく、お
客様の体験価値をより高めることに大
きな可能性が広がってきています。当
社グループの中長期的な価値創造に
もつながっていくものと考えています。

10年後のポートフォリオを描く

コロナ前の2019年度営業利益を
ベースとした事業ポートフォリオでは、
百貨店とパルコで全体の約8割のシェ
アを占めています。今般のコロナ禍では、
まさにこの2つの事業が大きく毀損し、
事業ポートフォリオの偏りがリスクを高
めていることを改めて認識することとな
りました。中でも百貨店は売上、利益
ともに最も稼いでいるわけですが、こう
した想定外の状況となったときには最
もダメージを受けています。ワクチン
普及の加速により、コロナは着実に収
束に向かうとは思いますが、今後も別
のパンデミックは間違いなく起こり得る。
グローバル化の進展はインバウンドと
いう好機を演出した一方で、パンデミッ
クにおいてはそのリスクを高めることと
なったわけです。
では、ポートフォリオの最適なバラ

ンスとはどのようなものか。10年後の
2030年を見通したときに、少子高齢化
や人口減少、テクノロジーの進展、消
費の成熟化といったことは継続して進
むとともに、コロナ禍で引き起こされた
新常態も定着していくでしょう。一方で、
当社グループが大切にしてきた価値観、

すなわち「人の思いと個性の尊重」「地
域との共生」「伝統文化の継承と先端
カルチャーの発信」といった価値観はよ
り重要になると考えています。
そうしたことも踏まえてウイングを広
げていくひとつの方向はデベロッパー
事業へのシフトです。当社百貨店の周
辺には利益創出という視点で充分に
活用できていない保有不動産が少なく
ありません。特に、大阪・心斎橋エリア
および名古屋・栄エリアでは中長期的
に大規模な開発余地があると考えてい
ます。商業に限らず、レジデンス、オフィ
スなども含めてそのエリアに新たな価
値を創造し、地域と共生していくことを
目指します。

もうひとつの方向としては、百貨店と
パルコ、デベロッパーの各事業におけ
るお客様との接点拡大を活用した決
済・金融事業の成長です。2021年1月
にカードリニューアルを実施し、再スター
トを切ったばかりですが、当社グルー
プの中核事業との親和性という面でも
大きなポテンシャルがあるのは間違い
ありません。その他、ウイング拡大に向
けたM&Aやアライアンスといったこと
も視野に入れています。
これらのデベロッパー事業や決済・
金融事業などを成長の柱としていくた
めには経営管理においても一層の高
度化が必要です。そのため、当社グルー
プはROICを経営指標として正式に導
入することとしました。事業セグメント
ごとに資本コストを上回るハードルレー
トを設定し、それを上回るROICを目指
すことにより企業価値向上をはかって
いきます。
これらの取り組みを通じ、10年後の

2030年度には、デベロッパー事業や
決済・金融事業、その他で営業利益の
シェアを約4割まで拡大し、中核事業

Core 
Competence

商業
プロデュース
能力

取引先
クリエイター
など

パートナー

優良顧客
基盤

都市部の
不動産資産

グループの強み

の百貨店とパルコで現状約8割を占め
る営業利益のシェアを6割程度に抑え
るような構造とし、急激な環境変化に
強いバランスの取れたポートフォリオ
への変革をはかりたいと考えています。
そして、目指す企業像である「こころ豊
かなライフスタイルをプロデュースし、
地域と共生する個性的な街づくりを行
う企業グループ」へと発展したいと考
えています。

多様性とレジリエンス

新たな中期経営計画と2017年度か
らスタートした前回のそれとの違いは
大きく2つあります。
ひとつは、財務指標だけでなく非財
務指標を定量目標として明確化したこ
と。今般の中期経営計画最終年度の
2023年度の具体的な数値目標は、事
業成長性指標の営業利益や、資本効
率性指標のROE、財務健全性指標の
有利子負債などに加え、サステナビリ
ティ指標として温室効果ガス排出量
40%減（2017年度比）と女性管理職
比率26%をコミットしました。このうち、
営業利益、ROEと2つのサステナビリティ
指標は中期経営計画終了時の株式報
酬と連動させています。特に、サステナ
ビリティ指標の評価ウエイトとしては
20%を充てており、社会・環境課題解
決へのコミットがより強まっていると考
えています。
もうひとつは、中期経営計画策定プ
ロセスに人財の多様性を活かしている
こと。計画策定に中心的役割を果たし
たホールディングスのメンバーは百貨
店出身者、パルコ出身者と外部企業出
身者の混成部隊です。こうしたことで
も見られるように、昨年完全子会社化
したパルコとの融合は着実に進んでい
ると言えます。
また、今回の中期計画のひとつのポイ

ントである百貨店のデジタル開発責任
者は、大丸松坂屋百貨店から大手IT企
業に一度転身した40代の人財ですが、
百貨店ならではのデジタル強化に適任
と考え、再度当社グループで採用しまし

た。新たにローンチしたサブスクリプショ
ン事業では30代前半の若手が事業計
画を策定し、責任者を務めています。
執行の監督という面では、社外取

締役は、中期計画策定時には6名のう
ち女性が1名でしたが、現在は2名と
なっています。取締役全体では女性
取締役は3名となり、その割合は25%

に上昇しています。経団連が推進する
「2030年30%へのチャレンジ」には
当社も賛同しています。今年度から取
締役のスキルマトリックスも公表して
いますが、保有するスキルについても
多様性がさらに進んだものと実感して
います。
当社グループの女性管理職比率（課
長級以上）は、2020年度で19.9%と
なり、ほぼ2割にまで伸張しました。当
社独自の「マザー採用」という制度で
中途入社し、基幹人財として活躍する
人も現れてきています。子育てをしな
がら働く短時間勤務者に向けた「女性
塾」も定着しています。リーダーとして
活躍する女性の数をもっともっと増や
していきたいと考えています。そのため
には、抜擢するだけではダメで、意識
を変え、育成していくことがより重要で
あると考えています。
危機に直面したときこそ経験値とい

うものが重要になるのは確かです。し
かしながら、それだけでは解決できな
いほど、いまの時代は変化のスピード
と複雑性が増しています。カルチャー、
ジェンダー、そして年齢といった枠を
越え、多様な考え方を交差させ、認め
合い、紡ぐことにより、変化に対応し、
新たな価値を生み出す。この難局を乗
り切るためのレジリエンスを高める一
番の原動力はここにあるのではないか
と考えています。
“くらしの「あたらしい幸せ」を発明す

る。”当社グループのこのビジョンは、
いまという時代にどこに向かうべきかを
深く端的に示していると思います。この
ビジョン実現に向け、まずは「完全復
活」、そして「再成長」へとギアを上げ、
持続的な成長と中長期的な企業価値
向上に取り組んでいきます。

「名古屋・錦三丁目25番街区」再開発イメージ
（2026年竣工予定）　提供：三菱地所（株）
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企業リスク・マトリックス

また、リスクを戦略の起点と位置づけ、リスクと戦略を連動さ
せることにより、リスクマネジメントを企業価値向上につなげるよ
う努めています。中期的に当社グループ経営において極めて重
要度が高いものは「企業リスク」として中期経営計画に反映して
います。

当社は、リスクを「企業経営の目標達成に影響を与える不確
実性であり、プラスとマイナスの両面がある」と定義しています。
リスクのプラス面、マイナス面に適切に対応することにより、企
業の持続的な成長につながると考えています。
リスク管理体制においては、代表執行役社長の諮問機関とし
て、代表執行役社長を委員長、執行役などをメンバーとするリ
スクマネジメント委員会を設置しています。同委員会には、リス
ク管理担当役員を長とする事務局を置き、委員会で決定した重
要な決定事項を事業会社に共有し、ERM（全体的リスクマネジ
メント）を推進しています。

今般の「企業リスク」は、短期的な思考に陥ることがないよう、
2030年に向けた長期メガトレンド予測および新型コロナウイル
ス感染症による影響を加味し、バックキャスティングにより戦略
リスク、ファイナンスリスクおよびハザードリスクとして計14を抽
出しています。（82のグループリスク一覧は73ページ参照）

ビジネスモデル▶リスクマネジメント

リスクを戦略につなげる 

分類 項目 影響度 次年度の
見通し マイナス面 プラス面 対応策

戦略
リスク

既存の事業モデルの衰退 非常に大 ●中核事業の業績低迷による
グループ全体の活力低下

●中核事業の事業モデルの抜
本的な変革による再成長

●コンテンツの魅力向上、デジタルとの　
融合、環境価値の向上による店舗の
魅力化および都心の大型店舗の資産
価値向上

サステナビリティ経営の
高度化 非常に大 ●対応の遅れによる投資家・

株主の離反、格付けの低下
●着実な対応による持続的な
成長

●「脱炭素社会の実現」をはじめとする7
つのマテリアリティ（重要課題）の推進
による「WellｰBeing Life」の実現

加速度を増す
デジタル化への対応 非常に大 ●グループ全体の成長の停滞

●競争力の低下

●既存事業のビジネスモデル
変革

●リアルな人とのつながりの
再認識

●「OMO（オンラインとオフラインの融合）」
によるビジネスモデルの変革

●リアルとデジタル両輪でのコミュニケー
ションの高度化

●デジタル化による業務の変革

都市の分散化
（都市と地方のリバランス） 大 ●都心立地の従来型商業施

設の集客力低下
●都市の分散化に対応した
　事業展開

●都心店舗での防疫、非接触サービス
の強化

●都心や準都心での商業だけでなく多
様な用途での不動産開発

ポストコロナにおける
消費行動の変化 大 ●消費ニーズとのアンマッチ

による業績の低迷 ●新規マーケットの開拓

●コモディティ（汎用）商品の適正規模へ
の見直し

●「OMO（オンラインとオフラインの融合）」
による顧客満足向上

●アート・カルチャー・エシカル商品の強化

業際を超えた再編、
M&Aの加速 大 ●当社グループの敵対的買収 ●事業ポートフォリオの見直し

●M&Aの活用による企業成長

●事業ポートフォリオのレジリエンス（強
靭性）向上

●他企業のM&A、他企業との業務提携
による新規事業創出

ニューノーマル時代の働き方、
人財・組織改革の進展 大 ●優秀人財の流出

●人財獲得競争での劣後
●企業文化の変革による
　イノベーションの創出

●中途採用の強化
●働き方の柔軟性の向上
●サステナビリティ（持続可能性）のある
組織への変革

加速する所得の二極化 大 ●ボリュームマーケットの
　縮小による業績低迷

●新たな富裕層マーケットの
出現

●ボリューム価格帯の商品・サービスの
適正規模への見直し

●多様なアプローチによる富裕層マーケッ
トの深耕

顧客の変化、特に
少子高齢化・長寿命化 大 ●国内市場の縮小 ●シニアマーケットの拡大

●上質な子供マーケットの深耕
●安全・安心な店舗環境の整備
●アート・カルチャー・ウェルネスの強化

外国人マーケットの不透明さ 大 ●インバウンド売上大幅減少
の長期化

●新たなアプローチによる
　外需の獲得

●インバウンド戦略の見直し
●越境ECやライブコマースの強化

ファイナンス
リスク

資金調達マネジメントの
重要性の向上 大

●資金不足による経営破綻
●不利な条件での資金調達
による成長の停滞

●成長分野への投資資金
　確保による事業育成

●グループ資金調達の一元化と資金
　効率化
●資金調達手段の多様化

環境変化に対応できる
コスト構造の必要性 非常に大 ●事業存続の危機

●業績回復の遅れ

●事業ポートフォリオの組み
替え

●成長事業への投資

●ビジネスモデル改革によるコスト削減
●事業基盤の絞り込み

ハザード
リスク

頻発する自然災害・疫病 非常に大 ●顧客・従業員の人命損傷
●事業継続の危機

●地域社会の安全・安心確保
への貢献

●「事業継続」「感染症対応」マニュア　　
ルの整備

●BCP訓練の継続的な実施

情報セキュリティの
重要性向上 大

●重要情報流出による社会的
信用失墜・営業損失

●業務の遅延・停滞

●円滑なDX（デジタルトランス
フォーメーション）の推進

●「情報セキュリティポリシー」「ITガバナ
ンス方針」の整備
●システムのクラウド移行の推進
●教育・訓練による情報リテラシーの向上

企業リスクと対応策

2030年に向けた長期メガトレンド 新型コロナウイルス感染症による影響

リスクマネジメント委員会

企業リスク

外部環境
分析

内部環境
分析

経営層
ヒアリング

中期視点の経営リスク
（３~５年に一度更新）

年度実行計画
（毎年更新）

JFRグループリスク一覧
網羅的にリスクを抽出
（毎年更新）
●戦略　　 ●ファイナンス
●ハザード   ●オペレーション

グループ
中期経営計画
（３~５年に一度更新）

リスクマップ
（毎年更新） 影

響
度

大

高 中 低

中

小

備え

P リスク識別・評価 D リスク対応

C A モニタリング・報告

取締役会

リスクマネジメント委員会

事務局

代表執行役社長

監査委員会

事業会社

報告
監督

報告

報告

報告
指示

指示・報告

新
た
な
価
値
創
造
、

競
争
優
位
の
獲
得

成
長
基
盤
、収
益
基
盤
の

再
構
築

内部環境への対応 （企業として取り組まなければならないこと）外部環境への対応

新しいマーケットの開拓に係るリスクⅠ. 新しい顧客体験の提供（新しいビジネスモデルの構築）に係るリスクⅡ.

大きな危機が常態化する中でのレジリエンス向上に係るリスクⅢ. 抜本的な組織･構造改革によるレジリエンス向上に係るリスクⅣ.

3 都市の分散化
（都市と地方のリバランス）

4 ポストコロナにおける
消費行動の変化

9 頻発する自然災害・疫病

14 情報セキュリティの
重要性向上

7 資金調達マネジメントの
重要性の向上 10 ニューノーマル時代の働き方、

人財・組織改革の進展

8 環境変化に対応できる
コスト構造の必要性

1 サステナビリティ経営の
高度化 6 既存事業モデルの衰退 2 加速度を増す

デジタル化への対応

12 顧客の変化、特に
少子高齢化・長寿命化 5 業際を超えた再編

 M＆Aの加速

13 外国人マーケットの
不透明さ

11 加速する所得の二極化

地政学
●米中の覇権争い、リーダー不在
●国家資本主義国の台頭
●パンデミックの発生増

経済
●グローバル化の進展
●世界経済のアジアシフト
●ステークホルダー資本主義の定着

社会
●新興国の人口増加
●高齢化の進行
●貧富・階層の格差拡大

テクノロジー
●6GによるDX加速
●自動運転実用化
●デジタル経済圏形成

環境
●地球温暖化
●再エネ転換加速
●資源枯渇

経済・
企業

短期
●コロナ禍長期化による景気低迷
●失業・インフレ懸念の増大
●需要・供給の蒸発

長期

●緩和政策継続の反動による金融危機の発生
●持続可能性を重視した経営に対する要請の高まり
●テクノロジーの加速度的進化
●グローバルサプライチェーンの再構築
●都市化（アーバナイゼーション）の変容
●組織・働き方のパラダイムチェンジ

社会・
個人

短期
●失業の増加・所得の減少・将来不安
●3密（密閉・密集・密接）回避
●コロナを契機とした消費トレンド（巣ごもり消費、近隣消費）

長期

●持続可能な社会実現への意識の高まり
●ヘルスケア・保険など安全・安心への投資
●地方の重要性の向上
●バーチャル消費・バーチャルコミュニケーションの拡大
●フィジカル（人的つながり・場）の重要性の向上
●疫病・災害のニューノーマル（新常態）化
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安全・安心にお買物いただける環境をつくることは言うまでも
なく我々の重大な責務です。今般のコロナ禍というパンデミック
により、その取り組みがまだまだ充分でないことが明らかになり
ました。リアル店舗が休業になればお買物ができない、お買物
に行きたくても感染リスクが怖いから出かけられない、といった
不満、不安をどれだけ解消することができたのか。同時に、お取
引先を含む販売の最前線に立つ従業員は人との一定の接触が
避けられない中で安全・安心に働ける状況になっているのか。こ
れらはまさに当社グループにとってのマテリアルな優先すべき課
題です。業務プロセスを安全・安心の観点から再点検することは、
リスクの低減をはかるということに留まらず、既存ビジネスモデ
ルをより強靭にすべく見直す契機となったことは確かです。

当社グループのステークホルダーは、お客様をはじめ株主
様、お取引先様、従業員そして地域社会です。事業活動の成果
を通じたアウトカムはこれらすべてのステークホルダーの皆様
の価値につながっていきます。コロナ禍で積極的な集客ができ
ない中核ビジネスが活気を失い、厳しい業績となることが避け
られないとなれば、企業の将来への不安が高まります。こうした
連鎖を回避すべく、店頭での具体的な安全・安心対策をはじめ、
企業存続のための充分な資金手当てや、将来に向けてのビジョ
ンの明確化など、それぞれのステークホルダーにとって大事な
ことは何かということを念頭に、明確なメッセージをタイムリー
に発信していくことが必要です。従業員については、こうした状
況下では健全な危機感を醸成することも併せて重要であると考
えています。

ビジネスモデル▶【特集】コロナの気づき

コロナの“気づき”をどう活かすか 

 ビジネスモデルの脆弱性 

 都心立地の優位性への懸念 

 事業ポートフォリオの 
 レジリエンス不足 

 人と人とのコミュニケーションの 
 重要性 

 デジタル対応への遅れ 

新型コロナウイルスの感染拡大に伴い、2020年4月7日に緊
急事態宣言が初めて発出され、人流を抑えるべく当社グループ
の大丸・松坂屋およびPARCOは長期間の休業を余儀なくされま
した。百貨店とパルコは年間およそ3億人のお客様をリアル店
舗にお迎えし、商品・サービスを通じた価値を提供することを日々
行ってきました。しかし、いくらいい商品、サービスをラインナッ
プしていたとしても、リアル店舗が開けられなければ手も足も出
せない。人流が急減あるいはストップすれば一気に機会損失に
よる業績の不透明感が増していきます。リアル店舗に過度に依
存した当社グループの中核ビジネスが、いかに「時間と場所に
制約」された脆弱なものであることを思い知らされました。そうし
た制約をなくすところに充分チャンスがあるということになります。

当社グループの強みのひとつは、都心のプライム立地に店舗
を有することです。例えば、大丸東京店、大丸大阪梅田店は、そ
れぞれ東京駅と大阪駅という巨大なターミナルに位置し、周辺
オフィスあるいは出張のビジネスマン、OLの方々や旅行者など
鉄道輸送に支えられている側面が強いのは事実です。しかし、
コロナ禍で状況は一変し、都心店舗のトラフィックは急速に縮
小しました。旅行者はいずれ戻ってくることも想定されますが、リ
モートワークの拡大や出張機会の減少は新常態として中長期
的に定着していく可能性は否定できません。一方で、東京駅、
大阪駅ともに周辺開発が現時点でも活発に進んでいるのも事実
です。ファクトを押さえながら行動変容をしっかり捉え、中長期
視点で冷静に店舗のあり方を再構築していく必要があると考え
ています。

当社グループの2019年度営業利益実績では、百貨店事業
およびパルコ事業でおよそ8割のシェアを占めています。今般の
コロナ禍でダメージが甚大であったのはこの2つのセグメントで
あり、現状ポートフォリオの偏りが急激な環境変化への対応力
における大きなリスクであることを示したことは否めません。こ
れは前中期計画からの継続した取り組み課題であり、その喫緊
性が一層明確となりました。リテールは今後も一定の成長は見
込むものの、過度に依存することなく、シナジーを活かしてデベロッ
パーや決済金融などの領域を拡大していく。中長期的な当社グ
ループの姿を事業ポートフォリオで描きながら、その実現に向け、
最適な資源配分のもとで資本収益性を重視したポートフォリオ
改革およびバランスシート改革に取り組む必要があると考えて
います。

当社百貨店のEコマースは得意とするギフト、デパ地下食品、
ビューティといったカテゴリーに絞り込んで再構築の途上にあ
りますが、基本的にギフトを除き、在庫管理、発送作業などは
店頭オペレーションの中に組み込まれたものでした。従って、需
要があるにもかかわらず、店舗が閉まれば商品が動かせないといっ
た状況が休業直後には起こっていました。その後は専用在庫を
店舗外に確保するなどの対応強化により、当社百貨店のEコマー
ス売上はようやく100億円を超えるビジネスとなりました。一方、
当社グループの強みはリアル店舗起点の発信力、サービス力が
あってのもの。中長期で目指す方向は、フルアイテムでEコマー
スを拡大するというより、リアルの強みを活かし、そこにデジタル
を融合させるOMOであるということも明確になりました。

昨年のコロナ禍で店舗休業が余儀なくされたとき、お客様と
のリアルなコミュニケーションはおよそ2ヶ月に亘って途絶えるこ
ととなりました。当社グループの中核であるリテールビジネスの
根幹にあるのは、お客様と販売員の信頼関係に基づいたコミュ
ニケーション。それを通じてご満足度の高い購買体験を提供す
るとともに、未だ顕在化していないニーズ、ウォンツをお客様と
の会話を通じてくみ取ることにあります。これまでは、コミュニケー
ションの場はリアルが基本でしたが、コロナ禍を機に当社グルー
プでもデジタルディバイスの活用が急速に進み、オンラインでも
遜色なく再現できることを実感しています。より重要なのはデジ
タルリテラシーもさることながら、お客様にしっかり寄り添うこと
ができる販売員の言わば「体温」であり、人財です。

 あらゆるステークホルダーへの 
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一方、ちょうどその頃を境に日本の消費支出の中身は急速に
変化していきます。総務省の家計支出調査によれば、91年に
7.3%を占めていた被服履物への支出は、2019年には3.7%と
半分近くにまで低下しました。しかしながら、百貨店はかつての
成功体験からなかなか抜け出すことができず、婦人服に過剰に
面積配分した状況が続いたことにより、ますますお客様の嗜好
や購買行動とのズレが生じることになりました。百貨店が提供す
るコンテンツと時代とのミスマッチ解消には抜本的な構造変革
が不可欠な状況です。

新たなビジネスモデルの模索

　そこで、当社は新たな百貨店ビジネスモデルとして大きく2つ
の方向性で変革をはかることとしました。
ひとつは、「百貨店をやらない」という選択肢で、不動産賃貸

ビジネスに100%転換するということです。2017年に旧松坂屋
銀座店跡地を含む2街区一体開発により誕生したGINZA SIXが
まさにこれにあたります。もうひとつは、“百貨店ブランド”のもと
で不動産賃貸と買取・消化仕入をミックスした「ハイブリッド型
モデル」を構築することです。2019年に開業した大丸心斎橋店
新本館が代表例となります。

消化仕入れの利点は売上成長を実現することで、より大きな
リターンを追求できること。一方の定期賃貸借の利点は安定し
た収益の獲得や運営コストの圧縮を実現するだけでなく、サー
ビス消費、体験型消費への対応強化に向けたテナントバリエー
ションが拡大することで店振りの鮮度アップをはかれることです。
店舗ごとに顧客ターゲットやエリア特性、建物形態などを考慮
しながら、最適なバランスを導き出すことが重要となります。

百貨店マーケットの縮小はコロナで加速

全国百貨店の売上は1991年の9.7兆円をピークに減少傾
向にあり、2016年には6兆円を割り込む水準まで低下しました。
近年は都心店舗を中心にインバウンド消費や富裕層消費が活
発なことにより堅調である一方、地方店の厳しさは加速し、都心
と地方の格差は一層拡大傾向にありました。さらに、2020年は
コロナ禍の影響が直撃したことにより、これまでの牽引役であっ
たインバウンドが一気に蒸発するとともに、国内消費についても
緊急事態宣言発出により2ヶ月近くにわたり休業を余儀なくされ
たことや、その後も感染リスク回避による外出自粛など人流抑制
の継続影響などもあり4.2兆円まで落ち込むこととなりました。
百貨店マーケットの縮小は人口減少や二極化の進行による

中間層の崩壊、さらにはEコマースの急拡大をはじめとする業際
を越えた競争激化など外部要因もありますが、それ以上に本質
的な課題はお客様の変化に対応しきれていないビジネスモデル

の陳腐化にあることは否めません。コロナ禍を契機に多くのもの
がリセットされ、言わば、10年分の変化が一気に押し寄せてい
ます。百貨店はここで変革できなければ退場を迫られるほどの
大転換点を迎えています。
百貨店というビジネスモデルが誕生したのはおよそ100年前。

その名は大型店舗で紳士・婦人の洋服から呉服、子供服・玩具
や、家具・家電、食品まであらゆる商品を取り扱っていたことに
由来しています。事業構造では、かつては仕入れて売るという、
在庫リスクを取った買取が主流でしたが、80年代には在庫を持
たない消化仕入が8割前後にまで拡大し、ビジネスの中心はマー
チャンダイジングからマーケティング、あるいはブランドアソート
メントへとシフトしていくこととなりました。それらと同時に進ん
でいたのは、百貨店という名の由来とも言えるフルラインの品揃
えではなく、DCブランドブームなどを背景とした衣料品特に婦
人服に過度に依存した店づくりでした。まさに百貨店業界が売
上のピークを迎えた時代です。

また、店づくりにおいては今やサステナビリティの視点を欠か
すこともできません。当社グループのScope1・2温室効果ガス
排出量の約80%は店舗の電力使用によるものです。すなわち、
脱炭素社会の実現に向けては店舗環境の見直しにより貢献で
きるところが大きいということです。こうしたことを踏まえ、2019

年度に建替えが完了した大丸心斎橋店は館内で使用する電
力を100%再生可能エネルギーに切り替えました。また、渋谷
PARCOは国土交通省から「サステナブル建築物等先導事業（省
CO2先導型）」として採択されました。今後もこうした取り組み
を他の店舗にも拡大していきます。

リアルとデジタルを融合した進化形

リアル店舗はこうした方向でビジネスモデルを変革していき
ますが、今般のコロナ禍で明らかになったのは、リアル店舗を中
心としたビジネスがいかに「時間と場所」に制約されたものであ
るかということです。そうしたことを克服していくためにはデジタ
ル対応が不可欠であることは言うまでもありません。しかし、我々
の主戦場はあくまでも人と人とのコミュニケーションを通じて提
供価値を増幅していくことであり、そこに強みがあります。デジ
タル活用により全方位型フルアイテムでEコマースを拡大してい
く方向ではありません。起点はあくまでリアル店舗で展開するコ
ンテンツと独自の編集力に基づく世界感を創出すること。リアル
店舗に一層磨きをかけるとともに、そこにデジタルを融合させる
ことにより、人を中心とした独自のメディアを構築し、時間と場
所の制約を克服することに挑戦していきます。そして、そのメディ
アを介して新たな体験価値を創造するコンテンツを提供し、収
益を複線化する “メディアコマース”へと進化を目指していきます。

コロナが迫る、
百貨店ビジネスモデルの転換加速 

ハイブリッド型 百貨店をやらない

消化仕入

買取

消化仕入

買取

定期
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自主編集売場を半減
13,200㎡→7,000㎡1
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例：化粧品→ビューティ・ウェルネスへ2

体験型へのシフトによる新規コンテンツの導入
例：エデュケーション、エンタテイメント、インキュベーション3

全国百貨店の売上高推移

大丸松坂屋百貨店 月次売上推移（既存店・対前年増減率） 大丸松坂屋百貨店 免税売上高推移

家計消費支出に占める「被服履物」の推移

1980

（兆円）

2

4

6

8

10

12

1985 1990 1995 2000 2005 2010 2015 2020（年）

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月-80

-70

-60

-50

-40

-30

-20

-10

0

10

20

30

40
2019年度
2020年度

△21.9

△8.5

△19.1

△0.5

32.8

1.1 1.0 1.2 0.2

△3.5

△4.8
△9.8

△5.3

△34.5

△19.5

△21.3

△41.1

△29.5
△26.3

△73.6
△78.8

△43.9

△5.8

（%）

3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月

2019年度
2020年度

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000
（百万円）

8.0

7.0

6.0

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

30,000
（円） （%）

25,000

20,000

15,000

10,000

5.000 

金額
比率

20151995 2000 2005 20101991

7.3

6.1

4.5
4.0 4.0

2020（年）

5.1

3.2

新たな体験価値の創造 価値伝達と提供／出会いの場

体験価値の向上と
収益複線化を実現

価値観 サービス
体験

信用
信頼

社会
貢献

「人」が中心

“体温”でつむぐ
コンテンツ

“体温”でつなぐ
メディア

商品
キュレーション

WEB
サイト アプリ

空間
価値 立地

「人」が中心
店 舗

オフラインメディア

オンラインメディア

時間と場所の制約を超える

中期的な売場構造の大胆な見直し

ビジネスモデル▶【特集】ビジネスモデル転換

※日本百貨店協会「全国百貨店売上高」より ※総務省「家計調査」1世帯あたり1ヶ月の支出（2人以上の世帯）より
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主な取り組み 成果 評価

成長
戦略

マルチサービスリテイラー
（事業領域拡大）

●育児領域への参入　　
●新規事業開発に向けた出資は2社に留まる
●重点3事業（JFRカード、J.フロント建装、ディンプル）の成長の道筋は示せず

アーバンドミナント（開発PJ） ●再開発計画の推進
　・GINZA SIX、上野フロンティアタワー開業

アーバンドミナント（不動産事業） ●不動産賃貸事業の拡大 
　・町家をリノベーションした「祇園町家」「ブルーボトルコーヒー京都カフェ」、ビューティ&ヘルス「BINO」（東洞院、御徒町、栄）

ICT（守り）
●グループITガバナンスの策定
　・ITガバナンス定義、方針、規定、細則の作成
●セキュリティ強化体制整備

ICT（攻め）
●グループ統合顧客DB（LTS-Hub）の構築　
●ICTを活用したデジタルコミュニケーション基盤の整備
　・百貨店スマホアプリ、外商SFAの導入

百貨店事業革新
●婦人服面積の適正化-2017～20年度累計 △10,240㎡減（対16年度△21%減）
●ハイブリッド型大丸心斎橋店本館開業
●下関大丸の直営化、大丸芦屋店・須磨店のリニューアル、大丸山科店の閉店

パルコ事業革新
●渋谷PARCO、上野PARCO_ya、錦糸町PARCO、心斎橋PARCOの開業
●開発推進による小型商業事業の拡大
　・ゼロゲート（三宮、京都、原宿）、サンエー浦添西海岸パルコシティの開業

2021〜2023年度　中期経営計画概要

本中期経営計画は、最終年度 2023年度に財務数値 を2019 

年度水準に戻し、コロナ禍からの「完全復活」を果たすともに、
2024 年度以降の「再成長」へ道筋をつける期間と位置づけます。

前中期経営計画の振り返り

2017年度からスタートした前回の中期経営計画では、ポート
フォリオ改革やビジネスモデル転換への取り組みにおいて着実に
成果につながる事例も現れつつありますが、全体としては道半ば

であり、抜本的な推進プロセスの見直しが必要と考えております。
一方、経営環境の変化のスピードは以前にも増して加速しており

ます。コロナを契機に、そのギアがさらに2段も3段も上がったとの実
感です。いまはまさに、変化対応への遅れ、決断の遅れが企業存続
への致命傷になりかねない状況にあるといっても過言ではありません。

ポートフォリオ改革

2023年度に完全復活を果たす際に、百貨店、パルコなどに
よるリテールビジネスのシェアは依然8割以上と予想しますが、
2030年度にはそのシェアを6割程度に抑えます。一方、デベロッ
パー、決済金融など、リテール以外で4割程度までシェアを高め
たいと考えています。これらの取り組みを通じて、レジリエンスの
高いポートフォリオへの変革をはかっていきます。

経営戦略▶  中期経営計画

新・中期経営計画　　　　　（2021~2023年度）

3つの戦略

当社の強みは「商業プロデュース能力」「優良な顧客基盤」「取
引先、クリエイターなどのパートナー」そして「主要都市部の不
動産資産」を保有することです。これらの強みと中長期的な環境
変化を踏まえ、新たな中期経営計画では大きく「3つの戦略」に
フォーカスし、成長に向けた取り組みを重点化することとしました。

リアル×デジタル戦略
●リアル店舗を購買の場だけでなく、魅力的な商品やサービス
との出会い、上質な顧客体験を得られる場へと転換していき
ます。
●店舗を起点としたデジタル活用により、時間や空間を超え新
たな体験価値を提供する商業モデルへ変革します。
●顧客データの分析やデジタルツールの活用を高度化し、販売
員・外商・バイヤーなどの一人ひとりがお客様との関係性を深
めていきます。
●販売収益に加え、不動産関連収益やデジタル活用を通じた
手数料収益など、収益の複線化をはかります。

プライムライフ戦略
●文化や芸術に価値を置き、こころ豊かでサステナブルなライフ
スタイルを楽しむ生活者への提案をさらに強化していきます。
●当社グループのエンタテインメントやアートを活用するほか、
プレミアムな体験等、新規の商品やサービスを他社提携によ
り開発するなど、コンテンツの充実をはかります。
●このようなライフスタイルに共感する国内のニューリッチやア
ジアの海外富裕層など、百貨店外商の枠を超えた顧客の獲
得を、他社提携を含め推進していきます。

●デジタルを活用した顧客管理の高度化により、多様化する顧
客のインサイトを捉えて提案力を強化し、優良顧客のライフタ

イム・バリューを最大化していきます。
●新たな決済手段の提供によるロイヤルカスタマーの拡大、ま
た顧客のライフプランニングを通じた付加価値の高い金融サー
ビスを展開していきます。

デベロッパー戦略
●グループ保有不動産資産の価値最大化をはかります。複合
再開発等では百貨店とパルコの規模適正化や容積緩和を活
用します。非商業用途のシェアを高め、収益性の向上をはか
ります。
●重点エリアにおける大型複合開発では、地域の歴史や環境な
どの個性を尊重した魅力的な街づくりを通じて街の賑わいづ
くりに貢献し、生活者のマインドシェアを向上させます。
●新規不動産の取得と開発、私募ファンドなどの組成とアセット
マネジメントなどにより、収益の複線化をはかります。また、開
発エリアを準都心に拡大していきます。

経営構造改革

<固定費の削減>

●組織・要員構造改革、経費構造改革を通じ、2019年度比で
固定費を100億円削減し、損益分岐点を引き下げます。

<経営効率、資産効率の向上>

●各事業の将来性や成長性に基づくグループ事業の絞込みや、
遊休資産、低利回り資産の見極めによる効率向上をはかります。

アライアンス、M&A、ウイング拡大の方針

●3つの重点戦略の規模拡大やスピード加速に資する、新規事
業の創出やケイパビリティの拡充につながる他社との提携な
らびに事業買収を積極的に進めていきます。

経営数値目標

設備投資計画

セグメント別「営業利益」シェアとROE
資本収益性

事業成長性

財務健全性

サステナビリティ

2023年度

7%ROE 5%ROIC

403億円営業利益 440億円事業利益

2,600億円有利子負債※1

△40%
温室効果ガス
排出量※2

0.6倍Net D/E

26%女性管理職比率

2019年度 2023年度予想 2030年度イメージ

百貨店事業
SC事業
デベロッパー事業
決済・金融事業
その他※

402億円

ROE
5.4%

7.0%

10.0%

403億円

800億円

54.9%

23.6%

9.8%

4.7%
7.0%

40%

60%

57%

25%

11%

6%
1%

デベロッパー事業
決済・金融事業
その他

百貨店事業
SC事業

※1 リース負債を除く　※2 2017年度比、Scope1・2

※「その他」には連結調整を含む

中期経営計画の全体像

重要な
外部環境変化

当社グループの
強み

３つの戦略

経営基盤
機能戦略

 財務戦略 ●資本戦略 ●税務政策

完全復活への
重要施策  経営構造改革 ●ビジネスモデル改革によるコスト削減　　 ●事業基盤の絞込み

●経営管理の刷新

 人財戦略 ●グループ要員構造改革の完遂 ●再成長に向けた人財マネジメント ●ダイバーシティとワークライフバランスの実現

 IT戦略（守りのIT） ●基幹システムの再構築 ●グループIT人財体制強化

リアル×デジタル戦略 プライムライフ戦略 デベロッパー戦略

デジタルとリアルの融合（OMO）

商業プロデュース能力 取引先、クリエイターなどのパートナー 百貨店外商を含む顧客基盤 国内主要都市部の不動産資産

所得・消費の二極化 底堅い都市部商圏

4つの強みを再構成、グループ横断で最大限活用

（単位：億円）

2021～23年度
3ヵ年累計投資額

百貨店事業

900億円
300

SC事業
140

デベロッパー事業
300

決済・
金融事業

15

その他
45

成長投資枠
100
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「戻らないもの」と「戻るもの」

前回の中期経営計画期間において
は、インバウンドの拡大に加えて、上野
フロンティアタワーやGINZA SIXの開業、
大丸心斎橋店本館の建て替えオープ
ンなど、元々百貨店に内在していた課
題に対する認識はあったものの、これら
を上回る成長戦略を描き、その実現に
向けて取り組みを強化してきました。
しかし、このコロナ禍において、これ
まで前提としていた事が足元から崩れ
てしまいました。特にお客様とのタッチ
ポイントを店頭に依存していたことは
大きく、店舗休業によって当面は手も
足も出ない状況を引き起こしました。
また内在していた課題としての婦
人服の不振や急速に拡大した化粧品
マーケットにおけるインバウンド構成
比の高さなどの諸課題も一気に顕在
化しました。
最も売上のマイナス影響を受けたの

は婦人服で、ほぼ半減といった状態に
なりました。では、コロナが終わったと
きにこの毀損した売上が100％戻るの
か。これは、よく「10年先の未来が来た」
と言っているように、ファッションのカ
ジュアル化に加えて、これまでの何かト
レンドを打ち出して次にフォロワーに
広がり、残った商品はバーゲンで消化
する、というようなビジネスモデルが今
のマーケットに合わなくなってきている
ということです。婦人服売場が過剰な
面積になっていることは否めず、適正
面積に戻しつつ、ブランドの絞込みや
特徴あるブランドのチョイスなど前中
期計画からの取り組みをより一層強化
することが重要だと考えています。
これまでインバウンドを牽引してき
た化粧品は、コロナが収束して外国人
観光客の動きが戻ったとしても売上は
100％戻るという想定はしていません。
一部の国産メーカーでは中国での販
売も強化され始めています。一方では、

化粧品というカテゴリーに留めおくの
ではなく、もう少し概念を広げて、ビュー
ティやウェルネスといったところまで拡
大すると、もっとマーケットは大きくな
るという見方もしています。
反対に、去年の下半期を見ると、ラ

グジュアリーにおいてはインバウンド売
上が消失しているにもかかわらず、ほ
ぼ前年並の売上を確保できています。
高級時計のマーケットは、前年を越え
ていますし、アートの世界では現代アー
トを中心に大きく伸ばしています。
そういう現実をもとに、今後のマー
ケットを見通すと、インバウンドを除い
たとしても、広義のラグジュアリーマー
ケットはまだ伸びる余地が充分にある
と見ています。ここは百貨店としては
大いに強みを発揮できる分野でもある
ので、百貨店の中でトップシェアを取
るような戦略を立てていきます。また、
食品やイエナカ消費はコロナ禍でも堅
調です。心身ともに充足感を実感して

いただけるような提案をいま以上に突
き詰めていきたいと考えています。
戻るものと戻らないもの。さらには今

後もっと成長していくもの。そういうと
ころをしっかりと見極めていくというのが、
いままさに求められていると思います。

見え始めた「進化」の兆し

最近、現代アートや高級時計といっ
たカテゴリーを通じ、特に30代から50

代といった新世代の富裕層にアクセス
していただける機会が増えています。
このような新しい顧客層に対しては、
サービスするタッチポイントが、既存の
富裕層にアプローチするような仕方で
はなく、やはりオンライン、デジタルの
世界になってくると思っています。そう
した中で申し上げると、当社はアプリと
連動した「コネスリーニュ」という外商
顧客専用のサイトを持っており、外商
のお客様にアプリを登録していただく
と、コネスリーニュに接続できるという
仕組みになっています。コネスリーニュ
は、元々はお客様とのコミュニケーショ
ンツールという位置づけでしたが、いま
はコマースとしても使っています。この
コマースがいまものすごく威力を発揮
していると感じています。最近の事例
ですが、プレミアになっているお酒をま
とまって仕入れられた時に、今までで
あれば各お店で何本ずつ売りましょう
かという話をしていた訳ですが、これを
コネスリーニュへ一括で掲載すると、
一晩でお客様の手が挙がり、抽選販売
にするというやり方もできています。また、
現代アートの分野では、渋谷PARCO

で展覧会をした後、その20作品くらい
を同サイトに掲載すると、即完売したと
いう話もありました。このようなパルコ
との協業は今後より強化していきます。
これまではお買上実績のあるお客様
にアプローチすることを主体としていま
したが、これをコネスリーニュに掲載す
ることによって、いままでアプローチし
ていなかったような潜在的なお客様に
もオープンになります。お客様との接点
を広げ、我々の「勝ち筋」につながるメ

ディアとして急速に成長しつつあります。
2020年の1年間で色々なライブ配

信やZoomを使ったオンライン接客と
いうことにも取り組み、実証実験を重
ねてきましたが、コネスリーニュにはお
客様と店頭のショップを直接つなぐ予
約システムをこの秋から実装する予定
です。単なるEコマースではなく、店頭
とお客様のご自宅をつないで、そこで
接客、という世界が、デジタルによって
もうすぐ実現することになります。また、
コネスリーニュで紹介した作品・商品
の作家や生産者によるトークイベント
や試飲会・試食会を外商サロンで開催
し、オンラインの世界とリアルの場をつ
ないでいきます。我々の強みを活かし
たオンラインとオフラインの融合－そう
した世界を新たなビジネスモデルとし
て構築していきたいと考えています。

「人」の持つ力を拡張すること

デジタルを活用すれば、「人」の持
つ力はもっと拡張することが可能にな
ります。当社は、化粧品のOMOサイ
ト「DEPACO（デパコ）」を今年度中に
ローンチさせる予定ですが、お客様の
体験というものが大きく変わってくる
ものと思います。例えば、OLの方がお
家に帰ってほっとした午後8時くらいに
「DEPACO」にアクセスしていただき、
ビューティ・アドバイザーとお客様が
多数つながっていて、事前予約で届い
ているサンプルを使って、お肌のお手
入れやメイクの仕方を勉強できる、気
に入ったら、そこからすぐにクリックし
て買えてしまう。そういう世界がもうす
ぐ実現できることになります。評判の
ビューティ・アドバイザーが神戸にい
れば、これまでは神戸に行かないと接
客してもらえなかったのが、どこからで
も接客してもらえます。また、化粧品に
はブランド横断型でコンサルティング
できる当社社員のビューティ・アドバイ
ザーもいます。店頭サービスというも
のを基点としながらも、オンライン上で
も同じサービスが受けられるということ
をやっていきたいと思っています。

専門性のある「人」の力をできるだ
けオンライン上でオープンにし、お客
様に選んでいただけるようにしながら、
この人に直接目利きしてもらいたい、
この人に相談したいということをオン
ライン接客で実現させる。そうなれば、
カタログ型のEコマースにはできない、
独自の体験価値を提供することが可
能になると考えています。
そもそも百貨店は、都心の一等地に
大きな店舗を構えてというところから
始まり、小売業を通じてお客様の生活
を豊かにするという、価値を提供して
きました。過去もいまもそうですが、そ
の全てのタッチポイントに「人」が介在
していました。「人」の力によって、お
客様からは信用や信頼というものをい
ただいていました。これらの積み重ねが、
いま当社の強みになってきていると考
えています。これはとても大事なことで
す。こうしたことを前提としながら、「今
後の百貨店をどうしますか」というと、
我々が持っているプロデュースする力
やキュレーションする力、さらにホスピ
タリティをもっと磨き上げて、より多く
のお客様にご支持をいただき、より深
い関係をリアルとオンラインの両方で
築いていくとことを目指していかなけれ
ばならないと考えています。
もう少し突っ込んで言えば、お客様
に彩り豊かな生活を提案していこうと
いう中では、もはや小売業態だけでは
十分ではなくなってきていると思います。
「仕入れて売る」というだけでは、十
分ではありません。もっと情報をお客
様に伝えていくという「メディア」として
の機能、価値の高いモノやコトを紹介
するギャラリーとしての機能、エンタテ
インメント機能、そういったものをアド
オンしていかないと、お客様の彩り豊
かな生活、その提案にはつながってい
かないのでしょう。そして、そのすべて
のタッチポイントで介在する「人」の持
つ力を、デジタル、オンラインで拡張し
ていくことによって、まさしく「時間と場
所の制約」を取っ払っていきたい。こ
れが未来の百貨店の姿になっていくの
ではないかと考えています。

「人」の力を、
デジタルで拡張する。 澤田 太郎

取締役 兼 執行役専務
（株）大丸松坂屋百貨店 
代表取締役社長
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経営戦略▶【特集】インタビュー 02

デベロッパーとしての成長

当社グループの重要課題として、事
業ポートフォリオの変革があり、そのカ
ギを握るのはデベロッパー事業の発
展であると考えています。昨年9月に
大丸松坂屋百貨店から不動産事業が
パルコに移管されたことにより、当社グ
ループの中でパルコへの期待がさらに
膨らみました。
デベロッパー事業には投資も人も強
化して確実に伸ばしていく、これが大
きなポイントではないかと思います。デ
ベロッパー事業戦略においては、CRE

戦略（＝企業不動産）の活用手法も含
めて任せてもらっていますので、役割・
責任はたいへん重いけれどやりがいも
あります。デベロッパー事業戦略とい
うのは発想から具体化するまで多くの
時間を費やしますが、そのことにも理
解を得ながら自分たちが得意なところ

や、他に得意な企業とどう組むかも考
えて都市の複合開発などの大型物件
にもしっかりと取り組んでいきたいと考
えています。
大阪・心斎橋エリア開発や名古屋・

栄エリア開発などでは、百貨店から出
向してきた人たちとパルコの人たちと
が融合して進めていることで、加速度
的にプランもブラッシュアップしてきて
います。
デベロッパー事業、あるいはPARCO 

SC事業にしても、当然ながら、そこに
は魅力あるコンテンツが不可欠である
ことは言うまでもありません。パルコは
テナントさんを含めてアーティストやデ
ザイナー、クリエイターなどたくさんの
人たちとのつながりがあります。
デジタルでテナントサービスを充実

させ、テナントさんが育っていくためにも、
これから必要なコンテンツ事業にそう
いう人たちも巻き込んで、共創して発

展していく形が望ましいと考えています。
既に、ワーキングスペース事業やウェ

ルネス事業では、パルコがやっている
ことに共感し、いろいろな才能のある
人たちが集まってきてくれていることに
より、事業の成功がみえてきています。
コンテンツ事業をPARCO SC事業の中
で育て、さらに枠を超えてコンテンツ
を配給していくことでデベロッパー事
業の大きな魅力付けにもしながら、グ
ループに貢献していきたいと考えてい
ます。
ある調査では、海外の方々に「コロ

ナが収まったらどこへ行きたいか」と尋
ねると、日本で言えば東京、世界では
ニューヨークという人が一番多いとい
うことです。パルコは都心でグローバル、
先を行く人たちが一番楽しめる、そん
な状況を日々表情を変えながら、いろ
んなことをそれぞれリアルでもデジタル
でもクリエイトしていますので、そうし

たコンテンツの魅力があるからこそパ
ルコへの期待が高まり、これがPARCO 

SC事業・デベロッパー事業の大きな柱
にもつながっていくと思っています。

深化する百貨店とのシナジー

昨年11月20日、コロナ感染拡大第
3波の最中に心斎橋PARCOが新たに
開業しましたが、隣接する大丸心斎橋
店とのシナジーは想像以上に生まれて
います。
特に注目すべきは、心斎橋PARCO

の出店により、百貨店のお客様にとっ
てショッピングの品揃えが広がったと
いうことです。心斎橋PARCOの場所
に百貨店を広げて作っていたら発想
できなかったところもありますし、百貨
店では扱えなかったものを導入したと
いうところもあります。パルコにとって
は、J.フロント リテイリング グループに
おいて活躍の場がさらに増えたという
ことになります。
一例としては、心斎橋PARCO開業

時に、ある著名なアーティストの展覧
会を開催しましたが、その作品の一部
を百貨店の外商のお客様向けに先行
販売すると、瞬く間に売れてしまったと
いうことがありました。百貨店は、外商
のお客様に代表されるように、豊かな
お客様たちへの提案というのは非常に
得意であるし、外商というスペシャリス
トが間に入って、ある意味リアルの制
限を受けない仕組みの中でビジネスを
行うことができています。
心斎橋PARCOが開業した時も、外

商の担当の方たちから「紹介できる商
材が増えた」と喜んでもらえたのがす
ごく印象的でした。お客様一人ひとり
の嗜好や次に何を提案したら喜んでも
らえるかが分かっている。その「人を介
して」ということが一番重要になってい
ると感じています。
その点で言えば、次のパルコの役割
は、ニューリッチ、MZ世代の人たちに
「こころ豊かに世の中を謳歌するため
にこういうものが必要で、パルコグルー
プにはその商材が多いし、体験も多い

し、様 な々プロデュースもしているので、
ぜひ付き合ってください」と言うことだ
と考えています。
百貨店では出来上がっているとも言

える顧客戦略については、グループと
してもっと深化させて、その幅を拡げ
ていくことは十分可能なはずです。パ
ルコと接点のある心豊かなMZ世代が、
次には「百貨店で消費するのは素晴ら
しいことなのだ」となるように、戦略と
して展開できるのではと考えています。
問題は、MZ世代の人たちというの

は、新聞を読まない、テレビを観ない
のと同様に、百貨店でのお買物体験が
ないので、脳裏に「百貨店に行こう」が
ないということ。それを、パルコの役割
としては “エントリー機能”を果たすこ
と、すなわち、自分たちがオルグしてい
る、世の中を闊歩し一番素敵なカップ
ル消費ができている人たちの生活が本
当の意味で豊かになったとき、その向
こうに百貨店がある、といった世界を
描いてくことだと思っています。

“ルネサンス”に向けて

今回の中期経営計画は、2030年か
らバックキャストして策定されています。
2030年なんて想像しようがないとも
言えるかもしれませんが、コロナ禍の
状況はワクチン接種が進めば大きく変
わってくるでしょう。コロナが収まって
自由に移動ができるようになったら「や
はりリアルのパルコに行きたい」という
気持ちの醸成もできていると思います。
パルコのエンタテインメントで好評

だった「ピサロ」（PARCO劇場）は、人
間は誰が敵かということを題材とした
ものですが、ユートピアにいる人たち
が必ずしも幸せではないという話でも
あります。誰かのために戦うのだけれ
ど、究極はどう生きるかという話に近い。
私たちはいま、ある意味貴重な時代を
生きていて、コロナの影響によって自
由に動くことを制限されているからこそ、
もっと一生を充実させたいという想い
も芽生えてくるのではないかと思って
います。

そうすると、この先、パルコのエンタ
テインメントを通じて「貴重な時間をど
う体験するか」を提供することに、もっ
と価値が出てくるのだろうと思います。
パルコはそうしたところを得意としてい
ますので、これからの世の中において、
パルコの変わらない提供価値がもっと
重要になってくるものと確信しています。
これからはサステナビリティの意識
がより重要な時代になってきます。パ
ルコの人には知らないうちにサステナ
ビリティ方針が刻まれていると確信し
ていますので、次の時代にはこういう
ものが大切になってくるだろうという想
いを表現し、次世代とともに心躍るサ
ステナブルなライフスタイルを共創し
ていきたいと考えています。そして、「都
会のカッコよさや魅力をインキュベート
したのはパルコだよね」と言われる存
在になっていきたいと思っています。
私はコロナ禍がもう少し収まったら、

コロナの後にあるのは“ルネサンス”だ
と思っています。世の中が復興・再生
を果たしていくプロセスで、これまでの
常識を打ち破る新しいモノやコト、見
たこともないアートやカルチャー、さら
にはお客様の生活や価値観を大きく
変えるような業態やビジネスモデル（そ
れこそがデジタルトランスフォーメーショ
ン）も生まれているのではないでしょうか。
そうした時代をパルコは、新しい芽を
見つけて挑戦していく〝冒険性〟で切
り開く。パルコグループが果たす役割
は、これから益々大きくなっていくもの
と信じています。
この未曾有の危機を乗り越え、復
活を果たす原動力になるのは創造性
に他なりません。J.フロント リテイリン
グ グループの中で、そして今という変
化の激しい社会の中で、新たなチャレ
ンジを続け、パルコのビジョン「刺激　
デザイン クリエイト」を実現することで
圧倒的な存在感を放っていきたいと考
えています。

コロナ後の“ルネサンス”へ。
牧山 浩三

取締役 兼 執行役専務
株式会社パルコ 
代表取締役 兼 
社長執行役員
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ジャーニーは顧客接点の多様化により複雑化しています。購買
プロセスの中でデジタルとリアルを行ったり来たりするのはごく
普通の行動となっています。そうした中にあって、「人」を介して
提供する顧客体験は当社グループが生み出すエクスクルーシブ
な付加価値であると言えます。一般的なEコマースとの決定的
な違いは、人と人との双方向コミュニケーションを通じて顧客満
足を増幅することにあります。リアルで磨き上げた強みをデジタ
ルでも再現し、人の魅力を活かしたOMOを実現します。
さらに、アートの世界においても独自のOMOショッピングサイト
を2022年度に構築する予定ですが、β版は早ければ今年度中にリ
リースします。これらは一例ですが、今後も当社グループならではの
「人」を起点とした特徴あるOMOを順次開発し、拡張していきます。

リアルの強みを軸としたデジタル

今般のコロナ禍を通じて一層明らかになったのは、中核事業
である百貨店、パルコのビジネスモデルの脆弱性です。ご承知
のとおり、百貨店、パルコのビジネスモデルは人の移動が制限さ
れると殆ど営業活動ができない状況となりました。これはリアル
店舗に過度に依存した現状の当社リテール・モデルの限界と言
わざるを得ません。そのため、今日のような急激な変化への対応
には、リアルのみに依存しない、既存の枠組みを超えた、抜本的
な商業モデルの再定義が不可避であると考えています。一方で、
リアルは「人」を通じて価値を増幅する、大切な「場」であること
に揺るぎはありません。すなわち、リアルを基軸としながらそこに
デジタルを融合させたOMOにより、新たな体験価値を創造する
ことが重要になると考えています。
コロナ禍において、百貨店はいかに「時間と場所の制約」の中で

ビジネスを行っているかを再認識する契機となりました。この制約
を克服するところにビジネスチャンスがあることは間違いありません。
百貨店のOMOをカスタマージャーニーのなかで設計することがポ
イントとなります。つまり、いわゆるEコマースを拡大するのではなく、
あくまでも店頭を軸にオンラインでもオフラインでも、言わば人の「体
温」を感じさせるようなユニークなショッピングサイトを構築します。

OMOショッピングサイトはまず化粧品から

具体的には、まずコスメのOMOショッピングサイトを2021年
度中にローンチできるよう準備を進めています。リアルとEコマー
ス、そしてオウンドメディアの「DEPACO（デパコ）」を組み合わせ
た特徴的なサイトを構築します。つまり、Eコマースであってもリ
アルと同じようにコンサルティングや接客をしっかり受けることが
でき、特別な情報も得られる購買体験を創造します。カスタマー

デジタルSCプラットフォームを構築

パルコではオンラインチャネルとしてPOCKET PARCOをはじめ、
各店舗のWEBサイトやPARCOニュースなどがあり、一方、オフライ
ンチャネルとしては店頭のほか、劇場、動画配信やミュージアム、
PARCO CUBEなどがあります。これらそれぞれの顧客接点による集
客力を活かし、オンラインとオフラインをつなぐデジタルSCプラット
フォームを構築します。オンラインストアに出店するテナントの事
情に合わせたデジタルSCプラットフォームにより、オンラインチャネ
ル・オフラインチャネル双方の受け皿となるEコマースサービスを提
供します。デジタルSCプラットフォームを通じて購入いただいた際に
「PARCOポイント」を付与することにより、店舗での接客やWeb接
客へ再送客するOMO送客サイクルを実現したいと考えています。
またパルコの強みであるエンタテインメントについても、拠点
による集客だけに頼らない、ライブとデジタルを融合させたハイ
ブリッドエンタテインメントの強化をはかります。

“体温”でつなぐ、リアルとデジタル 

〈お客様〉 〈ブランド〉

オンラインでも店頭でも
好きな時にコスメを選ぶ
ワクワク感を味わえる！

コミュニケーション
形成

オンラインでも
店頭でも同じように
販売ができる！

EC売上への貢献が
可視化される！

様 な々データが連携（22年度以降）

店頭接客 記事投稿

ウェビナー オンライン
接客

記事配信

大丸・松坂屋各店舗

集客

PARCOポイント

PARCOの
オフラインチャネル
●劇場、動画配信
●ミュージアムVR体験
●PARCO CUBE
●来店接客

集客

PARCOの
オンラインチャネル
●POCKET PARCO
●店舗WEBサイト
●PARCO ニュース

デジタルSC
プラットフォーム

●PARCOオンラインストア
●テナント自社ECサイト

EC送客 EC送客

リアル送客 Web送客

オ
ン
ラ
イ
ン

オ
フ
ラ
イ
ン

興味を持つ

DB

メディア発信
外部SNS

アプリ／メール

ショップブログ

コネスリ－ニュ

VR店舗

店頭サイネージ

選ぶ・検討する
相談する

DB

接客

リモート接客

ライブ配信

パーソナルスタイリスト

店頭接客

購入する

DB

決済

EC決済

OMO-EC決済
(ブログ・コネスリーニュ)

店頭決済(POS)

受け取る

DB

配送

自宅受取

スマートロッカーなど

店頭引渡し

共有する

DB

共有してもらう

外部SNS

自社コミュニティ

お客様の声

経営戦略▶リアル×デジタル戦略

Interview ▶ 株式会社大丸松坂屋百貨店 DX推進部長 岡㟢 路易

強みをベースに、リアルとデジタルを融合

我々が考えるDXとは、強みとするカテゴリー、領域を主戦場とするビジネスモデル変革です。第
一弾として準備を進めるコスメのOMOショッピングサイトについては、「DEPACO（デパコ）」という
WEBメディアをリニューアルし、社内に独自の編集部を設置し、オンラインで徹底した情報発信に力
を入れます。サービスレベルはオフラインで培ったものを強みとし、オンラインでも売場販売員がしっ
かり接客できるような土台づくりを行っています。そうした特徴を備えながら、欲しいと思った時にい
つでも買えるECサイトを構築します。また、アートについては日本最大級のプラットフォームを目指し
ています。PoCもいくつか行っていますが、想像以上の成果につながっています。
私はIT企業に転職した後、再度当社にDXのリーダーとして戻ってきた変り種ですが、小売以外の

ビジネスモデルを知るということは貴重な体験でした。チーム全体が、モノを売るという小売の発想
だけではなく、お客様の体験価値を考え、最も適したビジネスモデルを選択し、収益を複線化する
という発想になってきています。これまでは、プロジェクトを走らせる前段階で“石橋を叩き過ぎて割っ
てしまう”、ということになっていたところもありますが、まず走ってみようというスタイルになったのは
一番の変化ではないかと思います。

OMOの概念図

OMOショッピングサイト「DEPACO」イメージ

パルコのOMO

※DX：デジタルトランスフォーメーション　PoC：概念実証
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貨店とパルコの融合が具現化したことにより、今後、他のエリア
での可能性につなげたいと考えています。

重視した4つのテーマ

コロナ禍の時代だからこそ、自分らしさを大切にする人々へ、
こだわりや彩りのあるモノやコト、感性を刺激するアート、カル
チャーを、テクノロジー駆使により伝達・表現しています。

心斎橋ならではの象徴的なフロアは1-2階のラグジュアリー・
ゾーン。伝統的なラグジュアリーに時代感とパルコらしさを掛
け合わせた多様性にあふれるフロアです。隣接する大丸心斎橋
店のお客様にも好評を博しており、シナジー創出の原動力となっ
ています。

6階は日本から世界へ向けた体験型ジャパン・カルチャーの西
日本を代表する発信拠点として注目を集めています。インター
ナショナルに活躍するパワーコンテンツを揃え、物販だけではな
くここでしか味わえない体験価値を提供。強力な集客コンテン
ツとしてグローバルに発信しています。
ユニークなのは地下2階の「心斎橋ネオン食堂街」。大阪を代
表するネオ酒場～新進気鋭の話題店、スナック、バーに加え、エ

ンタテインメント＆カルチャー発信スペース「TANK広場」をフロ
アの中心に配するなど、パルコらしい唯一無二の感動体験型「刺
激・食空間」を提供しています。
その他、旧大丸心斎橋劇場およびイベントホールを継承した

「SPACE14」、「PARCO EVENT HALL」では、渋谷発の演劇・映

心斎橋PARCOグランドオープン

PARCOとして全国18店舗目、約9年ぶりの大阪・心斎橋への
出店となる「心斎橋PARCO」が、2020年11月に開業しました。
地下2階から地上14階に屋上階を含めた16フロア＋屋上から
なるこの店舗は、「渋谷PARCO」、「名古屋PARCO」と並ぶ東名
阪の基幹店の位置づけです。
コンセプトは「NEW COMPLEXビル」。ファッションビルと百
貨店の枠を超え、さらに大型専門店やシネマコンプレックス、多
目的ホール・イベントスペースを加え、従来の商業施設を超え
た複合ビルとして誕生しました。2019年にオープンした渋谷
PARCOのエッセンスであるモード、アニメ、NEW飲食、アートに、
「百貨店」のテーマであるラグジュアリー、高級飲食、ゴルフ＆
スポーツを加え、「モノとコト」、「日常とアート」、「リアルとテクノ
ロジー」がボーダレスに交わる、新しい都市型PARCOです。
当社グループとしては、隣接する「大丸心斎橋店本館」と一
体となり、“地域とともに成長するビジネスモデル”の具現化を推
進していくビルとなります。大丸心斎橋店本館とは、地下鉄コン
コース、大宝寺通りに加え、地上2階から10階の連絡通路でつ
ながっています。心斎橋店限定で　PARCO・大丸双方のハウス
カードを利用した相互ポイントサービス企画を実施し連動をは
かるなど、心斎橋を訪れる様々なお客様へ、それぞれの強みを
活かして新しい価値観やコト・体験を提供しています。
開業がまさに新型コロナが感染第３波の様相を呈してきたタ

イミングと重なったにもかかわらず、お客様の期待を集めて想像
以上に好調なスタートを切りました。3月にはこれまで未開業であっ
た12階のシネコンや地下2階のユニークな「心斎橋ネオン食堂街」
もオープンし、個性豊かな心斎橋PARCOが完成しました。
隣接する大丸心斎橋店と一体化したビルのなかで相乗効果

を発揮しながら、社内計画を上回る水準で推移しています。百

画・音楽・アート／カルチャーなど、パルコの文化情報発信の西
の拠点を担っています。

コンテンツ強化でリアル店舗を魅力化

今後、デジタルとリアルは融合していく方向にあるのは間違い
ありません。しかし、デジタルが活きるのは、リアル店舗の発信
力や体験価値があってのものであると考えています。デジタル化
を進めるためには、当社グループの強みであり顧客接点でもあ
るリアルを一層磨き上げていくことが不可欠です。
例えば、化粧品というカテゴリーは「ビューティ＆ウェルネス」

と捉え直すことによってフロア構成やゾーン展開のイメージが
拡張します。ビューティであれば、美容やエイジングケア、施術、
ウェルネスであれば、睡眠やバスタイムといったことも含まれて
きます。お客様の変化を的確に捉え、提供価値を再定義するこ
とが重要であると考えています。
また、「学び」「エンタテインメント」「インキュベーション」など
の切り口でも新たな顧客を引き付ける従来にない魅力を付加す
ることが可能になると考えています。これらはパルコが最も得意
とするエリアであり、シナジー発揮という点で、百貨店ビジネス
モデルを転換し、店振りを変化させるひとつの鍵になるものと位
置づけています。
しかし、大事なことは「人」が最強のコンテンツであり、最強の
メディアであるということ。店頭の販売スタッフをはじめお客様
との接点を持つ人、店舗空間を演出する人やプロモーションを
企画する人、コンテンツを開発する人、そしてそれらをサポート
していく人の力の結集こそが店舗というメディアのエクスクルー
シブな魅力化の原動力になるものと考えています。

コンテンツが顧客と共鳴する 

B2F 「心斎橋ネオン食堂街」（心斎橋PARCO）

1F 御堂筋側エントランス（心斎橋PARCO）

テクノロジー

モノ コト

アート ／カルチャー

経営戦略▶リアル×デジタル戦略

Interview ▶ 株式会社パルコ デジタル推進部 業務部長　安藤 彩子

データでお客様理解を深化させ、価値ある体験を提供

デジタル推進部ではDX推進をミッションとし、CRM実行環境構築、アプリ・オンラインストアの
開発運用、xRなどのデジタル施策を実行しています。私は、パルコのCRMのベースサービスである
「PARCOポイント」と自社アプリPOCKET PARCO内QRコード決済「ポケパル払い」の仕組みづく
り、それらのサービスや顧客タッチポイントから得られるデータの分析や活用を担当しています。私
が考えるCRMに取り組む意義は、「企業価値をお客様価値として提供しながらお客様と企業の良
質良好な双方向の関係性を構築し、長期的に安定した利益を得ること」です。ショッピングセンター
PARCOだけではなく、エンタテインメント、アート、カルチャーと、それらが融合する場やシーンの価
値と魅力を、お客様にとって価値ある魅力的なこととしてPARCOにご出店いただいている各ショップ
とともに提供し、CRMの成果を上げていきたいと考えています。異分野を融合した価値づくりや価
値提供において、デジタルとデータの活用は今や必須です。データでお客様を理解し、デジタル活
用で価値ある体験をリアルとオンラインで提供し、さらにそのデータでお客様理解を深化させ、パル
コのサービスやビジネスをお客様にとってさらに価値あるものへと変革する、そんなDXを目指します。

※DX：デジタルトランスフォーメーション　CRM：カスタマー・リレーションシップ・マネジメント（顧客管理）
　xR：エクステンディッド・リアリティ（現実世界と仮想世界を融合する技術の総称）
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バンクシーの半生を描く評伝を翻訳。緻密な取材が人物像を浮き彫りにす
る世界でも貴重なルポルタージュ。アート界をひっくり返し、地球上で最も
有名になりつつありながら、壁に隠れたままのバンクシーとはいったい何者
なのか? イギリスの新聞記者が緻密な取材で追った評伝である本書では、
彼の軌跡をたどることで、ひとりの少年がどのように匿名のまま世界的なアー
ティストになっていったのか、その実像に迫る。

THEATER

MOVIES

GALLERY

& CAFE 

PUBLISHING

MUSIC

映画、出版の切り口からプロデュースしています。また、作品の
DVD・書籍化、コラボレーション企画の実施など、分野の枠を超
えたマルチ展開も加え、感動・発見のあるエンタテインメントを
提供しています。
本事業においてもデジタル技術やSDGsの意識を取り入れ、

話題性の高い情報発信と付加価値の創造に取り組んでいくこと
で、グループシナジーの発揮および企業ブランドの向上を実現
します。

オンライン・オフライン（店舗）の垣根を越え、生活者に対し文
化的でこころ豊かなライフスタイルを提案していくにあたっては、
より魅力的で多彩なコンテンツが求められることになります。そ
して、従来のモノ軸だけではなく、コト軸の提案も充実させるこ
とが他社との差別化につながっていくものと認識しています。　
パルコが担うエンタテインメント事業は、パルコ創業当時から
演劇や音楽、アートの分野で新しいカルチャーを積極的に紹介
してきました。魅力あふれる様々なコンテンツを、演劇、音楽、

エンタテインメントの、“熱量”

PARCO劇場（渋谷PARCO 8階）を中心に、全国の劇場で演劇、
ミュージカル、ダンスなどのプロデュース公演を展開。才能あふれ
るクリエイターや魅力的な俳優陣と良質な作品を制作しています。

渋谷の街に2館のミニシアター「CINE QUINTO（シネクイ
ント）」、「WHITE CINE QUINT（ホワイトシネクイント）」を
運営。映画の配給や買い付け、出資も行い、国内外問わ
ず個性的で良質な作品をお届けしています。

ギャラリーの企画・運営、アーティストやアニメキャラクター
とのコラボレーションカフェの展開、展覧会の制作など、
エンタテインメントに関する幅広い事業を他部門と連携
して展開しています。

芸術書や実用書、文芸書など多様なジャンルの出版を手がけています。国内外で活躍する
時代を彩るアーティストやクリエイターの紹介、イベントの開催など、出版物を通して幅広く
展開しています。

渋谷、名古屋、広島、梅田の4拠点で、ライブハウス「CLUB QUATTRO
（クラブクアトロ）」を運営。国内外の新進気鋭アーティストを招聘し、
良質なライブミュージックをお届けしています。新人アーティストの
登竜門としても名高く、CLUB QUATTROがいち早く紹介し、後により
大きなステージへステップアップしていった国内外のアーティストが
数多くいます。
また渋谷では、多彩なアナログレコード・CDのコレクションに囲まれ
た空間で音楽と飲食を楽しめるミュージックカフェ＆ダイニングバー
「QUATTRO LABO（クアトロラボ）」を運営しています。

演 劇

映画

ギャラリー・カフェ

出版

音楽

https://stage.parco.jp/

https://www.club-quattro.com/

https://www.cinequinto.com/

https://publishing.parco.jp/

 PARCO劇場 

 PARCO STAGE @ ONLINE 

MR. BRAINWASH EXHIBITION 

“LIFE IS BEAUTIFUL”

2020年1月に新開場したPARCO劇場。コロナ禍を受け、中止
した公演もありましたが、オープニング・シリーズでは、豪華ク
リエイターと俳優陣によるバラエティ豊かな作品を上演。9月
公演の「ゲルニカ」が読売演劇大賞優秀作品賞を受賞するな
ど、話題となりました。以降も年間の公演を自主プロデュースし、
演劇という体験を提供していきます。

PARCO劇場がオンラインで演劇の魅力を伝えるプロジェクト。
演劇を「観たい」「参加したい」「もっと知りたい」「覗いてみたい」、
そのような観点から様 な々コンテンツを配信しています。演劇・ミュー
ジカルファンのお客様に加え、劇場に足を運んだことがない皆様に
も新しい娯楽と出会う機会をお届けしています。

心斎橋PARCOの開業イベントとして、LA在住のストリー
トアーティスト・MR. BRAINWASH（ミスターブレインウォッ
シュ）による、日本初の大型個展 “LIFE IS BEAUTIFUL”を
開催。これまでに制作した作品に加え、本展にむけて描
き下ろした作品、日本をモチーフにした限定作品など約
80点の平面・立体作品を展示しました。
あわせて、会場の様子を3Dビューで鑑賞できるオンライ
ン展示も併催し、会場内を移動、また360度見渡すなど、
ご自宅にいながらあたかも実際に展示会場にいるような
鑑賞体験をお届けしました。

PARCO劇場撮影：尾嶝 太

PARCO STAGE @ONLINE

渋谷CLUB QUATTRO

Banksy Thrower , 2019  Silkscreen and Mixed Media on Paper

著：ウィル・エルスワース=ジョーンズ　定価：本体2,000円（税別）

©2020 PM AU FILM, LLC AND RIVER 
ROAD ENTERTAINMENT, LLC ALL 
RIGHTS RESERVED

『バンクシー 壁に隠れた男の正体』

パルコ配給作品『アメリカン・ユートピア』

デイヴィッド・バーン×スパイク・リーによる、ブロードウェ
イショーを再構築した全く新しいライブ映画。シネク
イントでは満席続出の爆音上映も開催！

経営戦略▶リアル×デジタル戦略
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については月額料金の中で対応します。また、休会や退会もお
客様のお好きなタイミングでお手続きが可能です。

新たなマーケットへの挑戦

2021年3月にローンチしたファッション・サブスクリプション
事業「AnotherADdress」は、“服は使い捨てではない”という信
念のもと、ファッションの本質的な価値や、サステナブルな取り
組みを重視し、社会や環境にとって持続性の高いビジネスモデ
ルへ転換することを目指すサービスです。洗練されたブランドラ
インナップ、 お客様がいま着たいものを選択できる自由さでファッ
ションをサブスクライブする体験を創造し、既存事業にはない
新たなマーケットを構築したいと考えています。

AnotherADdress（アナザーアドレス）。「Another（別の）」+ 

「 Address（住所）」この新しい“別の場所”がお客様のファッショ
ンをもっと楽しくします。定められた住所ではなく、別の場所（ 

AnotherADdress ）をきっかけに、お客様とファッションが自由に
交流することを願い、サービス名に込めました。
ファッションの貴重な資源を受け継ぐ役割を果たしながら、“ア

ドレス”の中にある装うための“ドレス”1枚1枚に愛を込めて、こ
こから送り届ける未来に向けたサービスを目指します。

環境問題に向き合う

百貨店業、小売業は、ファッション産業を取り巻く大量生産、
大量消費といった流れと共に成長してきました。しかしながら、
その流れの裏にある大量廃棄を中心とした環境問題が社会や
地球に与える影響は非常に大きなものとなっています。その問
題に真剣に向き合い、ビジネスモデル全体をより持続可能な方
向に舵を切ることは、当社グループの大きな責務であると考えて
います。
ファッションには“人を元気に、楽しくする力”があると信じてい

ます。しかし、バブル崩壊以降の日本において、その力を感じる
機会が減ってきているのではないかと感じています。当社グルー

プは、その時代を彩るファッションをお客様に紹介することで、
ファッション産業と共に発展してきました。所有や消費の意識
が変化している時代だからこそ、クリエイティブな服が持つエン
パワーメントをより多くの人に改めて伝えることは、いま当社グルー
プが取り組むべきことだと考えています。

ターゲットはエイジレス

エイジレス（年齢を超えた訴求）を前提に、「新しくなることを
探求し、輝き続けるすべての人」と行動軸でターゲットを設定し、
いまの時代を前向きに捉えて活躍されている方に支持されるサー
ビスを目指します。具体的には、ビジネスウーマン、企業のマネ
ジメント層、次世代リーダー・起業家の方 を々イメージしながら、
4つのペルソナ像を仮定して施策を実施していきます。

また、所有に対する意欲の違いや経済合理性から、購入しな
かった、できなかった潜在層の方々にもサービスを通して、洗練
されたブランド、ファッションの持つ力を体験していただきたいと
考えています。
国内外の洗練されたブランドの中から自由に選べるサブスク

リプション型（定額制）のファッションサービス。月額11,880円（税
込み）で、お好きなアイテム3着を1ヶ月レンタルできます。月額
料金には、往復の送料やクリーニング、基本的な修繕の料金も
すべて含まれています。一般的な使用に伴う、擦れやキズ、汚れ

サステナブルなパートナーとともに

AnotherADdressでは、我々が事業主体者としてお客様から
ご注文いただき、独自のサステナブルな取り組みを推進されて
いる3PL事業者、配送事業者、クリーニング事業者、リサイクル
事業者とのパートナーシップを組んで、日々環境に優しい方法
を模索しながら洋服をお届けします。
また100%WEB注文、サブスクリプション型のストックビジネ
スとすることで、従来の百貨店ビジネスが抱えるリアル店舗依存、
フロービジネスからのビジネスモデルの分散にも挑戦します。

サブスクリプション事業に参入 

潜在層

購入層

企業のマネジメント層
ビジネスウーマン
次世代リーダー、起業家

洗練された
ブランド

交換可能

自由に選ぶ

そのまま
購入

3着 1ヶ月
11,880円
（税込）

送料無料
クリーニング
不要

100%
WEB

 ¥ SUBSCRIPTION （STOCK）

ORDER

BUY

RENT

リサイクル
事業者

アパレル
事業者

お客様

配送
事業者

3PL事業者

クリーニング
事業者

Interview ▶ AnotherADdress 事業責任者　田端 竜也

新しい消費スタイルをつくる

今年3月にスタートしたAnotherADdressは想定をはるかに超えるお申し込みをいただき、多くの
お客様にお待ちいただいている状態です。とにかく、お客様の熱量が高いことに驚いています。このサー
ビスは、ややもすると「老舗百貨店がドレスレンタルをWEBでやるらしいね」みたいな伝わり方をする
ことがありますが、それは違います。“Fashion New Life”という事業コンセプトはファッションの本質
的な価値とシンプルに生活することの融合、つまりファッションの新しい消費スタイルを作っていくこ
とです。それを実現するためのスキームのひとつがレンタルであるということに過ぎません。レンタル
した結果、気に入った服を見つけて買物につなげたり、お客様の家に1回、2回しか着ないような服
が眠っているとすればもっと活躍するようお手伝いをしたり、さらには月に1回往復するダンボールの
中でクリーニングや修繕したい服を預かり、そのお洋服を適切にケアして寿命を伸ばしたり、といっ
たことにも取り組みます。サービスに関わるお客様が“Fashion New Life”を通じてサステナブルになっ
ていく。AnotherADdressはそうした世界観を持ちながら、拡張性あるプラットフォームとしての発展
を目指していきます。

経営戦略▶リアル×デジタル戦略
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が抱える「時間」と「場所」の制約を越え、外商ビジネスの革新
につなげていきたいと考えています。

ラグジュアリー・コンテンツを強化

百貨店がコンテンツとして特に強みを発揮するのは、特選ブ
ランドや高級時計、アートなど揺るぎない付加価値の背景を有
するカテゴリーです。この3ヵ年では、ラグジュアリー強化に向け、
リアル店舗として松坂屋名古屋店、大丸札幌店、神戸店を重点
強化店舗に位置づけ、投資の傾斜配分を行っていきます。
一例ですが、名古屋店では“日本一”の時計売場を目指した圧

倒的なラグジュアリーゾーンを構築します。名古屋店は外商顧
客の売上比率が約4割と他の店舗と比べても富裕層顧客からの
支持が高い店舗として知られています。デジタルを活用すれば、
この“日本一”の時計売場でのお買物を名古屋にとどまらず全国
どこでも体験いただくことも可能になるかもしれません。

アートについては、現代アートがトレンドとなっていることから、
顧客層という観点からもデジタル・メディアによるコンテンツ充実
が鍵になると考えています。パルコが発掘した現代アート作品が
コネスリーニュのサイトを経由して百貨店外商顧客の購買につ

外商顧客戦略の深化

コロナ禍にあっても、富裕層消費は堅調に推移しています。
大丸松坂屋百貨店の外商顧客はカード発行枚数ベースでは
2021年2月末現在で約33万件、売上高は百貨店全体のおよそ
4分の1を占めています。百貨店特有とも言えるこの外商という
仕組みは、リアル店舗のブランドへの信頼と選び抜いたコンテン
ツ、そして「人」を介したコミュニケーションによる提案力で成り
立っているところが大きいのは間違いありません。なかでも、コミュ
ニケーションプロセスにおいてはデジタルを活用した取り組みが

格段に進みつつあります。
コロナ禍を通じて認識を新たにしたことのひとつは、外商ビジ
ネスとデジタルの親和性が意外にも高いということです。特に成
果が現れているのは、外商顧客向けクローズドサイト「コネスリー
ニュ」です。コネスリーニュでは外商顧客に相応しいラグジュア
リーやアートのほか希少性の高い商品・サービスを展開し、外
商スタッフとのコンタクト機能も有しています。最近では、外商
顧客の中でも比較的年齢の若い30代、40代のご利用が急速に
高まっています。現代アートの超高額品やめったに手に入らな
い200万円を超えるウイスキーなどの抽選販売にもコネスリー
ニュを介して多数の応募をいただきました。お客様とのタッチポ
イントを拡張し、魅力あるコンテンツを展開できれば、ニューリッ
チ層の新たなマーケットも拡大していけると確信を持っています。
また、店外催事などにおいても、リモート会議システムを活用し
たライブショッピングにより、遠方のお客様にもリアルと同様に
満足度の高い顧客体験を提供できるよう取り組み強化をはかっ
ています。
デジタルを活用することにより、現状の百貨店ビジネスモデル

ながるといった数々の事例も実際に出てきており、当社グループ
ならではのシナジーがこうした場面でも見られるようになっています。

顧客基盤のさらなる拡充

大丸松坂屋カードは2021年1月に新たなポイントプログラム
を備えたカードとして大幅リニューアルを行いました。これを契
機にカード顧客開拓を百貨店とJFRカードが連携して顧客基盤
の拡大に取り組みます。百貨店ではこれまでアプリ会員の獲得
に積極的に取り組んでおり、累計ダウンロード数は140万を超
えるに至っています。今後はこうしたお客様で自社クレジットカー
ドを保有していただけていないお客様へのアプローチを強化し、
顧客開拓を促進していきます。
同時に、アプリ会員の獲得についてもユーザー・エクスペリエ

ンスの向上をはかるなど登録促進に取り組んでいきます。
外商顧客の獲得に向けては、「外商お得意様ゴールドカード」

開拓専門部隊が毎年10,000件以上の開拓を継続していますが、
さらなる富裕層顧客基盤の拡充に向け、取り組みを強化してい
きます。具体的には、決済手段にかかわらずお買上額が一定基
準以上のお客様の外商顧客化を推進するとともに、他社とのア
ライアンスも含めて新たな富裕層顧客へのアプローチを強化し
ていきます。入会手続きについてもオンラインシステムを新たに
構築するなど時代に合ったオペレーション改革を進めていきます。
併せて、インバウンドでお買上の多い海外富裕層についても固
定客化に向けたスキームを構築していきます。
こうした顧客基盤の拡充を通じて、データの収集・蓄積をはか

り、多面的な潜在顧客の探索や、分析ツール活用による顧客イ
ンサイトの可視化、レコメンド機能の強化などCRMの高度化に
取り組んでいきます。

経営戦略▶プライムライフ戦略

上質なエクスペリエンスを 

コネスリーニュ トップページ

松坂屋名古屋店　
時計売場改装イメージ

提供するコンテンツの拡大 顧客層・顧客数の拡大コミュニケーションの仕組みの構築（興味～接客～購入～受取）

外商顧客向け
従来型商材

コネスリーニュ
＆

オンライン決済の仕組み
（連携基盤）

データ分析・活用による
外商顧客CRMの
高度化

配送
係員経由
サロン経由

特選商品の
オンライン化

新たなカテゴリー

購入 受取 外商顧客

有望顧客（アライアンスなども含む）

他社カード
現金

自社カード

アプリ

認知～興味関心～接客

●記事の閲覧
●ライブショッピング
●チャット
●バーチャルイベント

Interview ▶ 株式会社大丸松坂屋百貨店 首都圏お得意様営業部長　上西 典子

“人間力”とデジタルを掛け合わせる

都内に限らず神奈川、埼玉、千葉、群馬、栃木まで含めた首都圏ほぼ全域をカバーしています。最近で
は大丸東京店にもご来店いただきやすい東北や北陸のお客様も増えています。「時間と場所の制約の克服」
として、遠方のお客様にはタブレットをお送りし、ビデオ通話でご挨拶や商品紹介を行い、日中お忙しいお
客様にはショップメンバーと個別の動画作成をし、お好きなタイミングでご覧いただけるよう工夫しています。

30～40代のお客様の開拓は順調です。生活を豊かにするアート作品や時計への関心が高く、お応
えできるよう「コネスリーニュ」のコンテンツを拡充しています。希少商品をウェビナーや抽選販売で広
く紹介することにより、商品カテゴリーごとに関心をお持ちのお客様を把握し、その後のアプローチに
活かしています。担当員のひらめきとフットワークで、念願とされていた希少商品をご入手いただくお手
伝いをスムーズにでき、心揺さぶる体験に感動いただけたときに、お客様との絆はますます深まります。
デジタルで支える仕組みとして、お客様の購買履歴だけでなく、行動履歴や会話の内容も積み上

げてデジタル分析をし、商品ご提案が有効なお客様を探っています。強みである人間力とデジタル
を掛け合わせ、生涯お付き合いできるお客様を増やしていくことが私の使命です。

外商顧客戦略の俯瞰イメージ
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不動産ビジネスをパルコに一元化

当社グループの不動産ビジネスは百貨店、パルコそれぞれに存
在し、グループ内で分散した状態にありましたが、パルコの完全子
会社化を契機にグループとしての不動産事業をパルコに集約化
することとしました。その一環として、大丸松坂屋百貨店が保有す
る47の不動産物件をパルコに移管し、グループ資源の集約化と
管理・開発機能の一元化をはかりました。これにより、百貨店ある
いはパルコ単独では取り組みの難しかった大規模複合施設を含
む店舗の共同開発をより一層推進していく体制が整いました。
今般のコロナ禍により、百貨店とPARCO SCに過度に依存した

当社グループの事業ポートフォリオがいかに脆弱であるかが明らか
になりました。つまり、グループ事業構造のレジリエンス向上に向
けた、百貨店、PARCO SCに次ぐ第3の柱を構築することが急務となっ
ています。当社グループの強みのひとつは主要都市部に店舗を有
し、その周辺にも収益創出という面で活用ができていない不動産を
相応に有しているということです。これらの開発を進めることにより、
第3の柱として成長するポテンシャルは充分にあると考えています。

不動産事業から「デベロッパー事業」へ

これまでの当社グループで営んできた不動産事業は基本的に
は商業開発が中心でした。しかし、街に求められる機能は当然な
がら商業だけではありません。当社グループの大きな社会的役割は、
街と共生し、共に成長していくことです。地域に寄り添い、対話す
ることにより、最適な解を探し続けなければならないと考えています。
そのため、当社グループは商業に限定することなく、オフィスや

レジデンス、ホテルなど多様な用途による不動産開発、複合開発
を進めるとともに、資産の売却や入れ替えなどによるCRE※戦略の
実行にも取り組み、不動産価値の最大化をはかっていきます。つ
まり、従来の不動産事業の枠組みを超え、収益多元化に向けた

ポートフォリオ変革によるデベロッパー事業へと進化をはかること
により、飛躍的な成長への道筋をつけていきたいと考えています。

特に、現時点で当社グループとして大きな成長余地を秘めて
いるのは、名古屋・栄エリアと大阪・心斎橋エリアです。当社グ
ループの経営資源をフルに活用したエクスクルーシブなゾーン
が構築できるものと考えています。
一例ですが、栄エリアで2026年に竣工予定の「錦三丁目２５

番街区」再開発は、当社グループの(株)パルコと名古屋市、三
菱地所(株)の3者が協調して進める大型複合開発プロジェクト
です。当事業は、地上36階、地下4階、高さ約200メートルのシ
ンボリックな建物に、上質で洗練された文化・交流を創出する
導入機能（ホテル、イノベーション拠点、オフィス、シアター）と
高質な商業を有機的に複合することにより、施設全体で平日休
日を問わず年間を通じて安定した賑わいを形成し、栄のブラン
ド力向上に貢献するものです。その中で当社グループは、地上
４階から地下２階のフロアに、高級感のある商業専門店事業を
展開するよう計画されています。
その他、百貨店とパルコの適正規模化や容積率緩和も活用し、
複合開発などについても検討していきます。その過程において
は非商業用途のシェアを高めていくことにより、収益性の改善に

も取り組んでいきます。
デベロッパー事業が本格的に収益として貢献してくるのは、

グループとして「完全復活」した後に「再成長」へと舵を切る
2024年以降、つまり次期中期経営計画以降となりますが、今中
期計画期間ではその成果を確実にするための準備と先行投資
を着実に進めていきます。

経営戦略▶デベロッパー戦略

 “デベロッパー事業”としての進化へ 

収益多元化に向けたポートフォリオ変革

都心重点
エリア開発

CRE戦略 準都心
立地開発

移管物件
多用途活用

循環型
投資スキーム

中期的なパイプライン

2020 2020～2023 2024～2030
コミッティ主導で
重点エリアの
長期構想立案

大
型
複
合
開
発

中
小
型
開
発

商業、レジデンス、オフィスなど
中小型8物件開業、
25,000㎡以上開発

延床45,000㎡以上の
大型複合開発案件が

複数開業

大阪・心斎橋エリア開発心斎橋PARCO 名古屋・栄エリア開発

準都心エリア開発熊本PARCO跡再出店案件ライフ東日暮里店（開業済）

名古屋・栄地区マップ

大阪・心斎橋地区マップ

（北館）（北館）

松坂屋名古屋店
（本館）

松坂屋名古屋店
（本館）

（南館）（南館）

（東館）（東館）
名古屋
PARCO
（西館）

名古屋
PARCO
（西館）

名古屋
ZERO GATE
名古屋

ZERO GATE

（南館）（南館）

伊
勢
町
通
り

大
津
通

久
屋
大
通

矢場町通り

若宮大通り

「名古屋・錦三丁目25番街区」再開発
（2026年開業予定）

「BINO 栄」
（2020年11月開業）

midimidi

長堀通

御
堂
筋

心
斎
橋
筋

パーキング

パーキング

ホワイト
アベニュー

大丸インテリア館
ミュゼ エール心斎橋

心斎橋
PARCO
心斎橋
PARCO

大丸心斎橋店
（本館）

大丸心斎橋店
（本館）

心斎橋ZERO GATE

（南館）

Interview ▶ 株式会社パルコ 都市開発部 業務部長　野平 勉

オリジナリティのある不動産ポートフォリオを構築

「従来の価値観が急激に変化する社会的状況に先んじて、J.フロント リテイリングが展開する不
動産ビジネスのパルコへの一元化が行われた」。このことを最大のチャンスとして捉え、ウィズコロナ
における新しい市場で、パルコにしかできない不動産ポートフォリオを完成させたいと思っています。
そのためにはスタートダッシュが重要だと考えます。デベロッパー事業戦略グループは、不動産の入
口/開発から建築、デザイン、リーシング、運営、出口戦略までを俯瞰しつつ、連携して業務を進めら
れる機動的な組織です。今回の人財の集約化によるパワーアップにより、ユニークなブランディング
を早期に確立していきます。一元化後、最初の大型複合開発である「錦三丁目25番街区開発」でも、
キャリアや部門の違う同士で活発に議論を行ってプロジェクトを進めていますが、早速、一元化され
たメリットが具体的なかたちとして反映されていると感じています。今後も、より多く、深く議論して、
様 な々アイデアを早期に具現化し、オリジナリティのある不動産ポートフォリオを完成させることにより、
事業構造のレジリエンス向上に貢献したいと思います。

※CRE：コーポレート・リアル・エステート（企業不動産）

「名古屋・錦三丁目25番街区」再開発イメージ（提供：三菱地所（株））　
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③DX推進のための組織機能強化
百貨店等のDX推進部門ではDXの企画構想、実行、運用等

人財が不足し、体制強化が喫緊の課題となっています。そのた
め、社外パートナーとアライアンスを組むなど、外部人財の積極
活用による体制強化により、個別のDXテーマをより強固に進め
て行きます。
また、将来に渡りグループ一丸となってDXを推進していくた
めには、社員一人一人の能力開発が不可欠です。そのため、グ
ループ全社員のDXのスキル・知識の向上のため育成プログラム
を導入し全社に展開していきます。当社グループに求められる
DX人財のタイプを定義し、全社員また、DX専門人財が持つべ
きスキルの習得に向けた取り組みを順次開始します。

デジタル戦略コミッティの設立

当社グループの現中期経営計画期間である2023年度までに
「早期の収益回復による完全復活」を進めるとともに、2024年
度以降の「再成長」を見据えて「攻めのデジタル」の領域におけ
る土壌作り・推進を行うグループ横断活動「デジタル戦略コミッ
ティ」を設立し、「攻めのDX」を加速します。
この活動の中で、当社グループの百貨店やパルコのDX戦略
のさらなる推進に向け、商業モデルにおける提供価値の再定義
やコンテンツの発掘・開発、お客様データの高度利用の推進な
ど下記3つの施策を実施します。
　

①「次世代DXビジネスモデル」の開発
従来の百貨店やパルコの商業モデルとは一線を画すような、
最新のデジタル技術を活用した次世代ビジネスモデルの開発に

取り組みます。これまでの百貨店にない新たなコンテンツの発掘
や開発を進めていきます。これにより当社グループとして新たな
お客様への価値（顧客体験）を提供するとともに、収益源の複線
化を進め、2024年度以降における「再成長」の基礎を作ります。

②“ライフタイム・サービスHUB”を利用したグループ横断の
　顧客体験提供
グループ各社のあらゆる顧客データを共通資産として管理･
活用していくためのグループ統合顧客データベース“ライフタイム・
サービスHUB”は、百貨店に続き、パルコが保有するデータにつ
いても取り込みが完了しました。今後は、心斎橋や名古屋など
百貨店とパルコが隣接するエリアにおいて、グループで一体となっ
たお客様への購買体験・サービスの提供を進めていきます。お
客様一人ひとりにフィットした質の高い顧客体験を提供すること
で、早期の収益回復による完全復活を進めていきます。

事業会社の「攻め」のDX

大丸松坂屋百貨店は、中期経営計画において目指す姿を“サ
ステナビリティを推進し、オンライン・オフライン両面のコンテンツ
を伝達する「メディアコマース」企業へ”と再定義しました。この
方針に基づきDX推進においては、 時間と場所の制約を克服する
ためにオンライン活用ビジネスの拡大を開始します。具体的には、
ビューティ（コスメ）のOMOショッピング化やアート特化集客サイ
ト (デジタル画廊)の新規構築、フーズのEC再構築などを順次実
施します。さらにD2Cモールを順次出店、展開していきます。
パルコにおいては、“SC事業・デベロッパー事業の2軸+コンテ

ンツ事業を中心とした再成長に向けた基盤づくり”を中期経営

経営戦略▶IT戦略

 「攻め」と「守り」のDX 
計画の基本方針として、DX戦略の４つの柱を推進していきます。
具体的には、自社ID顧客の規模拡大、顧客ID一元化(パルコオ
ンラインストア会員のID統合)をはじめ、オールパルコ・ＪＦＲのグ
ループ顧客交流を積極的に推進し、シナジー発揮を進めます。
今後、マルチEC（パルコオンラインストアとテナント自社ECサイト）
プラットフォームの構築やxＲ技術によるリアル × デジタルパル
コの魅力創出にも取り組み、さらなるデジタルシフトをはかります。

「守り」のDX

サイバー攻撃の複雑化や巧妙化に伴う情報セキュリティリス
クの高まりは企業活動を行う上での重大な脅威となっています。
そのため、当社はそうしたリスクの最小化に向け、グループ共通
のセキュリティポリシーを2018年7月に制定し、これを指針とし
てグループ各社のセキュリティ対策を継続的に実施しています。
さらに、2020年4月にはIT戦略の策定から実行までの一連の活
動を統制するための指針として「ITガバナンス方針・規程」を制定
しました。
セキュリティ対策状況の可視化と改善については、各社が保
持する情報漏洩リスクが高いWEBサイトや個人情報を保持する
システムの安全性を確認するために、チェックリストによるヒアリ
ングや脆弱性診断を行い、問題が見られたWEBサイトやシステ
ムについては迅速に安全性を確保するための改修を実施しました。
これらの取り組みを継続的に実施するとともに、サーバーの堅牢
性調査、モニタリングの強化、より適切な情報管理に向けた社内
ルールの見直し等のセキュリティ強化も併せて行っていきます。

セキュリティ管理体制の強化に向けては、当社内にCSIRT※（シー
サート）を設置し、2019年7月に日本シーサート協議会に加盟し
ました。当社とグループ各社の情報セキュリティ管理責任者が
連携し、インシデント発生時に備えたマニュアルの整備をはかる
とともにインシデント対応訓練を継続的に実施することで、グルー
プ全体のセキュリティ管理体制の強化を進めています。
また、情報セキュリティを遵守するために重要となる要素は従
業員教育です。2018年度から全従業員に向けたeラーニングに
よる教育、標的型攻撃メール訓練を開始し、継続的に教育・訓
練による従業員の情報セキュリティレベルを向上させるための
活動を行っています。

インフラ面では、クラウド対応パソコン導入や通信環境を整

備し、速やかにバックオフィスのテレワークに対応しました。緊
急事態宣言やまん延等防止重点措置など、今後もテレワークが
継続することを想定し、より柔軟な働き方に対応できるよう、業
務システムのクラウド化推進とグループ共通統合認証基盤構築、
EDR※の導入などの施策を実施いたします。これにより、社外で
も社内と同じセキュリティレベルとなり、どこでも安心・安全に業
務ができるようになります。

業務システム面では、データ駆動型経営を目指し、基幹シス
テムの再構築を計画しています。データに基づいた経営に舵を
切り始めます。手始めにグループ共通会計システム構築（システ
ム刷新等）の取り組みを2021年3月よりスタートしました。今回
のシステム構築では、未来志向の経営・財務マネジメントにおけ
る意思決定サポートと、財務経理部門の業務改革の実現を目
指し、「財務情報の一元化」「業務標準化・効率化」「デシタル活
用による財務機能の強化」の３つを目的としています。
グループ共通会計システムは2024年度に大丸松坂屋百貨
店に導入後、グループ全社へ拡大、システム導入後には、蓄積
された各種財務データと非財務データを用いた予測・分析を行
い、高度かつ迅速な意思決定の実現を目指します。他の基幹シ
ステムも順次、再構築し、グループレベルでの業務の標準化・
効率化を実施していきます。
さらに、DX実行を支える基盤の整備として、クラウド環境の
標準化、セキュリティガイドライン導入とシステム導入前のセキュ
リティチェック（システム脆弱性診断）のルール化が完了しました。
ビジネス戦略を迅速かつ柔軟にデジタル化して実現することの
できるクラウド環境への移行は、2021年度も継続して推進します。
データ連携機能やジョブ実行・監視機能を備えたＪＦＲグルー
プのクラウド基盤は構築を完了しており、今後導入するシステム
は全てクラウドベースで企画するなど、ハード、ソフトの両面で、
クラウドへの移行を推進します。クラウドを積極的に活用するこ
とで短期間にインフラ構築し、素早いサービス開始や市場参入
に対応していきます。

※CSIRT＝Computer Security Incident Response Team（コンピューターセキュリティ
インシデント対応チーム）

※EDR＝Endpoint Detection and Response（未知の脅威の検出と対処ツール）

ライフタイム・サービスHUB概念図

百貨店向け
データマート

（顧客プロファイル）

パルコ向け
データマート

………向け
データマート

………向け
データマート

………向け
データマート顧客情報

売上実績

百貨店

顧客情報

売上実績

パルコ

………
………

………
………

………
………

データレイク グループ統合顧客DB分析

配信

チャット・インフラ基盤

蓄積機能1
各社のデータを
永続化して保持

分析機能3
顧客の嗜好性・価値観を推測し、
これに合致する商品・サービス・
売り方を推測

HUB機能4
会話情報やコミュニケーション情報など
非定型データを取得・活用するための
共通基盤

統合機能2
グループ各社が事業を通して
取得した顧客データを
“実在する個人”をキーとして統合

クレンジング 統合ID発番

ライフステージ管理

名寄せ個客（AI）分析 集計

グループ共通会計システム概要

「守りのIT」の強化・充実

グループ共通基盤（認証、ワークフロー、統合マスタ管理）

購買／経費

資金管理

分析／BI 業績管理

連結決済

文書管理
（電子帳簿保存）

会計システム

グループ統合
会計データベース

情報システム
百貨店

情報システム
パルコ

情報システム
グループ会社

インタフェース

セキュリティリスクの解消 新しい働き方の実現・促進
●バッチ未適用システムの撤廃と監視・適用対策
●各社IT組織・従業員のセキュリティレベル向上
●サイバー攻撃の早期検知・対策の実施

●Win7PCの撤廃・新PCの利用拡大とルール整備
●新ワークスタイルに適合したシステム・IT環境整備

クラウド活用の促進 ITガバナンスの浸透・ITリテラシーの向上
●クラウド共通基盤への移行促進
●クラウド共通基盤の機能強化・拡大
●IT-BCP対策の促進

●シャドーIT、内部不正の抑止対策実施
●ITガバナンスの浸透・精度向上と領域拡大
●ITガバナンス管理ツールの導入
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職務成果主義から「人財力」主義へ

当社は、2020年度から、従来の職務成果主義から、個々の
従業員の「人財力」により焦点を当てた人事制度に転換しました。
そのため「採用」から「配置」「育成」「評価・アセスメント」「処遇・
労働条件」にいたるまで、常に人財開発を基軸とした人事運営
を行っています。
「人財力」とは、成果発揮につながる行動や専門性の高い知
識・スキル、その基盤となる職務遂行能力、変革推進に向けたエ
ネルギーや学習行動、基盤となる性格・気質までの総合的な力

当社は、新たな中期経営計画に掲げるサステナビリティ経営
を推進し、経営目標を達成するための最大の経営資源は「人」
であり、人財の成長なくして企業の持続的な成長・発展はない
と考えています。「従業員は宝（財）」であると位置づけ、その個
性と能力を最大限に引き出し、人財力を開発する“人財開発企

業”の実現を目指していきます。同時に多様性を尊重し、多様で
柔軟な働き方の環境を整えることによって、従業員一人ひとりが
働きがい・やりがいや幸せを実感できる企業でありたいと考えて
います。

経営戦略▶人財戦略

「人財力」で、変革を促す  

です。特に成果・貢献に直結する職務遂行能力や新たな価値創
造する力を「人財価値」として定義し、重視しています。

中期経営計画・重点戦略を支える人財戦略

当社は、2021年度から新たな中期経営計画をスタートさせました。
「デベロッパー戦略」「リアル×デジタル戦略」「プライムライフ戦略」
という３つの重点戦略を実行し、成果をあげていくためには、従来
の百貨店、ＳＣなどのキャリアで培ってきた能力・スキルだけでは不
十分で、再成長に向けた新たな人財力の開発が不可欠です。その
ために、従業員の能力開発や専門人材の外部採用強化などに積
極的に取り組み、より強靭な要員体制の構築に取り組んでいきます。
ビジネスモデルの転換に伴い、従業員に求められる役割や能
力・スキルも変化しますが、「人財力」をベースに従業員と会社が
徹底して向き合い、個々の適性や活躍可能性に応じた適財・適
所の配置・登用を推進していくことにより、新たな役割・職務で
の活躍を実現していきます。その過程で若手人財を早期に重要
ポストに登用し、仕事・役割を通じた育成を進めていきます。

グループ要員構造改革

中長期的な経営計画をもとに最適な要員構成を実現するため、
組織・要員構造改革に取り組みます。既存事業のビジネスモデ

人財獲得

当社では、新卒採用に加えて、豊富な経験により培われた高度
な専門知見を持つプロフェッショナル人材を対象にキャリア採用を
強化しています。2020年度はＪＦＲ、百貨店のデジタル部門や、決
済・金融事業など、グループ合計で49名を中途採用しました。また
子育てによって一度仕事から離れたものの、培った能力を遺憾なく
発揮してキャリアアップを目指す方を対象とした「マザー採用」の取
り組みを継続しており、2020年度は4名採用しました。今後も新た
な価値創造を実現する多様性ある組織集団を形成するため、挑戦
心・競争心や革新性・創造力の強い人財の獲得に努めていきます。

人財戦略を支えるマテリアリティ

当社がマテリアリティとして特定している「ダイバーシティ＆イ
ンクルージョンの推進」と「ワーク・ライフ・インテグレーションの
実現」は、人財戦略のベースとなる取り組みです。「ダイバーシ
ティ＆インクルージョンの推進」では、国籍や性別、LBGT、障が
い者など従業員の多様性を尊重し、多様な能力の発揮による事
業戦略の実現を目指していきます。また「ワーク・ライフ・インテ
グレーションの推進」では、多様で柔軟な新しい働き方で心身
の健康を保ち、従業員やその家族の「Well-Being Life」の実現
につなげていきます。

人財育成の全体図

人財戦略の全体像
仕事・役割 コミュニケーション 人財開発プログラム（OJT・Off-JT）

強化育成人財

仕事・役割を通して
個人が成長する

キャリアへの
想いをアピールする

自分のキャリアを
デザインする

社外で通用する知識スキル・
スタンスを身につける

変革リーダー・
基幹人財となる

高度な
専門性に特化

専門領域の深耕
タフ アサイン

適性領域の見極め
ストレッチ
職務役割

異分野経験
幅広い能力形成

３年から５年を目
途とした異動・担
当変更の実施

他社・他部門経
験をステージ昇
格時に考慮

人財カルテ等に基
づく根拠ある異
動・配置の実施

本
人
意
志
吸
収 

人
財
デ
ー
タ
活
用 

 

キャリア開発

JFRエントリースクール（入社後2年間）

59歳

54歳

49歳

44歳

39歳
36歳
33歳
30歳
27歳

3年次研修

JFRリーダー塾

JFRマネジメント塾

JFR経営塾

定期人事面談

トレーニー
メンター

外部スクール派遣（公募・指名）
外部企業派遣

通信講座
資格取得支援
兼業副業解禁

外部セミナー
階層研修
新任研修
役割研修

テーマ研修
ＪＦＲ女性塾
部門スクール

正式格付 ※2年目終了時

面談

43歳研修

53歳研修
48歳キャリア
コンサルティング

40歳以上希望者
キャリア相談

58歳キャリア
コンサルティング

若手人財
の育成

リカレント教育

専門人材の育成

●
公
募 

●
自
己
申
告

●
人
財
カ
ル
テ 

●
ア
セ
ス
メ
ン
ト

人財戦略

ダイバーシティ&インクルージョンの推進 ワーク・ライフ・インテグレーションの実現

多様な人財の採用と
専門人財の育成1 多様な人財の戦略的な

配置・活用2 人財力強化に繋がる
人事制度の再構築3 働き方改革の推進4

価値観の多様化への対応5 要員構造変化への対応6 安全・安心な職場環境の
構築7 挑戦・創造を尊ぶ

組織風土・文化の醸成8

外的
リスク

●雇用環境の変化
●働き方改革
●価値観の多様性
●社会的要請
●安全・安心な職場環境

内的
リスク

●要員構造の変化
●次世代・専門人財の不足
●組織風土・企業文化の変革

グループビジョン

中期経営計画

ル改革や事業の戦略ポジションの変更に伴い、中期経営計画に
掲げる新たな重点戦略領域に、人財を傾斜配置していきます。同
時に ①専門人材のキャリア採用強化、②従業員一人ひとりの人
財状況（経験や適性等）を踏まえたグループ横断的な配置・活用、
③新たな職務開発や社外キャリア開発支援などに取り組みます。

人財育成

当社では、「人は仕事を通じて成長する」という考えのもと、採用・
配置・評価・育成の４つの要素を連動させ、成長のエンジンとなるエ
ネルギーを高め、人財の育成をはかっています。研修制度については、
キャリアステージやライン登用時に行う全体研修とともに、次期経営
人財の育成を目指した「ＪＦＲ塾」など選抜型研修を実施しています
（2020年度はコロナ影響により一部休止またはリモート開催）。また
従業員向けの自己啓発講座として「キャリアサポートカレッジ」を充実
させ、受講終了で会社からの補助が受けられる仕組みとしています。
受講者数は増加傾向で、2020年度はグループ全体で1,038名が受
講しました。従業員の「自ら学ぶ」という姿勢と組織風土の醸成につ
ながっています。今後はグループ共通の育成体系を再構築し、事業
領域にかかわらない汎用性の高い内容を充実させていきます。

成果・貢献

行動

知識・スキル

影
響
力

折
衝
力

意
志・意
欲

学
習
力

育
成
力

性格、価値観、気質、志向・趣味

人財力
多角的・網羅的な
アセスメントを通じて
人財力を総合的に把握

配置・育成・評価・処遇に
反映

人財価値

革
新・創
造
力
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各事業会社は、これまでは保有する資産をいかに効率的に活
用するかというROAを重視してきましたが、ROICの導入により経
営管理を進化させることになります。また、事業利益率の向上と、
従業員の取り組みの結びつきがわかりやすい指標であるというこ
ともポイントです。そしてホールディングスは、コア事業への経
営資源の集中投入やノンコア事業の撤退・売却、新規事業の組
み入れなどを実施することで、資本収益性の向上（ROICスプレッ
ドの拡大）による企業価値最大化を目指していくことになります。
グループ内へ資本収益性の大切さを浸透させていくことが、
結果として事業ポートフォリオの変革を成し遂げることやROEの
改善へつながっていくものと考えています。

キャッシュ・フロー創出と成長・還元のバランス

本中期経営計画における財務ポリシーでは、2023年度にP/L・
B/Sの両面を、いわゆる「コロナ禍前」の2019年度水準に戻すこ
とを掲げています。
今後3年間で1,900億円以上の営業キャッシュ・フローを創出

し、うち900億円を設備投資と成長投資に充当します。店舗改
装等の設備投資は減価償却費の範囲とすることを基本とし、成
長投資は2023年度までに利益貢献する案件、およびデベロッ
パー戦略に優先して配分していきます。
一方、フリーキャッシュ・フローは3年間で1,000億円となる見
込みです。その使途はバランスシート（B/S）の改善と株主還元を
予定しています。B/Sの改善については、自己資本の拡充はもと
より、今般のコロナ禍対策として積み上げた現預金を適正額ま
で減額することなどにより、有利子負債を2,600億円（リース負
債を除く）へ圧縮することに取り組みます。また株主還元につい
ては、連結配当性向30％以上を目処に実施し、自己株式取得も
キャッシュ・フローの状況、株価の動向など勘案して適宜検討す
ることを基本方針としています。

当社は、資本コスト（WACC）を意識した経営を推進しており、
本中期経営計画では最終年度である2023年度に、連結営業
利益403億円、ROE7％、ROIC5％の達成を目指しています。
資本コストとは、資金の提供者である金融機関、投資家・株主

が投資先である企業に期待するリターンの水準です。それは資金
運用の立場からすれば投資利回りであり、また資金提供を受ける
企業の立場からすれば調達コストと認識されるべきものといえます。
当社の中長期的な株主資本コスト（株主期待利回り）の水準

は、6～7％程度と認識しています。そして目標とするROEは、株
主の皆様の期待にお応えするため、株主資本コストを上回る水
準に設定しています。具体的には、ROE10％を2030年度の目
標数値に据えており、そのマイルストーンとして2023年度に7％
を達成する計画です。
資本コストは、市場の金利動向や企業の有利子負債総額、
株式時価総額などの影響を受けますが、当社の中期的な水準

は3.5～4％程度と認識しています。そのため、本中期経営計画
より資本収益性の管理指標として採用した2023年度のROICの
目標水準も、資本コストを上回る5％と設定しています。

ROIC導入の目的

事業への投下資金には、株主の皆様からお預かりした自己資
本に加え、金融機関等から調達した資金があり、それらをいかに
効率良く活用するかという視点で経営を管理することが重要です。
当社が取り組んでいく事業ポートフォリオ変革においては、デ
ベロッパー事業および決済・金融事業へのシフトがテーマであり、
有利子負債の活用がポイントとなります。そのため、事業の成長
性と収益性に加え、株主資本と有利子負債の合計である「投下
資本」に対する収益性に着眼した管理を実践することを目的と
して、事業セグメント別ROICを導入しました。

経営戦略▶財務戦略

事業別ROIC導入で、
ポートフォリオ変革を加速

経営構造改革

コロナ禍からの完全復活に向けた最重要施策として「経営構
造改革」にも取り組んでいきます。具体的には、ビジネスモデル
改革による固定費削減と事業基盤の絞り込みを進めます。固
定費の削減については、要員構造や経費構造の改革を通じ、
2023年度に2019年度対比で100億円以上圧縮することを計
画しています。また、事業基盤の絞り込みについては目下の利
益の大小だけにとらわれず、将来の事業ポートフォリオを見据え
ながら「各事業会社にとって当社がベストオーナーかどうか」と
いう観点から検討を進めています。

投資計画検討委員会と再生計画検討委員会

投資計画の実施や事業再生・撤退の経営判断について財務
の視点でサポートする仕組みとして「投資計画検討委員会」と
「再生計画検討委員会」を設けています。
「投資計画検討委員会」は損益計画の妥当性や投資基準を
クリアしているかなどを定量的に審査し、「投資回収が見込める
か」という財務視点で投資の可否を判断しています。また、より
客観的な意見を提示するため、外部機関が参画できる体制も整
えています。
「再生計画検討委員会」は業績実績と見通しに基づいて、Ⅰ）
正常、Ⅱ）要注意、Ⅲ）再生･撤退検討の3つのフェーズで管理す
ることにより、事業検証と対応策の妥当性審査を行っています。
2020年度は、既存の全事業について財務視点での検証を2回
実施したほか、コロナ禍による業績回復の遅延リスクを考慮し
たストレステストを実施しました。
それぞれの委員会からの情報提供により、グループ経営会議、
取締役会における迅速な経営判断につなげています。

「投資計画検討委員会」での投資案件審査フロー

「再生計画検討委員会」によるフェーズ設定

キャッシュ・フローアロケーション

ROICによる資本収益性の管理

株主資本に
対するリターン

投資計画
検討委員会

Ｇ経営会議･
取締役会

起案部門 定量基準
定量基準

定性基準

リスク

リスク

提案

審査結果提示

OK1

2

3

NO

NO（再検討）

引き続き各社で
業績管理

課
題
事
業
ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ

正常
●営業黒字を継続フェーズ Ⅰ

再生・撤退検討
●２期連続営業赤字（見通し含む）
●債務超過の懸念あり
●設立時計画を2期連続して
　大幅に下回ることが確実な新規事業
●計画時設定の撤退基準に抵触する
　新規事業

要注意
●営業赤字1期目（見通し含む）
●設立時計画を大幅に下回る新規事業

フェーズ Ⅱ

フェーズ Ⅲ

再
生
計
画
検
討
委
員
会

再生計画

再生･
撤退計画

営業CF

1,900億円

投資CF

設備投資

●店舗改装、DX等

成長投資

●M&A、アライアンス

バランスシート改善

●自己資本拡充
●有利子負債圧縮

株主還元

●配当性向30％以上を目処
●適宜自己株買いも検討

900億円

FCF

1,000億円

※CF数値は2021～2023年度3ヵ年累計
※使用権資産に係る減価償却費を含む

事業利益率

投下資本回転率

実効税率

ホールディングスが
コントロール

財務レバレッジ

金融収支

固定資産回転率

運転資本回転率ROE

グループのKPI

ROIC

事業会社のKPI
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サステナビリティ経営の全体像 ESG、CSV等を包含する経営の枠組み　=

サステナビリティ経営

企業戦略・事業戦略

企業戦略・事業戦略

マテリアリティ

サステナビリティの視点で再構築した
グループビジョンのゴール

社是、ビジョン、戦略と
サステナビリティ経営の一体化

CSV
共通価値の創造

ESG
環境・社会・
ガバナンス

Well-Being
 Life 

社是
先義後利

グループビジョン
くらしの「あたらしい幸せ」を発明する。

サステナビリティ方針
人びとと共に、地域と共に、環境と共に

企業と社会の持続的成長、
持続可能な社会の実現に関する

重要課題社会的価値と
経済的価値の両立
社会的価値と

経済的価値の両立

企業の持続的成長に
向けたより強い経営
基盤の形成

企業の持続的成長に
向けたより強い経営
基盤の形成

Well-Being Life 

サステナビリティ経営
JFRがめざす
サステナビリティ経営とは

これからの持続可能な事業成長を考えるうえ
で、サステナビリティと企業戦略・事業戦略の
一体化をはかるサステナビリティ経営が大変重
要です。そのため、私たちは、グループビジョン
“くらしの「あたらしい幸せ」を発明する。”を実
現する事業活動を通じて、サステナビリティ経
営を推進していきます。

一方で、新型コロナウイルスの感染拡大によ
り世界が一変し、社会構造や消費構造が変わ
ろうとしており、小売業に求める価値も変化し
つつあります。不透明感が増す中、サステナビ
リティ経営を推進し、グループビジョンを実現
していくために、私たちは、コロナ禍を経たこれ
からの新しい豊かさ、安心、幸福につながるモ
デルについて、熟慮し、論議を重ねました。

その結果、私たちが目指すべきグループビ
ジョンのゴールは、すべての人の「Well-Being 
Life」の実現との結論に至りました。

02ESG特集号

2021年4月
J.フロント リテイリング株式会社 取締役兼代表執行役社長

みなさんもすでにご存じの通り、地球温暖化
や海洋汚染など地球環境の問題はすでに待っ
たなしのところまで来ています。そして東日本
大震災、今回の新型コロナウイルスなど、近年
様々なことが起きています。その結果、天災へ
の対応、原子力エネルギーへの問題などが浮き
彫りになってきました。また、新型コロナウイル
スのパンデミックは世界に自国第一主義や経
済格差を生み出しました。私たちはなぜそうなっ
てしまっているのか、を考えなければなりません。
地震やウイルスは、今まで私たちが見て見ぬふ
りをしてやり過ごしてきた事実を赤裸々に浮か
び上がらせる一つのきっかけにすぎません。今
まで世界を動かしてきた資本主義経済の仕組
み、その中で自分たちの会社が成長してきた事
など、自分たちが当たり前として受け入れてき
た世の中の仕組み自体がすでに限界を超えて
いるのです。今までのように、根底にある真実
に目をつぶり、目の前の利益をただひたすら追
いかけているだけでは立ち行かなくなっている
のです。

私たちは先達の残してきたものを守り続けな
ければなりません。そして、それを未来の地球、
未来の子どもたちにつないでいかなければなり
ません。それは環境だけではなく企業も同様で
す。そのためには、私たち自身が変わらなけれ
ばならないのです。今、私たちの生きるこの時
代はまさにその岐路に立たされているのです。

企業は環境、社会に生かされている存在です。
一方で、企業は社会に積極的に、能動的に働き

かけていかなければならない存在です。社会の
一員の企業の使命として、社会への影響の大小
に関わらず、解決できることは積極的に取り組
んでいかなければなりません。一方で、企業は
営利組織です。利益を出し持続的に成長して
いかなければ生きていけません。

今、私たちに求められているのは、長期志向
を持って、社会課題の解決と企業の成長の両立
という、ともすれば相反する事柄を乗り越え同
時に実現することです。この今まで誰も成し遂
げていない困難な課題を解決するために、私た
ちは激流の中で目指すべき方向性を明らかにし、
自分の足で踏ん張り進んでいくしかないのです。
それこそが、今回私が掲げた「サステナビリティ
経営」です。サステナビリティ経営はすべての
企業としての取り組みの大前提となる考え方で
あり、私たちは常にこの未知の課題の解決策を
考えながら企業の持続的成長を実現していか
なければならないのです。

今回、JFRグループは、2021年度からスター
トした中期経営計画において、サステナビリ
ティ経営の考え方、グループビジョンのゴー
ルとしての「Well-Being Life（ウェルビーイン
グ ライフ）」、そして、マテリアリティの充実と
拡大を掲げました。サステナビリティ経営とは、
社会課題の解決と企業成長を両立する経営で
す。その具体的な取り組みは「CSV：Creating 
Shared Value（共通価値の創造）」として取り
組んでいきます。CSVは難しいことではありま
せん。自分の業務を通して社会課題の解決と

企業成長を実現する取り組みです。そして、そ
の取り組みを通して、お客様、従業員、お取引
先様などすべてのステークホルダーの「Well-
Being Life」を実現していきます。「Well-Being 
Life」とは一言で言うと「心身ともに豊かなくらし」
の実現です。その実現に向けて、今後JFRが取
り組む重要課題が今回の７つのマテリアリティ
です。

みなさんもどれだけ地球温暖化防止や社会に
貢献できるのかを真剣に考え、自社の課題、自
分の課題として、つまり自分ごととして考えてく
ださい。そして、自分の業務でどうすれば社会
課題の解決と企業の成長を両立できるかを考
え続けてください。自分の仕事は仕事、サステ
ナビリティはサステナビリティという考え方を
今すぐ捨て、自分ごととしてどのようにこの二つ
の課題を結び付け解決していけるかに取り組ん
でください。

私たちは2018年から本格的にサステナビリ
ティへの取り組みを強化してきました。その結
果、サステナビリティ経営において、日本の中で
のリーディングカンパニーに近づいています。
しかし、まだ世界のトップ企業との差はあります。
今後も、日本のサステナビリティ経営のトップ
ランナーの気概をもって走っていかなければな
らないということを強くお願いしたいと思います。

サステナビリティ経営について一人ひとりが
自分ごと化して考え、取り組んでほしい

TOP MESSAGE
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サステナビリティ推進体制

サステナビリティ経営をグループ全社で横断的に推進するため、
代表執行役社長直轄の諮問委員会として「サステナビリティ委員
会」を、2019年から半期に1度開催しています。委員会では、グルー
プの環境・社会課題への対応方針などを共有し、当社グループ
の環境・社会課題に対する実行計画の策定と進捗モニタリング
を行っています。また、取締役会では、委員会で協議・決議された

内容の報告を受け、当社グループの環境・社会課題への対応方
針および実行計画などについての論議・監督を行っています。

社内浸透

　サステナビリティ経営を推進するうえで重要なのは、従業員
一人ひとりがサステナビリティ経営の重要性と7つのマテリアリティ
を正しく理解し、自分ごと化することであると認識しています。そ
こで、当社では、代表執行役社長自らが、説明会や研修の場を
通じて、従業員と対話する機会を設けています。また、社内報の
発行やサステナビリティ情報に特化した社内サイト、社内SNSを
活用し、従業員への情報提供を行っています。

「Ｗell-Being Life」=心身ともに豊かなくらし

当社が考える「Well-Being Life」とは、従来の物質的・経済的
豊かさに加え、精神的（知的・文化的）、身体的、社会的豊かさ、
そしてそれらを取り巻く環境の豊かさを実現した「心身ともに豊
かなくらし」です。
当社は、「持続可能性」と、当社らしさである「美」「健康」「高質」

「カルチャー」「信頼」と、当社の強みである「つくる人とつかう人
をつなぐ能力」を掛け合わせた視点で、ステークホルダーの皆
様に「Well-Being Life」を提案していきます。

グループビジョンのゴールである
「Well-Being Life」

昨今、企業を取り巻く環境はより一層不透明さを増しています。
また、新型コロナウイルス感染症の長期化の影響によりニューノー
マル化した社会では、企業は社会的価値を理解し、サステナビリティ
経営の傘のもと、経営を実行しなければならない時代となっています。
当社は、サステナビリティの概念を企業戦略および事業戦略

に組み込むことで、将来の成長に向けた「持続可能な経営の枠
組み」を獲得できると考えています。そして、独自の新しい豊か
さを「Well-Being Life」とし、グループビジョンのゴールと位置
づけました。

サステナビリティ▶サステナビリティ

サステナビリティ 
7つのマテリアリティ 長期目標一覧　

グループビジョンのゴール Well-Being Lifeの実現に向けた視点

JFRらしさ

Sustainability

持続可能性

Beauty
美

Health
健康

Culture
カルチャー

Trust
信頼

High-quality
高質 JFRの強み

つくる人とつかう人を
つなぐ能力

心身ともに豊かなくらし
すべての人々の

精神的豊かさ、身体的豊かさ、
社会的豊かさ、環境的豊かさを

実現すること

サステナビリティ推進体制

取締役会

大丸松坂屋百貨店
サステナビリティ委員会

パルコ
サステナビリティ委員会

JFRサステナビリティ委員会

委員長：社長

委員長：執行役社長
委員：各事業会社社長

委員長：社長

報告

Well-Being Lifeの実現

E 特集号S G

サステナビリティ経営の推進

マテリアリティ・
関連するSDGs

主な
ステークホルダー 2030年KGI 2030年KPI

最重要課題
脱炭素社会の実現 お客様

お取引先様
従業員
地域社会

●脱炭素社会をリードし次世代へつな
ぐ地球環境の創造

●Scope1･2 温室効果ガス排出量60％
削減（2017年度比）

●事業活動で使用する電力に占める再
生可能エネルギー比率60%

●再生可能エネルギーの自家発電・自家
消費拡大

新規追加
サーキュラー・エコノミーの

推進 お客様
お取引先様

●サーキュラー・エコノミーの推進によ
る未来に向けたサステナブルな地球
環境と企業成長の実現

●廃棄物排出量（食品含む）
　50％削減（2019年度比）
●「エコフ」リサイクル回収量累計3,000ｔ
●使用済み製品のリサイクルや再製品化
の拡大
●シェアリング･サブスクリプション・アッ
プサイクル等事業シェア拡大

サプライチェーン
全体のマネジメント

お客様
お取引先様

●お取引先様とともに創造するサプライ
チェーン全体での脱炭素化の実現
●お取引先様とともに創造するサステ
ナブルなサプライチェーンの実現
●お取引先様とともにサプライチェー
ンで働く人々の人権と健康を守る
Well-Beingの実現

●Scope3 温室効果ガス排出量40％
削減を目指す(2017年度比）

●お取引先様行動原則のアセスメント
実施および質問票の回収率95％・浸
透率100％

●お取引先様と従業員の人権が尊重さ
れる事業活動の定着

ダイバーシティ＆
インクルージョンの推進

お客様
従業員

●全ての人々がより互いの多様性を認
め個性を柔軟に発揮できるダイバー
シティに富んだ社会の実現

●女性管理職比率50％を目指す
●70歳定年を目指す
●障がい者雇用率3.0％
●多様な能力の発揮による事業成長の
実現

●多様なお客様への売場･商品･サービ
スの展開

ワーク・ライフ・
インテグレーションの実現

従業員
●多様性と柔軟性を実現する未来に向
けた新しい働き方による従業員とそ
の家族のWell-Beingの実現

●育児・介護離職率0％
●育児休職取得率100％
●従業員満足度80％
●いつでもどこでも働ける組織の実現
による生産性の向上

新規追加
お客様の健康・安全・安心な

くらしの実現 お客様
●未来に向けたお客様の心と身体を満
たすWell-Beingなくらしの実現
●未来を見据えた安全・安心でレジリ
エントな店づくりの実現

●JFRグループのサステナビリティ活動
へのお客様認知度・共感度80％
●ライフスタイル全般におけるエシカル
消費の拡大

●エンタテインメント事業やウェルネス
事業の拡大による生活の彩りの提供
と新たな顧客体験の創出
●最新テクノロジーを取り入れ、防災･
防疫に対応したレジリエンスの高い
店づくりと健康に配慮した快適で心
地よい空間の提供

地域社会との共生
お客様
地域社会

●地域の皆様とともに店舗を基点とし
た人々が集う豊かな未来に向けた街
づくりの実現

●文化や歴史をはじめとする地域の特
徴を活かした街の魅力向上、街の賑
わい創出に資する開発
●店舗のCSV化（サステナビリティ化）
の横展開
●行政、教育機関、NGO・NPOとの
連携による地域活性化の推進

●地産地消などローカリティコンテンツ
の発掘・発信による地域活性化の
推進
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リスク・機会の種類 JFRグループのリスク・機会の概要
財務影響

2℃未満シナリオ 4℃シナリオ

リスク

移行
リスク

政策
規制

●炭素税（カーボンプライシング）等、温室効果ガス排出を抑制する政策導入・規制強化に伴う、オペレーションコストの増加
●温室効果ガス排出に関する情報開示義務の拡大と、その対応不備による罰金リスク

市場
●環境課題に対する消費行動の多様化や顧客意識の向上に伴う、低炭素（カーボンニュートラル）製品の需要増等のマーケット
変化への対応遅れによる、成長機会の喪失
●気候変動に起因する感染症リスク（新型コロナウィルス感染症等）への対応の遅れによる、成長機会の喪失

物理
リスク 急性

●気候変動に起因する自然災害による調達・物流ルート断絶に伴う、製品・サービスの販売機会の喪失
●気候変動に起因する自然災害による店舗・事業所の損害、営業停止
●気候変動に起因する感染症リスク（新型コロナウイルス感染症等）の増加に伴う、店舗での販売機会の喪失

機会

エネルギー源 ●再エネに係る新たな政策・制度の進展とその利用に伴うエネルギー調達コストの減少
●再エネ拡大、省エネ強化、創エネ導入に伴うエネルギー調達リスクの回避

製品およびサービス ●リユース製品・リサイクル製品の需要増による、売上収益拡大
●リユース製品・リサイクル製品の取扱い拡大による、Scope3排出量の削減

市場
●シェアリングビジネスやアップサイクルビジネスへの新規参入による、新たな成長機会の拡大
●環境課題に対する消費行動の多様化や顧客意識の向上に伴う、小売業の枠を超えた事業ポートフォリオの再構築と、
低炭素（カーボンニュートラル）製品市場への参入・拡大による収益力の向上
●気候変動に起因する感染症リスク（新型コロナウイルス感染症等）の増加への対応による、新たな成長機会の拡大

環境課題に対するガバナンス

当社グループは、サステナビリティ経営をグループ全社で横断
的に推進するため、環境課題に関する具体的な取り組み施策につ
いて、業務執行の最高意思決定機関である「グループ経営会議」
で協議・決議しています。また、半期に一度開催される「サステナ
ビリティ委員会」において、「グループ経営会議」で協議・決議され
た環境課題への対応方針等を共有し、当社グループの環境課題
に対する実行計画の策定と進捗モニタリングを行っています。
また、取締役会は、「グループ経営会議」および「サステナビリ
ティ委員会」で協議・決議された内容の報告を受け、当社グルー
プの環境課題への対応方針および実行計画等についての論議・
監督を行っています。
代表執行役社長は、「グループ経営会議」の長を担うと同時

に、直轄の諮問委員会である「リスクマネジメント委員会」およ
び「サステナビリティ委員会」の委員長も担っており、環境課題
に係る経営判断の最終責任を負っています。「グループ経営会
議」および「サステナビリティ委員会」で協議・決議された内容は、
最終的に取締役会へ報告を行っています。

リスク管理

当社グループは、リスクを戦略の起点と位置づけ、「企業経営
の目標達成に影響を与える不確実性であり、プラスとマイナス

当社グループは、2℃未満シナリオおよび4℃シナリオのいず
れのシナリオ下においても、中長期視点から高い戦略レジリエン
スを強化していきます。そのため、事業戦略や中期経営計画に
おいて、マイナスのリスクに対しては適切な回避策を策定する
一方、プラスの機会に対しては、マーケット変化へ積極的に対
応する等、新たな成長機会の獲得を目指します。

指標と目標

当社グループの2020年度Scope1・2温室効果ガス排出量は、
132,106t-CO2（前年度比18.7%削減）、Scope3温室効果ガ
ス排出量は、2,922,739t-CO2（前年度比22.7%削減）となり、
2020年度の温室効果ガス排出量は、第三者保証を取得してい
ます。
当社グループの長期温室効果ガス削減目標は、2019年に「SBT

（Science Based Targets）イニシアチブ※1」の認定を取得してい
ますが、これまでの取り組み内容の進化に伴い、Scope1・2につ
いて「2030年までにScope1・2温室効果ガス排出量を60%削
減する（2017年度比）」という、より野心的な目標に改めました。
これらの長期目標達成のため、当社グループは、2019年度か

ら、自社施設における再生可能エネルギー由来電力の調達を開
始し、2020年10月に「RE100※2」に加盟しました。今後も、カー
ボンニュートラルの実現に向け、再生可能エネルギー由来電力

の両面がある」と定義しており、企業が適切に対応することで、
持続的な成長につながると考えています。
当社グループは、環境課題に係るリスクについて、「サステナ

ビリティ委員会」の中でより詳細に検討を行い、各事業会社と
共有化をはかっています。各事業会社では、気候変動の取り組
みを実行計画に落とし込み、各事業会社社長を長とする会議の
中で論議しながら実行計画の進捗確認を行っています。その内
容について、「グループ経営会議」や「リスクマネジメント委員会」
および「サステナビリティ委員会」において、進捗のモニタリング
を行い、最終的に取締役会へ報告を行っています。

戦略

当社グループは、気候変動が当社グループに与えるリスク・
機会とそのインパクトの把握、および2030年時点の世界を想定
した当社グループの戦略のレジリエンスと、さらなる施策の必要
性の検討を目的に、シナリオ分析を実施しています。
シナリオ分析では、国際エネルギー機関（IEA）や、気候変動
に関する政府間パネル（IPCC）が公表する複数の既存シナリオ
を参照の上、パリ協定の目標である「産業革命前からの全世界
の平均気温の上昇を2℃未満に抑える」ことを想定したシナリオ
（2℃未満シナリオ）、および新たな政策・制度が導入されず、公
表済の政策・規制が達成されることを想定した世界の温室効果
ガス排出量が、現在より増加するシナリオ（4℃シナリオ）の2つ
の世界を想定しました。
最重要マテリアリティである「脱炭素社会の実現」に向け、当

社グループの事業活動について、上記シナリオを前提に、気候
変動がもたらす影響を分析し、その対応策を検討し、当社グルー
プの戦略レジリエンス（強靭性）を検証しています。

の調達拡大に取り組みます。

今後の取り組み

当社グループは、小売業を中核とする企業グループである強
みを活かし、これらの気候変動に伴うリスクと機会に対応してい
くことが重要であると考え、
●気候変動に伴う物理リスクへの対応策の強化による強靭なサ
プライチェーンの実現
●店舗を核とするCSVへの取り組みを通したサステナブルな店
づくりの実現による地域社会への貢献
●「サーキュラー・エコノミー」の推進による新しいビジネス機会
の実現
●消費者の消費行動の変化に対応した低炭素製品・サービス
への積極的対応
等に取り組んでいきます。
今後も、当社グループは、取締役会による監督体制のもと、環境

マネジメントにおけるガバナンスの強化を進め、中長期の目標達成
に向けた実行計画の立案等 、全社的な取り組みを進めていきます。

サステナビリティ▶TCFD

気候変動への対応と 
TCFD提言に沿った情報開示 
昨今、世界では気候変動をはじめとする環境課題が深刻化しています。日本国内でも異常気象による大規模な自然災害が多発するなど
大きな影響をもたらし、いまや気候変動は企業にとって看過できない状況となっています。
このような中、当社グループは、気候変動に伴うリスクと機会が事業戦略に大きな影響を及ぼすものと認識し、「脱炭素社会の実現」を最重
要課題と位置づけ、サステナビリティ経営を推進します。
今後も、当社グループは、TCFD提言に賛同するとともに、当社グループの気候変動対応の適切さを検証するガイドラインとして活用し、「ガ

バナンス」「リスク管理」「戦略」「指標と目標」の4つの開示推奨項目に沿った情報開示を進めていきます。

サステナビリティ推進体制

2030年時点を想定した2℃未満シナリオおよび4℃シナリオにおけるJFRグループの事業および財務への影響

2030年時点を想定したJFRグループへの財務影響

代表執行役社長

グループ経営会議

サステナビリティ
推進部

事業会社

リスクマネジメント
委員会

サステナビリティ
委員会

報告・決議報告・決議

指示・報告

指示・報告

指示・報告

指示・報告

連携

監督

取締役会

報告

当社グループは、2030年時点を想定した2つのシナリオにお
ける事業および財務への影響のうち、特に日本国内における炭
素税※の導入および再生可能エネルギー由来の電気料金の変動

が、重要なパラメータ（指標）になると考えています。そのため、2℃
未満シナリオおよび4℃シナリオにおける2つのパラメータについて、
当社グループの財務への影響を定量的に試算しています。
※気候変動の主な原因である二酸化炭素の排出に課される税。

※1 産業革命前からの気温上昇を2℃未満に抑えるため、科学的根拠に基づいた温
室効果ガスの排出削減目標達成を推進することを目的として、CDP、国連グロー
バル・コンパクト、 WRI（世界資源研究所）、WWF（世界自然保護基金）の4団体
が2015年に共同で設立。

※2 事業活動で使用する電力を、2050年までに100%再生可能エネルギーにする
ことを目標とする国際的イニシアチブ。

2030年時点に想定される前提条件
●炭素税価格:$100/t-CO2（2℃未満シナリオ）、
　$33/t-CO2（4℃シナリオ ）
●JFRグループ温室効果ガス排出量:約77,000t-CO2

　（2017年度比60%削減）
●再エネ由来の電気料金:1~4円/kWhの価格高（再エネ以外
の電気料金との比較）
●JFRグループ再エネ由来の電気使用量:196,000MWh
　（再エネ比率60%）

想定される世界 既存シナリオ

2℃未満
シナリオ

「Sustainable Development Scenario（SDS）」（IEA、2019、2020年）
「Representative Concentration Pathways （RCP2.6）」（IPCC、
2014年）

4℃
シナリオ

「Stated Policy Scenario（STEPS）」 （IEA、2019、2020年）
「Representative Concentration Pathways （RCP6.0、8.5）」（IPCC、
2014年）

※参照した既存シナリオ

　 ：JFRグループの事業および財務への影響が非常に大きくなることが想定される。　　 ：JFRグループの事業および財務への影響がやや大きくなることが想定される。　 　 
　 ：JFRグループの事業および財務への影響が軽微であることが想定される。

事業および財務への影響の大きさは表中の矢印の傾きを３段階で定性的に表示しています。　

重要なパラメータ（指標）
2030年時点を想定したJFRグループへの財務影響

項目 2℃未満シナリオ 4℃シナリオ

炭素税
●炭素税価格（千円/t-CO2） 10 3.3

●炭素税課税に伴うコスト増（百万円） 770 254

再エネ由来の電気料金
●再エネ由来の電気料金の価格増（円/kWh） 1～4

●再エネ由来の電気の調達コスト増（百万円） 196～784
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持続可能な未来に向けた
サーキュラー・エコノミー・ビジネスモデルの構築

サーキュラー・エコノミーとは、天然資源や製品を効率的に、
かつ循環的に使用し、廃棄物の発生を最小限にし、ビジネス化
する経済システムです。サーキュラー・エコノミーは、2015年に
欧州でその概念が登場し、従来の大量生産・大量廃棄を前提と
した「リニア・エコノミー」に代わる経済システムとして、世界的
に広がっています。
当社グループは、これまで、サーキュラー・エコノミーの一部を
形成する3R※活動に取り組んできました。大丸松坂屋百貨店で
は、お客様がご不要になった衣料品・バッグ・靴などを店頭で回
収し、リサイクルやリユースにより環境負荷を低減する「エコフ」
活動を展開しています。この取り組みは、回収点数に応じてショッ

Scope1･2温室効果ガス排出量削減の取り組み

当社グループは、小売業を中核とした企業グループであり、
温室効果ガスの排出量の多くは、電力の使用によるものです。
そのため、電力の使用に重点をおき、特に、店舗で使用する電力
を再生可能エネルギーに転換する取り組みを推進しています。
同時に、照明のLED化による省エネルギーの徹底や、社用車の

EV化による直接的な温室効果ガス排出量削減に取り組んでいます。
その結果、2020年度の当社グループScope1･2温室効果
ガス排出量は、132,106t-CO2となり、2019年度と比較して
18.7％削減となりました。また、SBT基準年である2017年度比
でも32.0％削減となり、SBT達成に向けて順調に推移しています。
なお、当社グループのScope1･2温室効果ガス排出量実績は、

ピングサポートチケットを進呈し、環境保護だけでなく、お得に
お買物をしていただける、循環型のショッピング＆リサイクルキャ
ンペーンとして、多くのお客様にご参加いただいています。
その一方で、当社グループは、3R活動をより進化させ、サーキュ

ラー・エコノミーを実現させるためには、環境負荷の低減と同時に、
新たなビジネス機会を獲得していくことが重要であると考えてい
ます。大丸松坂屋百貨店は、2021年3月から、ファッションサブ
スクリプション事業「AnotherADdress（アナザーアドレス）」を立
ち上げました。「AnotherADdress」は、ファッションの本質的な価
値や、サステナブルな取り組みを重視し、社会や環境にとって持
続性の高いビジネスモデルへと進化することを目指すサービスです。
今後も、当社グループは、循環型社会の実現に向けて、自社

の強みを活かしたビジネスモデルへの進化と新たな事業への挑
戦を続けていきます。

サステナビリティ▶脱炭素社会の実現 サステナビリティ▶サーキュラー・エコノミーの推進

再生可能エネルギーの活用による 
 「脱炭素社会の実現」へ 循環型社会の実現に向けて 脱炭素社会

の実現
サーキュラー・
エコノミーの
推進

 背景 
化石燃料への依存から脱却を目指す「脱炭素化」が世界的な潮流となっ
ていることを受け、当社グループは、再生可能エネルギーの活用による「脱
炭素社会の実現」を最重要課題として位置づけています。

 目指すゴール（コミットメント） 
私たちは、かけがえのない地球環境を次世代に引き継ぐため、再生可能
エネルギーの調達拡大や、省エネルギーの徹底等に全社一丸となって取
り組み、脱炭素社会の実現に貢献します。

 背景 
大量生産、大量廃棄を前提とした従来型の「リニア・エコノミー」による
環境問題の深刻化が世界的に課題となる中、当社グループは、資源や製
品の価値を最大化する「サーキュラー・エコノミーの推進」を新たなマテ
リアリティの一つと位置づけました。

 目指すゴール（コミットメント） 
私たちは、お取引先様やお客様との協働により、新たな環境価値を生み
出すための革新的なビジネスモデルを創造し、サーキュラー・エコノミー
における競争優位性を獲得します。

 2023年度目標・KPI 
●Scope1･2温室効果ガス排出量40％削減（2017年度比、連結）
●事業活動で使用する電力に占める再生可能エネルギー比率40％
●新電力事業会社との協業による再生可能エネルギーの自家発電の導入

 2020年度の主な取り組み 
●Scope1･2温室効果ガス排出量18.7％削減（前年度比、連結）
●CDP2020気候変動「Aリスト」認定取得
●「RE100」加盟
●再生可能エネルギーへの切り替え拡大による、再生可能エネルギー比率

10.3％（前年度比6.3％増）
●再生可能エネルギー100％により運営する店舗 心斎橋PARCO グランドオープン
●省エネ機器・高効率機器の導入、社用車のEV化拡大

 2023年度目標・KPI 
●廃棄物排出量（食品含む）15％削減（2019年度比）　
●エコフによるリサイクル回収量累計1,500ｔ
●お取引先様やお客様との協働による、使用済み製品のリサイクルや再製品
化の実現

●お取引先様との協働によるシェアリング・アップサイクル等事業への新規参入

 2020年度の主な取り組み 
●店舗における食品廃棄物の減容化、再資源化、フードロスへの取り組み
●レジ袋の有料化に伴う包装資材の削減
●エコフによる衣料品回収、再利用、再資源化
●ファッションサブスクリプション事業開始
●洋服リペア、シューズクリーニング、買取専門店を集結したフロア展開
　（渋谷PARCO）

廃棄物
削減

エコフ

新たな
ビジネスモデルの

構築

生産

リサイクル 消費

廃棄

ショッピングバッグ
レジ袋 Reduce 発生抑制

Recycle 再資源化

Sharing 共有

Reuse 再利用

アナザー
アドレス

JFRグループが取り組むサーキュラー・エコノミーのイメージ図

2020年度 JFRグループScope1･2温室効果ガス
排出量目標および実績

ロイド レジスター クオリティ アシュアラ
ンス リミテッド（LRQA）による独立保証
声明書を取得しています。

※事業活動で使用する電力を、2050年までに100％再生可能エネルギーにする
ことを目標とする国際的イニシアチブ。

心斎橋PARCO

2050年までの再生可能エネルギー 100％化に向けて

当社グループは、2020年10月、「RE100（100％ Renewable 

Electricity）※」に加盟しました。2050年までに、事業活動で使用す
る電力の再生可能エネルギー100％化を目指します。

2020年11月にグランドオープンした心斎橋PARCOは、館内で
使用するすべての電力を100％再生可能エネルギーに切り替えまし
た。再生可能エネルギー100％の店舗は、パルコでは初めての取り
組みであり、隣接する大丸心斎橋店とともに、当社グループのESG

モデル店舗としての役割を果たしています。
これらの取り組みにより、2020年度の当社グループの再生可能エ

ネルギー比率は、10.3％となり、2019年度から6.3％向上しています。
今後も、計画的に大丸松坂屋百貨店やパルコの店舗を中心に、順次
再生可能エネルギーへの切り替えを進めていきます。

2020年度 対2019年度 対SBT基準年

排出量(t-CO2) 削減率(％) 削減率(％)

目標 Scope1･2
合計 156,007 ▲4.0 ▲19.6

実績 Scope1･2
合計 132,106 ▲18.7 ▲32.0

※3R：Reduce（抑制）、Reuse（再利用）、Recycle（再資源化）の3つのRの総称。
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特に、その中から人権に関わる重要なリスクを選定し、当社グループ
の人権リスクとして特定しました。

人権方針の策定
当社グループの人権方針は、「国際人権章典」、「ビジネスと人

権に関する指導原則」、「労働における基本的原則及び権利に関す
るILO宣言」および「国連グローバルコンパクト10原則」を踏まえ、
2019年に策定しました。この方針は、様々な人権問題について理解
を深め、適切な行動をとっていくための考え方を示しています。

人権に関する社内教育
従業員一人ひとりが人権について正しく認識し、理解するとともに

人権尊重を基本とした企業風土をつくり、企業の社会的責任を一層
推進するため、当社グループでは、イントラネットを活用して、全従業
員がいつでも人権について理解を深められる取り組みを行っています。
さらに、管理職へは、人権に関する研修を毎年行っています。

お取引先様との協働による
Scope3温室効果ガス排出量削減の取り組み

当社グループは、小売業を中核とした企業グループであるた
め、Scope3温室効果ガス排出量のうち、お取引先様から購入し
た製品・サービスの製造に伴う排出量（カテゴリ1）、および輸送・
配送に伴う排出量（カテゴリ4および9）が全体の約90％を占め
ています。そのため、Scope3温室効果ガス排出量削減に向けて、
自社単独の取り組みだけでなく、お取引様と協働して取り組むこ
とが重要であると考えています。　
当社グループにおける温室効果ガス排出量が高い大丸松坂
屋百貨店では、2021年度から、お取引先様に対する働きかけを
開始し、環境配慮型製品の取り扱いの拡大や物流の効率化に
取り組んでいきます。

今後、これらの取り組みを協働するお取引先様の数や範囲を
拡大していきます。

2020年度　Scope3温室効果ガス排出量実績

2020年度の当社グループScope3温室効果ガス排出量は、
2,922,739t-CO2となりました。当社グループは、SBT基準年で
ある2017年度から、グループ全体でのScope3温室効果ガス排
出量算定を開始し、毎年、算定実績の正確性の向上につとめて
きました。その結果、当社グループの2020年度Scope3温室効
果ガス排出量実績は、ロイド レジスター クオリティ アシュアラ
ンス リミテッド（LRQA）による独立保証声明書を取得しています。

サステナビリティ▶サプライチェーン全体のマネジメント サステナビリティ▶サプライチェーン全体のマネジメント

お取引先様とともに取り組む
Scope３温室効果ガス排出量削減 

お取引先様とつくる 
持続可能なサプライチェーン 

サプライチェーン
全体の

マネジメント

サプライチェーン
全体の

マネジメント

 背景 
脱炭素社会の実現に向けて、企業は自社の事業活動だけでなく、サプラ
イチェーン上の活動に伴う温室効果ガス排出量も把握・管理することが
求められています。また、環境側面だけでなく、企業のリスクマネジメント
の側面からも重要視されるようになっています。

 目指すゴール（コミットメント） 
私たちは、お取引先様とともに、環境に配慮した製品やサービスの調達
等に取り組むと同時に、再生可能エネルギー化、省エネルギー化に取り
組み、サプライチェーン全体での脱炭素社会の実現に貢献します。

 2023年度目標・KPI 
●Scope3温室効果ガス排出量10％削減（2017年度比、連結）

 2020年度の主な取り組み 
●JFRグループ Scope3温室効果ガス排出量22.7％削減（前年度比、連結）
●廃棄物排出量削減
●環境配慮型包装資材への切り替え
●テレワーク推進、出張の効率化

顧
客
や
お
取
引
先
様
と
の
協
働

J
F
R
グ
ル
ー
プ
独
自

2021年度 2022年度 2023年度

※円の大きさは、カテゴリ別の排出量シェアを表しています。

調達した製品・サービス1

資本財2

燃料およびエネルギー関連活動
（Scope1・2以外）3

輸送・配送（上流）4

廃棄物5

出張6雇用者の通勤7

輸送・配送（下流）9

販売した製品の使用11

販売した製品の廃棄12

リース資産13

JFRグループのScope3温室効果ガス排出量削減の方向性

アセスメントの実施にむけて

当社グループは、2019年、グループのお取引先様に行動原
則を送付し、当社の社会的責任に対する考え方や規範につい
て賛同いただけるよう働きかけるとともに、大丸松坂屋百貨店
においては、説明会を実施しました。

2021年度は、賛同いただいたお取引先様に対し、共有した

行動原則の理解・遵守状況を確認するため、行動原則に関する
アセスメントを実施し、必要に応じて、対話による改善を進めて
いきます。
このプロセスを積み重ねることで、サプライチェーン上のリス
クの把握とお取引先様とともにつくる持続可能なサプライチェー
ンの構築につなげていきます。

 背景 
サプライチェーン上で発生する差別や強制労働などの人権問題、新型コ
ロナウイルス感染症の拡大・長期化は、サプライチェーンに大きな影響を
及ぼしています。企業には、サプライチェーンに潜むリスクに対応し、持
続可能なサプライチェーンを構築することが求められています。

 目指すゴール（コミットメント） 
私たちは、お取引先様とサステナビリティに対する考え方を共有し、共に
社会的責任を果たすことを通じて、サプライチェーン全体で持続可能な
未来の社会づくりに貢献します。また、私たちは、お取引先様とともに、サ
プライチェーンで働く人々の人権が守られ、健康に働き続けることができ
る職場環境づくりを実現します。

 2023年度目標・KPI 
●JFRお取引先様行動原則浸透に向けたアセスメントの質問票の回収率80％、
浸透率25％

●人権デューデリジェンスの取り組みの拡大
●従業員への人権教育実施率100％

 2020年度の主な取り組み 
●お取引先様行動原則アセスメント実施準備（2021年秋実施予定）
●人権デューデリジェンスの取り組み（人権リスクの特定、人権方針の拡充）

当社グループは、国連が定めた「ビジネスと人権に関する指導原則」
に則って、人権への取り組みを進めています。私たちのあらゆる事業
活動の土台に人権の尊重を据え、関係する国・事業活動全般にわた
る人権問題について理解を深めるとともに、当社グループにおける人
権リスクを特定し、「人権方針」を策定しました。
今後は、お取引先様に共有した人権方針の遵守状況についてアセ

スメントを行い、課題が見られたお取引先様とは改善に向けた対話
を行うことで、人権デューデリジェンスの活動を進めていきます。

人権リスクの特定
2020年、事業活動が人権に及ぼす人権リスクを特定しました。リ

スクマネジメント委員会において、環境分析をもとに、リスクを識別・
評価し、優先的に対応すべきリスクの絞り込みを行い、「JFRグループ
リスク一覧」として、グループ全体でリスク認識を共有しています。

人権デューデリジェンスの取り組み

人権デューデリジェンスのプロセス

人権リスク
の特定

人権方針の
策定 アセスメント 対話改善

ステーク
ホルダー
への開示

JFRにおけるリ
スク一覧の中
から人権に関
するリスクを
特定する。

人権に対する
コミットメント
として、社会
的状況に対
応した人権
方針にする。

共有した人権
方針の内容
が遵守されて
いるかをアセ
スメントによ
り確認する。

アセスメント
の結果で課題
が見られた取
引先に対して、
改善に向けた
対話を行う。

定期的に人
権デューデリ
ジェンスにつ
いての情報
開示を行う。

特定した人権リスク
対象 人権に関するリスク

JFRグループ JFRグループ従業員の健康など労務管理の不備
（外国人・障がい者含む）

JFRグループ+1次サプライヤー 不適切な雇用・請負・業務委託・労働者派遣

1次サプライヤー サプライチェーンの持続可能性
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採用では、大丸松坂屋百貨店では、出産や育児を契機に仕事から離
れた専門人材を採用する「マザー採用」を行っています。そこで採用
された従業員は、他社でのキャリアを活かし、人事、財務、経営戦略
部門などで即戦力として活躍しています。
また、取締役についても、2021年5月に初めて社内出身の女性（1名）

を選任しました。社外取締役（2名）とあわせ、女性は3名となり、女性
比率は25％となっています。

サステナビリティ▶ダイバーシティ＆インクルージョンの推進 サステナビリティ▶ワーク・ライフ・インテグレーションの実現

多様な個性や能力の尊重による 
事業の成長 

従業員とその家族の
Well-Being Lifeの実現 

ダイバーシティ＆
インクルージョン

の推進

ワーク・ライフ・
インテグレーションの

実現

 背景 
少子高齢化による労働人口の減少が社会問題となっています。また、JFR
グループは女性やシニア、中途採用など、多様な人財がともに働く環境と
なっています。そのため、マテリアリティをさらに一歩進め「ダイバーシティ
＆インクルージョンの推進」として、多様な能力を尊重し、一体性を生み
出すことで、企業の競争力強化につなげます。

 目指すゴール（コミットメント） 
私たちは、多様性と柔軟性をキーワードに、ステークホルダーすべての人
がダイバーシティの本質である異なる個性や視点を大切にし、多様な能
力を発揮できる企業をつくります。また、多様な個性や能力が相互に影響
し、機能し合うこと（インクルージョン）により、イノベーションを生み出し、
多様なお客様の期待に応え、事業の成長を目指します。

 背景 
ITの進化や、仕事と育児・介護を両立する人の増加、新型コロナウイルス
感染症の影響により、働き方が多様化しています。マテリアリティをさら
に一歩進め「ワーク・ライフ・インテグレーションの実現」として、従業員
が仕事と生活の双方に取り組める環境をつくり、企業の生産性向上につ
なげます。

 目指すゴール（コミットメント） 
私たちは、ニューノーマル時代の新しい働き方として、多様性と柔軟性を
キーワードにした働き方を促進し、同時に心身の健康を保ちます。これに
より、従業員と家族のWell-Being Lifeを実現し、組織の生産性向上につ
なげます。

 2023年度目標・KPI 
●女性管理職比率26％　　　　●65歳定年を導入する事業会社拡大
●障がい者雇用率2.6％　
●ダイバーシティ＆インクルージョンの従業員への浸透100％
●LGBT等多様なお客様への売場・商品・サービスへの展開

 2020年度の主な取り組み 
●女性活躍推進　女性管理職比率19.9％（連結）
●社内女性取締役の選任
●シニアの活躍推進 65歳定年延長（導入企業 J.フロント リテイリング、大丸
松坂屋百貨店、JFRカード、大丸興業、JFR情報センター）

●障がい者雇用の取り組み 障がい者雇用率2.21％（関係会社の特例範囲に
おける障がい者雇用率／2020年 6月時点）
●LGBTに関する制度制定　　　　●管理職へのダイバーシティ研修の実施

 2023年度目標・KPI 
●育児・介護離職率1.0％未満
●男性育児休職取得率100％
●いつでもどこでも働ける組織構築への制度・評価の定着
●従業員満足度60％

 2020年度の主な取り組み 
●育児・介護離職防止への取り組み　育児・介護による離職率1.1％（連結）
●男性の育児参加促進　男性の育児休職取得率18.8％（連結）
●テレワーク制度の拡大
●副業対象者の拡大（J.フロント リテイリング）
●健康経営としての新型コロナウイルス感染症拡大の影響による精神面への
サポート実施

当社グループは、多様な人財が互いの多様性を尊重し、それぞれ
の個性を認め合うことで個 の々能力を発揮し活躍できる企業を目指し、
「ダイバーシティの推進」から「ダイバーシティ＆インクルージョンの
推進」へマテリアリティを進化させました。ダイバーシティ＆インクルー
ジョンを推進することで、さらなる組織の活性化と、事業の成長につ
なげます。そのために、従業員のダイバーシティ＆インクルージョンの
理解を深め、自分らしく働ける企業文化を醸成します。さらに、お客
様の多様性を尊重し、多様なお客様のニーズに応えることで事業成
長を目指します。

当社グループは、従業員とその家族のWell-Being Lifeを実現する
ため、「ワーク・ライフ・バランスの実現」から、「ワーク・ライフ・インテ
グレーションの実現」へマテリアリティを進化させました。新しい働き
方として、誰もがいつでもどこでも働ける柔軟な働き方を可能とし、自
分らしく働くことができる職場環境を構築します。これにより、従業員
の仕事と個人の生活を柔軟により高い次元で統合し、相乗効果を発
揮することで、充実感を高め、組織の生産性の向上を目指します。ま
た、この様な取り組みにより心身ともに健康なWell-Being Lifeの実現
につなげていきます。

大丸松坂屋百貸店は、仕事と育児・介護の両立を支援するため、
法定を超える制度を充実させ、育児・介護をしながら働き続けられる当社グループは、性別を問わず、個人の能力・適性・意欲等に基づ

いて人財を活用しています。特に女性が能力を発揮できる環境を整
えるため、制度整備と教育を推進しています。制度として、育児をし
ている女性への支援制度を整備し、ライフステージの変化に影響さ
れることなく、継続して働き続けられる環境となっています。教育では、
管理職研修の実施や、仕事と育児の両立に取り組む短時間勤務者
を主な対象とした「JFR女性塾」などの研修を実施しています。また、

ダイバーシティ＆インクルージョンへの進化 

女性活躍推進 

ワーク・ライフ・インテグレーションへの進化 

育児・介護離職防止

JFRグループ女性管理職登用（連結）

LGBTへの取り組み

当社グループは、多様な社員が活躍できる職場環境を構築する
ため、LGBTへの支援を強化しています。2021年3月から、制度面では、
「同性パートナーシップ規則」「性別移行支援休暇」を新設し、全
事業会社において、「LGBT相談窓口」を設置し、LGBTの社員が匿
名で相談できる体制を整えました。加えて、管理職研修の実施や、
全従業員を対象としたe-ラーニングの実施、社内イントラネットで
のLGBTページでの啓発など、全従業員の理解促進と、新たな企業
文化づくりにも積極的に取り組んでいます。多様な従業員が自分ら
しく働き、Well-Being Lifeを実現できる職場環境を目指します。

2021年度 LGBTへの取り組みと内容

LGBTへの取り組み 内容

同性パートナーシップ
規則※

同性パートナーを「配偶者」に適用される
諸規則等にて適用

性別移行支援休暇※ ホルモン治療や性別適合手術等の休暇制度の
新設

LGBT相談窓口 全事業会社にLGBT専門の相談窓口を設置

管理職への研修 LGBTに関する研修を実施

全従業員への研修 LGBTに関するe－ラーニングを実施

LGBTガイドブック 全従業員へ携帯用ポケットガイドを作成

イントラネットでの啓発 全従業員がいつでもLGBTについて勉強できる
サイトを作成

男性の育児休職取得促進

当社グループは、男性の育児参加を促進しています。2019

年から、大丸松坂屋百貨店では、有給の育児休職制度「短期
間育児休職制度」（最長2週間）を導入し、男性が育児休職を
取得しやすい環境を整備しています。パルコでは育児休職を取
得した従業員へ性別を問わず奨励金を出しています。今後は、
「短期間育児休職制度」をグループ内へ広げ、管理職や人事
からの取得促進を強化していきます。2030年には育児をする
女性、男性、LGBT等すべての従業員が育児休職を100％取得
できる環境を目指します。

テレワーク制度の拡大

当社グループは、生産性向上を目指した環境整備のため、

2019年から在宅勤務制度を導入し、テレワークの活用を推進
しています。

J.フロント リテイリングでは、2021年3月から、テレワーク制度
を拡充しました。自宅以外での就業が可能となり、私用による勤
務の一時中断（Myタイム制度）、一日の勤務の中でテレワークと出
社を組み合わせるなど柔軟な働き方ができるようになりました。一
方で、過重労働を防止するため、インターバル制度を設けていま
す。さらに、テレワーク日数に応じて在宅勤務手当を支給していま

す。いつでもどこで
も柔軟に働ける環
境を整え、従業員
のWell-Being Life

の実現と組織の生
産性向上を目指し
ます。

2020年度 法を上回る育児・介護関連諸制度の
取得者数（大丸松坂屋百貸店）

制度 内容 取得者数

育児休職 小学校就学月末日まで（法定は最長2歳未満） 139人

育児時短勤務 小学校就学月末日まで（法定は3歳未満） 209人

介護休職 通算1年以内分割取得可、分割回数制限なし
（法定は93日以内で3回を上限に分割取得可） 2人

介護休暇 有給（法定は無給も可） 30人
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※一部の事業会社では、適用制度が異なります。

環境整備を進めています。あわせて、フレックスタイム制度などの多
様な勤務制度、さらにテレワークを組み合わせることで柔軟な働き方
を実現し、育児・介護離職を防止しています。今後はさらに、一人ひと
りのキャリアデザインをサポートしていきます。
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サステナビリティ▶お客様の健康・安全・安心なくらしの実現

お客様に提案する
Well-Being なくらし 

お客様の
健康・安全・安心な
くらしの実現

BINO栄

店舗を核とした街づくり

当社グループは、店舗を核に地域全体の魅力化に取り組み、
地域とともに成長するビジネスモデルを展開しています。取り組
みのルーツは、大丸神戸店の神戸・旧居留地区における周辺店
舗開発であり、地域全体の活性化を実現したこのノウハウを発
展させ、地域の魅力向上や地域貢献につなげています。
パルコは、2020年11月、大阪心斎橋エリアに「心斎橋

PARCO」、名古屋市栄エリアに「BINO栄」をオープンしました。
「心斎橋PARCO」は、2019年にリニューアルオープンした「大
丸心斎橋店本館」とともに心斎橋エリアの新しいランドマークと
して、互いの強みを活かし、心斎橋を訪れる様々なお客様に対
して、モノを買うだけではない新しい価値観やコト・体験を提供
し、地域の新たな賑わいを創出しています。また、「BINO栄」は、
BINOの冠である「Beauty=美」をキーワードに、来館者の日常を
豊かに美しく彩り、栄エリアの回遊性の向上と街のさらなる魅力
アップに貢献しています。

WEBを活用した地域共生プロジェクト
「Think LOCAL」

当社グループは、全国に店舗がある強みを活かし、地域なら
ではの商材の取り扱いを拡大し、地域の生産品をその地域で
消費する「地産地消」の取り組みにより、地域活性化に貢献し
ています。
大丸松坂屋百貨店は、サステナビリティ活動の一貫として、

地域の課題を考え応援する「Think LOCAL」に取り組んでいま
す。2020年9月には、「買って、食べて、参加して！キャンペー
ン」として、全国各地の名産品のオンライン販売と、店舗のある
地域のNPOなどへ寄付できるデジタルチャリティを実施しまし
た。店舗のある地域のおいしい名産やおすすめの銘品などをオ
ンラインで販売する「ニッポンをお取り寄せ地産市場」と、地域
のNPOなどへオンラインでの募金を行うことで、コロナ禍によっ
て影響を受けた地域の企業、施設や団体への支援に取り組み
ました。
今後も、オンラインでの販売強化とともに、各店舗での地域と

の共生に取り組んでいきます。

サステナビリティ▶地域社会との共生

店舗を核とした街の活性化 地域社会との
共生

 背景 
少子高齢化が進む一方で、都市部へ人口が集中する中、地域の魅力向
上や地域活性化が社会課題となっています。また、新型コロナウイルス
感染症の影響により、働き方の変化による職住融合のニーズや、地方移
住への関心が高まっています。企業には都市部だけではなく、地方の活
性化への取り組みが求められています。

 目指すゴール（コミットメント） 
私たちは、地域のコミュニティ、行政、NGO・NPOとともに、店舗を基点と
して、地域資産をいかした持続可能な街づくりに貢献します。また地域の
魅力を発掘・発信することで、街に集う人々にワクワクする新しい体験を
提供します。

 2023年度目標・KPI 
●文化や歴史をはじめとする地域の特徴をいかした街の魅力向上、街の賑わ
い創出に資する開発
●店舗のCSV化（サステナビリティ化）の横展開　
●行政、教育機関、NGO・NPOとの連携による地域活性化の推進
●地産地消などローカリティコンテンツの発掘・発信による地域活性化の推進
（全店舗で地域連携を推進）

 2020年度の主な取り組み 
●「心斎橋PARCO」、「BINO栄」のオープンを核とした街づくり
●新型コロナウイルス感染症により影響を受けた地元企業、地産品の販売支援
●WEBを活用した地産地消の拡大
●「パルコが運営するクラウドファンディングBOOSTER」による地域活性化
●パルコと学校法人昭和女子大学による産学連携協定の締結

 背景 
コロナ禍を契機に、消費者の価値観や生活様式は大きく変化し、環境や
社会課題の解決、健康につながる商品やサービス、感染予防を念頭にお
いた安全・安心へのニーズが高まっています。このような外部環境の変
化を背景に、お客様の健康・安全・安心の実現に向け、新たなマテリアリ
ティとして取り組みを強化します。

 目指すゴール（コミットメント） 
私たちは、お客様の心身ともに健康で安心なくらしに寄り添い、高品質で
心地よい商品やサービスを提供することにより、お客様それぞれの自分ら
しいWell-Beingと心豊かなワクワクする未来を提案します。また、防災や
感染症リスク、BCP(事業継続計画)に対応し、店舗のレジリエンスを高め、
それと同時にデジタルを活用したオペレーションを構築することで、安全・
安心に配慮した新しい顧客接点を創造し、社会の期待に応える店づくり
を推進します。

 2023年度目標・KPI 
●食品安全と環境保全に関する認証商品の取り扱い強化スタート　
●伝統文化やアート、カルチャーなどのエンタテインメント事業の領域拡大
●ウェルネス事業の立ち上げ
●JFRグループのサステナビリティ活動に対するお客様の認知度・共感度30％
●BCPの高度化と防疫対策の強化
●デジタルを活用したコミュニケーションによる非接触での顧客接点の強化

 2020年度の主な取り組み 
●エシカルライフイベントの実施や、フェアトレード商品を扱うショップの誘致
●化粧品のオンラインカウンセリングや、ライブコマースの活用
●心斎橋PARCOグランドオープン時の360度カメラによる「バーチャルツアー」の実施
●消費科学研究所におけるHACCP（ハサップ）の取り組み強化
●「JFR危機管理規程」の改定および「JFR危機管理マニュアル」の制定
●新型コロナウイルス感染症対策の実施

環境や社会課題の解決につながる商品を選択されるなど、お客様
のエシカル消費に対する意識の高まりを受け、大丸松坂屋百貨店や
パルコでは、エシカル消費に対応した商品やサービスの充実に向け
取り組んでいます。具体的には、SDGsに取り組むブランドを集積した
エシカルライフイベントの開催や、フェアトレード商品を扱うショップ
の展開を進めています。今後も、お客様が快適なくらしを送れるだけ
でなく、購入することで環境や社会に貢献できるようエシカル商品の
取り扱いを拡大していきます。
また、パルコではコロナ禍で健康や内面の充実への意識が高まっ

ていることから、2020年9月にウェルネス事業部門を立ち上げました。
健康の視点から生活者がより良く生きるための広い意味でのウェル
ネス領域に関する新たなライフスタイルの提案、価値提供を目指して
います。
今後、JFRグループが行っているサステナビリティ活動に対するお

客様の認知度や共感度についてアンケートを実施し、さらなるサステ
ナビリティ活動の充実につなげます。

お客様の期待に応えるWell-Being Lifeの提案に向けて 

店頭入り口での検温の様子

お客様に安心してご来店いただける
防災・防疫に強い店舗環境づくり

当社グループは、安全・安心に向けた取り組みを強化しており、
大丸松坂屋百貨店やパルコの店舗や各事業会社では、地震や
火災発生時に備え、防災訓練やBCP訓練を定期的に実施してい
ます。2020年、「JFR危機管理規程」の改定および「JFR危機管理
マニュアル」の制定を行い、マニュアルを体系的に整備しました。
また、大丸松坂屋百貨店やパルコは、新型コロナウイルス感
染症防止対策として、3密空間とならない環境づくりや、館内空
調強化等、安全・安心対策を実施しています。お客様へはマス
クの着用や、入り口でのサーモグラフィーによる検温とアルコー
ル消毒への協力をお願いしています。加えて、従業員には健康

管理の徹底と、飛まつ防止シールド等による感染防止対策を行っ
ています。新型コロナウイルス感染症に対しては、早期に緊急
対策本部を立ち上げるなど、組織的な感染防止対策の徹底に
継続して努め、並行して、これまでの対応策の検証を進め、将
来の新たなパンデミックに備えるための「感染症対応マニュアル」
の整備も進めています。

渋谷PARCOでは2021年3月 “サステナブル”をテーマにした初の全館企画
「CYCLE」を開催
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コーポレートガバナンス体制の概要 

当社は、純粋持株会社であり、経営判断の迅速化・経営責任 

の明確化をはかるため、事業子会社の業務執行事項については、 
グループ経営に関する重要なものを除き、各事業子会社にその 

権限を委任しています。 

なお、純粋持株会社としての当社の役割・責務は、次のとおりです。
●グループ全体のコーポレートガバナンスの確立
●グループビジョン・グループ中期経営計画・グループ経営方 

針の企画・立案およびこれらの進捗・成果管理

●グループ経営資源の最適配分 

●グループ全体のリスクマネジメント体制の確立、内部監査 

●グループ経営に関する重要な業務執行事項の意思決定 

●各事業会社の経営方針・経営戦略への助言・承認およびその 

進捗の監督・評価
 また、当社の経営組織として５つの統括部（経営戦略統括部、 

グループデジタル戦略統括部、財務戦略統括部、人財戦略統
括部、業務統括部）を設置し、それぞれの組織の役割・責任・権
限を明確にし、監督機能の強化、グループ全体の内部統制シス
テムの充実をはかっています。

コーポレートガバナンス

ガバナンス▶コーポレートガバナンス

日本版スチュワード
シップ・コード策定

2014 2015 2016 2017 2018

コーポレートガバナンス・
コード改訂

コーポレートガバナンス・
コード適用

●取締役会評価開始
●コーポレートガバナンス方針書策定
●ガバナンス委員会設置
●経営人財評価開始

●最適機関設計の検討
●取締役会付議基準見直し
●取締役会合宿（年1回開催）
●政策保有株式削減開始

●IFRS任意適用 
●取締役会付議基準見直し
●役員報酬ポリシー策定 
●「協議事項」設定
●JFR経営塾開始

●グループガバナンス強化への取り組み
●コーポレートガバナンス方針書改訂
●政策保有株式議決権行使方針に基づく個社対応

指名委員会等設置会社監査役会設置会社

2019 2020

●経営諮問会議設置
●社外取締役を監査委員会 委員長に選定
●取締役会付議基準 見直し
●社外取締役を5名から6名へ

●パルコの完全子会社化
●報酬ポリシーの改定
●ガバナンス委員会の設置
●取締役会付議基準の見直し

2021

●社外取締役の構成を2分の1に
●報酬ポリシーの改定

指名委員会等設置会社

コーポレートガバナンス・
コード改訂

ガバナンス委員会

各執行部門
経営戦略統括部 グループデジタル戦略統括部 業務統括部人財戦略統括部財務戦略統括部

執
行
統
制
機
能

ガ
バ
ナ
ン
ス（
監
督
）

機
能

代表執行役社長

会計監査人

株主総会

指名委員会

監査委員会

報酬委員会

グループ経営会議

内部監査室

リスクマネジメント委員会

コンプライアンス委員会

取締役会

取締役会議長

選解任

監査

監督

連携・報告

連携
報告報告

報告

報告

指示

諮問

諮問
諮問

報告

連携
報告

監査
監査

監査

グループ各社

サステナビリティ
委員会

持株会社であるJ.フロント リテイリングは、グループの一元的なガバナンスの中心
として、グループ全体の経営の遵法性・透明性・客観性・健全性を確保し、ステー
クホルダー（お客様、株主、従業員、お取引先、地域社会など）へのアカウンタビリ
ティの重視・徹底をはかるため、グループ全体の内部統制システムの構築・整備およびその運用状況の監督を通じたコーポレートガバナンス
の強化を、経営の最重要課題の一つとして位置づけています。 

その一環として、当社は、機関設計として指名委員会等設置会社を採用しています。その理由は
①監督と執行の分離による経営監督機能の強化 ②業務執行における権限・責任の明確化および機動的な経営の推進
③経営の透明性・客観性の向上 ④グローバルに対応できるガバナンス体制の構築
により、コーポレートガバナンスのさらなる強化に取り組むためです。
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<主な論議>

●取締役の選任および解任
●代表執行役の選定および解職
●執行役の選任および解任ならびに職務の委嘱および解職
●取締役会議長の選定および解職
●法定3委員会の各委員長および各委員の選定および解職
●サクセッションプランに関する事項

②監査委員会 

監査委員会は、独立社外取締役3名と、監査精度の維持・向
上をはかるため、社内情報に精通した常勤の社内非業務執行
取締役1名で構成します。透明性・客観性確保の観点から、委
員長は独立社外取締役から選定しています。

 監査委員会は、執行役および取締役の職務執行が法令およ
び定款に適合し、当社の基本理念・グループビジョンに沿って、 
効率的に行われているかを実効的に監査し、必要な助言・勧告
等を行うとともに、内部統制の構築・運用状況について監査を 

実施し、監査報告を作成します。また、監査委員会は会計情報
の信頼性の確保のため会計監査人を監督し、株主総会に上程 

する会計監査人の選解任議案の内容の決定等を実施します。

<主な論議>

●監査方針・監査計画の策定
●内部監査室報告
●会計監査人報告
●監査所見の作成
●監査報告書の作成

③報酬委員会
報酬委員会は、独立社外取締役3名と非執行の取締役会議長
で構成します。透明性・客観性の観点から、委員長は独立社外
取締役から選定しています。 

報酬委員会は、当社取締役および執行役、主要子会社の役員
（取締役、執行役員および監査役）の個人別の報酬等の内容
に係る決定に関する方針ならびに当社取締役および執行役の
個人別の報酬等の内容を決定します。

<主な論議>

●役員報酬ポリシーにかかる修正要否
●個人別の役員報酬水準（ミッショングレード別の基準額）
●賞与にかかる業績目標および評価テーブル 

●前事業年度の賞与にかかる業績評価および個人別支給額等 

取締役会 

① 取締役会の基本的な役割・責務
株主の皆様に選任され当社の経営を負託された取締役は、 

株主に対する受託者責任・説明責任を踏まえ、グループビジョ 

ンの実現に向けて、取締役会において次の役割・責務を果たし
ていきます。
●グループビジョン・グループ中期経営計画・グループ経営方 

針その他の経営の基本方針について、建設的な議論を重ね 

るほか、そのリスク評価も含めて多面的・客観的に審議し、グ 

ループ経営の大きな方向性を指し示すこと
●上記の方向性を踏まえたグループ経営に関する全体方針、 
計画について適切に意思決定を行うこと、およびその計画に 

ついて進捗・結果を監督すること 

●非連続な成長に向けた攻めの経営を後押しする環境整備を 

行うこと
●当社グループ全体の内部統制システムの構築・整備を進める 

ほか、その運用状況を監督すること 

●関連当事者間の利益相反を監督すること 

●指名委員会に委任した経営陣幹部の後継者計画・経営人財 

に係わる人事配置計画・経営陣トレーニングについて指名委 

員会からの概要の報告を基に進捗状況を監督すること 

②取締役会の構成 

当社の取締役会は、定款に定める15名以内の適切な員数で 

構成します。2021年5月27日現在、取締役12名（うち独立社外
取締役6名）で任期は1年です。 取締役候補者の指名に際して
は、経営監督機能強化の観点はもとより、監督と執行の人数や、
事業経営に関する経験と知見を有する人財などによる構成を考
慮しつつ、バランスとボードダイバーシティを確保します。 また、
社外取締役の選任に当たっては、当社が設定した独立性判断
基準に照らし、当社株主と利益相反が生じる恐れがない高い独
立性を有している者を選任します。

③取締役会における主な論議内容、および課題解決の
　取り組みについて

 2020年度の取締役会は、コロナ禍によって業績が大きな影
響を受けるなか、グループの収益力や財務の安定性を踏まえ、
経営構造改革を最優先に取り組むことを取締役会で意思決定
し、アジェンダセッティングに反映しました。2021年3月にスター
トした中期経営計画の策定に向けては、グループが持つ強みを
事業間で横断的に活かし、成果につなげる計画を通じて、最終
年度である2023年度にコロナ禍前の2019年度業績水準に戻
すことを目標とする論議を行いました。 

また、前述のアジェンダセッティングに加え、取締役会課題
管理表の導入や、取締役会議長と法定3委員会の各委員長と
の定期ミーティングの開催などを通じて、より実質的な論議に
つながる取り組みを行いました。
●2021～23年度グループ中期経営計画
●経営構造改革
●ESG中期3ヶ年計画
●ITガバナンス強化の取り組み
●内部統制システム構築の基本方針
●株主政策・IR活動への取り組み
●政策保有株式の保有合理性検証

指名委員会・監査委員会・報酬委員会

①指名委員会 

指名委員会は、独立社外取締役3名と非執行の取締役会議
長で構成します。透明性・客観性確保の観点から、委員長は独
立社外取締役から選定しています。 指名委員会は株主総会に
提出する取締役の選任および解任に関する議案内容を決定す
るとともに、代表執行役を含む執行役の選解任や各法定委員
会の委員長および委員の選定および解職に加え、代表執行役
社長をはじめとした経営陣の後継者計画について、 取締役会
への答申内容を決定します。

●前事業年度の株式報酬にかかる業績評価および個人別支給額等 

●外部データ等を用いた役員報酬の水準・構成・KPI等の検証 

●大きな経営環境の変化等に伴う役員報酬にかかる対応

エグゼクティブ・セッション

独立社外取締役のみによる会合として実施し、自由闊達に意
見交換、情報共有を行います。取締役会での課題や実効性向上
をはかる上での問題点等、監督する立場として注意を払うべき必
要がある事項について論議しています（リードディレクターは、独
立社外取締役 佐藤りえ子氏）。リードディレクターの要請に応じ
て、代表執行役社長や取締役会議長も 論議に参加しています。

2020年度は、新型コロナウィルスの感染拡大影響を踏まえ
れば、経営構造改革への取り組みが最優先という論議に基づき、
取締役会議題の見直しなどにつなげました。

ガバナンス委員会

当社が指名委員会等設置会社に移行した2017年から一定
の期間が経過し、この間にパルコの完全子会社化や新たな中期
経営計画の策定などの変化の他、取締役会実効性評価におい
て、あるべきガバナンスの姿と実態とのギャップに関する課題認
識も踏まえ、グループ全体のガバナンス体制と運営ルール等を
再検証する場が必要であると判断しました。そこで当社グルー
プ全体の健全な成長を支え、中長期的な企業価値向上に資す
るグループガバナンスの再構築の実現に向け、取締役会の諮
問機関として、2020年10月にガバナンス委員会を設置しました。
ガバナンス委員会は、独立社外取締役6名と、取締役会議長、
代表執行役社長で構成します。

2020年度は、当社のガバナンス体制のあるべき姿、経営のス
ピード向上に向けた取締役会付議基準の見直し、取締役会と
してのサステナビリティへの取り組み、そしてスキルマトリックス
などについて論議しました。

 後継者の計画 

代表執行役社長の選定は最も重要な戦略的意思決定であり、
当社は、後継者（次期経営陣幹部）計画の策定・実施を経営戦 

略上の特に重要な項目として位置づけています。後継者候補の 

選定に際しては、社内データをもとに第三者機関による診断を

非業務執行

社外取締役 6名

議長 執行役社長女性

社内取締役 6名

女性女性
業務執行

社外取締役比率 50%

非業務執行取締役比率 66%

2分の1

過半数

社外取締役

委員長 議長

社内取締役

社外取締役

委員長

社内取締役

社外取締役

委員長 議長

社内取締役
スキルマトリックス（取締役に期待するスキル）

取締役会 指名委員会 監査委員会 報酬委員会
開催回数 15回 14回 18回 15回
社内取締役
出席率 100% 100% 100% 100%

社外取締役
出席率 98.8% 100% 100% 100%

1回あたりの
平均所要時間 2時間48分 46分 1時間45分 1時間1分

2020年度（2020年3月～2021年2月）

氏名 経営戦略 ファイナンス マーケティング 人財・組織開発 法務・コンプライアンス IT・デジタル E:環境 S:社会 G:ガバナンス
山本 良一 ○ ○ ○ ○
浜田 和子 ○ ○ ○
矢後 夏之助 ○ ○ ○
箱田 順哉 ○ ○ ○
内田 章 ○ ○ ○
佐藤 りえ子 ○ ○ ○ ○
関 忠行 ○ ○ ○
小出 寛子 ○ ○ ○
好本 達也 ○ ○ ○ ○
澤田 太郎 ○ ○ ○ ○
牧山 浩三 ○ ○ ○ ○ ○
若林 勇人 ○ ○ ○
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●当社が経営を担う者に求める「経営人財のあるべき姿」に適
う人財を確保（主はリテンション）できる報酬水準であること 

●株主との利益意識の共有や株主重視の経営意識を高めるも
のであること 

●報酬の決定プロセスは透明性・客観性の高いものであること

②報酬の決定プロセス
報酬の水準および報酬額の妥当性と決定プロセスの透明性

を担保するため、具体的な報酬支給額については独立社外取
締役と業務を執行しない取締役会議長で構成し、かつ委員長
を独立社外取締役とする「報酬委員会」の決議により決定しま
す。 役員報酬制度の見直しは中期経営計画期間に応じて実
施するものとします。ただし、中期経営計画期間中において、外
部環境の劇的な変化等で大幅な見直しが必要となった場合に
は、基本報酬の水準を見直すこととします。
【報酬の没収等】（クローバック・マルス）
執行役の賞与および株式報酬については、重大な会計上の

誤りや不正による決算の事後修正が取締役会において決議さ
れた場合、当社と役員との間の委任契約等に反する重大な違
反があった者ならびに当社の意思に反して在任期間中に自己
都合により退任した者が発生した場合等に、報酬を支給・交付
する権利の没収、または、支給・交付済みの報酬の返還を求め
ることができることとしています。

踏まえて作成した各後継候補者の評価内容について、社外取
締役が過半数を占める指名委員会において審議を重ねることで、 
選定プロセスを明確化、透明性を確保しています。後継者の決
定は、指名委員会が審議結果を取締役会に答申し、基本理念・
グループビジョンの実現を見据えて、取締役会が決議します。 

後継者に求められる資質については、コーポレートガバナン
ス方針書の「JFRグループ経営人財のあるべき姿」において、役
員に求められる5つの資質を明確にし、必要な価値観・能力・行
動特性を明確にしています。
❶戦略思考　
❷変革のリーダーシップ　
❸成果を出すことへの執着心　
❹組織開発力　
❺人財育成力
指名委員会では、これらを共有するとともに、10年後の当社

グループのあるべき姿を見据え、そこで求められる社長の人財
要件について論議することで、評価・育成指標の認識を一致させ、
育成・選抜に努めています。また、代表執行役社長の解職につ
いては、設定した目標や期待した成果と取り組みの結果（毎期
の業績、戦略の遂行状況等）に加え、指名委員会で決議した後
継者計画により選定された後継者候補の成果発揮等の状況を
踏まえ、指名委員会が審議・決議した答申内容を取締役会で決
定することとしています。なお、後継者計画は、当社を取り巻く
環境や置かれた状況の変化、掲げた戦略の進捗等を勘案した
内容となるよう計画的かつ継続的に指名委員会の中で議論を
重ねています。また、経営陣幹部については、代表執行役社長
の場合と同様、指名委員会からの答申を受け決定します。

取締役会評価

事前アンケートをもとに、第三者機関が取締役（社内・社外とも）
全員に対する個別インタビューを行い、その結果を集計・分析し
た報告書に基づいて、取締役会で協議しています。過去5回の評
価に基づく改善を経て取締役会およびガバナンス体制の枠組み
は整ってきたと認識していますが、2020年度は、取締役会議長
と代表執行役社長の交代による新体制となったことを踏まえ、昨
年度の指摘課題への対応状況を検証する一方、特に取締役会
の審議・運営状況を踏まえた課題の顕在化に重点を置きました。
〔評価項目〕
取締役会の役割、責務に照らし、新たな設問と継続性を把握

するための定例設問のバランスに考慮しながら、社内取締役・
社外取締役・各委員会委員など、立場に応じた回答結果が把
握できるように設定して、評価・分析を行います。
〔2020年度の主な評価項目〕
●グループ全体への取締役会の貢献度
●取締役会の構成
●運営状況
●論議内容

●指名・報酬・監査の各委員会活動の実効性
　　　　　　　　など37項目

〔評価結果および課題への取り組み等〕
6回目となる2020年9月から10月にかけて実施した取締役会

評価について、第三者機関からは、現行の取締役会構成の下で、
審議内容の客観性を高め、多角的な視点から活発な論議が行
われているとの報告を受けるとともに、取締役会では以下の課
題を認識しました。
●取締役会の役割の再定義
●中長期戦略に関する論議の強化
●取締役会の構成見直し
●取締役会のPlan、Checkの強化
●指名委員会の機能強化

これらの課題を受けて、2021年度は以下に取り組み、取締
役会の実効性を高めていきます。
●取締役会の役割を見直し、執行への権限委譲を進めて経営
のスピードアップにつなげる
●中長期成長戦略は、コロナ禍の状況を踏まえ、執行の取り組
みのモニタリングを強化する
●取締役会課題管理表を作成し、課題の進捗管理をおこなう
●経営陣の評価プロセスを見直し、指名委員会と報酬委員会
との連携を強化する

役員報酬制度

当社は、グループビジョンの実現に向けた中期経営計画の着実
な遂行をはかるため、役員向け株式対価報酬制度を含む「役員報
酬ポリシー」を2017年4月に策定し、公表しておりますが、新中期
経営計画の策定に際し、内容を見直し、2021年4月に改定しました。 

なお、本ポリシーの改定に合わせ、株式対価報酬の対象を当
社取締役および執行役、当社の主要子会社である大丸松坂屋
百貨店の取締役および執行役員に加えてパルコの執行役員に
も拡大しております。
また、2020年度より、有価証券報告書における提出会社の
役員としての報酬等（主要な連結子会社の役員としての報酬等
がある場合には、当該報酬等を含む。）の開示につき、連結報酬
等の総額が1億円以上である者に限ることなく、開示しています。

①役員報酬の基本方針
当社の役員報酬制度は、サステナビリティ経営の実現・推進

という目的達成に向けて（pay for purpose）、以下を基本的な
考え方とします。なお、主要子会社である大丸松坂屋百貨店な
らびにパルコにおいても、同基本方針を定めることとします。 

●当社グループの持続的成長と中長期的な企業価値の向上に
資するものであり、かつ、企業文化と整合したものであること

●プロの経営者の経営戦略に基づく役割（ミッション）の遂行を
後押しする報酬制度であること 

③執行役・非業務執行取締役の報酬構成　
執行役の報酬は、aミッショングレードに応じた「基本報酬」

（金銭報酬）、b事業年度ごとの個人評価等に基づく「賞与」（金
銭報酬）および c中期経営計画に掲げる連結業績達成率等に
連動する「パフォーマンス・シェア（業績連動株式報酬）」（信託
型株式報酬）とし、非執行の取締役の報酬は固定報酬のみの
構成とし、a職責に応じた「基本報酬」（金銭報酬） と d株式対
価報酬制度としての業績に連動しない「リストリクテッド・ストッ
ク（業績非連動株式報酬）」（信託型株式報酬）とします。 

a基本報酬（金銭報酬）
基本報酬は、固定報酬と位置付け、各役員の職責の大きさ
（重さ）に応じて執行役についてはミッショングレードごとに
決定し、非業務執行取締役についてはテーブルを決定します。

b賞与（金銭報酬）
執行役に支給する賞与は、中期経営計画のマイルストーンで
ある各事業年度の目標達成を後押しする業績連動報酬とし、
定量評価である「年度財務目標」と、定性評価を含む「年度
非財務指標」により、評価を行います。

cパフォーマンス・シェア（業績連動株式報酬）
パフォーマンス・シェアは、当社グループの持続的成長と中長期
的な企業価値の向上に向け、中期経営計画に掲げる連結業績
達成率等に連動して、執行役に対して当社株式を交付します。

※大丸松坂屋百貨店ならびにパルコの取締役および執行役員も上記図の「社長を
除く執行役」と同じ報酬構成とします。

執行役

非業務執行取締役

業績連動株式報酬の目標値および評価ウェイト

業績連動係数の変動イメージ

業績連動係数の計算方法

執行役の役位ごとの種類別報酬割合

執行役の報酬等

基本報酬

賞与

パフォーマンス・シェア

【社長】

非執行取締役の
報酬等

基本報酬

リストリクテッド・ストック

0% 100% 200%

1.0

2.0

0

係数

業績達成率

【社長】
基本報酬
38.5%

賞与
23.0%

金銭報酬
61.5%

株式報酬
38.5%

固定報酬
38.5%

業績連動報酬
61.5%

パフォーマンス・シェア
38.5%

【社長を除く執行役】
基本報酬
45.4%

賞与
27.3%

金銭報酬
72.7%

株式報酬
27.3%

固定報酬
45.4%

業績連動報酬
54.6%

パフォーマンス・シェア
27.3%

（注） 上記図は、賞与を標準ランク、株式報酬に係る業績達成率を100％とした場合
のモデルです。

（注） 大丸松坂屋百貨店ならびにパルコの取締役および執行役員も上記図の「社長
を除く執行役」と同じ報酬構成とします。

（注） ＫＰＩ（Key Performance Indicator）：重要業績指標
（注） 短期では①連結営業利益のみを採用し、当該目標値には、毎年４月に決算短

信で公表する当該事業年度の予想値（IFRSベース）を用います。なお、2021年
度の目標値は110億円です。  

（注）業績達成率が0 の場合は業績連動係数は0（0％）とし、業績達成率が200％以
上の場合、業績連動係数は2.0（200％）とします。

KPI 中長期の目標値 評価ウェイト
収益性 ① 連結営業利益 403億円（2023年度） 40%
効率性 ② ROE 7%（2023年度末時点） 40%

非財務
③ 温室効果ガス削減
（Scope1・2）排出量 ▲40%（2017年度比） 10%

④ 女性管理職比率の引き上げ 26%（2023年度末時点） 10%

業績達成率 業績連動係数
200％以上 2

0％以上200％未満 実績値÷目標値
0％未満 0
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③議決権行使方針
議決権の行使に際しては、保有先の持続的成長・中長期的な

企業価値の向上に寄与するものであるかどうか、当社グループの
持続的成長・中長期的な企業価値の向上に寄与するものである
かどうかの両観点から判断します。特に、コーポレートガバナン
ス体制に係る議案（役員選任）、株主還元に係る議案（剰余金処
分）、株主価値に影響を与える議案（買収防衛策導入）など、コー
ポレートガバナンス強化の上で重要度が高いと考える議案につ
いては、議決権行使の判断となる指針を定め、当社グループ全体
として、当指針に沿った対応を行います。なお、必要な場合にあっ
ては、議決権の行使に際して、保有先企業との対話を実施します。

株主総会の充実 

当社は、株主の皆様と建設的な対話に向け、株主総会の招 

集通知を早期発送（株主総会開催日の3週間前までを目処とし
ます。）するとともに、招集通知発送日以前の実務上可能な限り
早期に、その内容を金融商品取引所および当社のウェブサイト
に掲載し、株主の皆様の議決権行使のための検討時間を十分
に確保します。第14期定時株主総会の招集通知は、書面発送
に先立ち、 開催日の4週間前に金融商品取引所および当社ウェ
ブサイトに開示しました。また、国内外の機関投資家を含む株
主の皆様の議決権行使の利便性を考慮し、インターネット等に
よる議決権行使を導入するほか、議決権電子行使プラットフォー
ムを活用しています。さらに、外国人の株主の皆様にも適切に
議決権を行使していただけるよう招集通知の英訳を作成し、当
社ウェブサイトおよび議決権電子行使プラットフォームで開示
しています。 

なお、2020年度より総会会場へのご来場に伴う新型コロナ
ウイルス感染拡大リスクを極力低減させる観点から、従来以上
にインターネットによる議決権行使を促すとともに、ご来場いた
だけない株主様に向けて、総会における「経過成果」と「対処す
べき課題」の説明の模様をライブ配信しました。

　業績連動株式報酬全体の60%は中期経営計画終了時に
株式を一括交付し、40%は株主目線に立った経営を促進す
るため、株式を毎年交付する制度とします。
dリストリクテッド・ストック（業績非連動株式報酬）
リストリクテッド・ストックは、非執行の取締役がステークホル
ダー代表として、執行とは異なる立場で当社の攻め・守りの
ガバナンス強化のため、中長期目線で経営に携わることを目
的に、当社株式を業績には連動しない方法で交付する制度と
し、株式交付の時期は退任時とします。

資本政策の基本方針

当社は、フリーキャッシュ・フローの増大とROEの向上が持続 

的な成長と中長期的な企業価値を高めることにつながるものと
考えています。その実現に向けて、「戦略投資の実施」｢株主還
元の充実｣およびリスクへの備えを考慮した「自己資本の拡充」 
のバランスを取った資本政策を推進します。また、有利子負債 

による調達はフリーキャッシュ・フロー創出力と有利子負債残高 

を勘案して行うことを基本とし、資金効率と資本コストを意識し
た最適な資本・負債構成を目指します。フリーキャッシュ・フロー、 
ROEの向上には、収益性を伴った売上拡大を実現する「事業戦
略」および投下資本収益性を向上させる「財務戦略（資本政策
を含みます。）」が重要です。併せて、基幹事業の強化、事業領
域の拡大・新規事業の積極展開等に経営資源を重点配分する
ことにより、営業利益の最大化と営業利益率を持続的に向上さ
せていくことが重要であると考えています。
なお、グループビジョン実現に向けた取り組みを通じた重要
財務指標として、資本効率性はROE、事業収益性は連結営業
利益およびROIC、収益性・安全性はフリーキャッシュ・フロー、
財務健全性は親会社所有者帰属持分比率（自己資本比率)の
各指標を重視しています。

株主還元方針 

当社は、健全な財務体質の維持・向上をはかりつつ、利益水 

準、今後の設備投資、フリーキャッシュ・フローの動向等を勘案 

し、安定的な配当を心がけ連結配当性向30%以上を目処に適 

切な利益還元を行うことを基本方針とします。また、資本効率 

の向上および機動的な資本政策の遂行などを目的として自己 

株式の取得も適宜検討します。

政策保有株式　
　

①保有方針
当社グループは、政策保有株式（子会社・関連会社株式を除

く純投資以外の目的で保有する上場株式をいいます。）を新規
に取得することは、原則として行いません。ただし、保有合理性
の検証を通じて、当社グループの事業戦略を推進する上で不

可欠であり、中長期的な企業価値の向上に資すると認められる
ものについては、この限りではありません。例えば、地域活性化
に向けて保有要請があった場合、サステナビリティ経営の推進
に向けたマテリアリティの一つである「地域社会との共生」への
取り組みの観点から、執行内で保有の適否を十分検討した上
で、保有することが考えられます。なお、既に保有している政策
保有株式については、検証の結果、保有合理性がないと判断し
たものは、お客様企業・お取引先企業との間で交渉を行い、売
却方法・期間などの合意を得た上で適宜削減していきます。
また、非上場株式については、売却・削減に向け、執行内で継
続的に保有の適否を検討してきましたが当事業年度からは、上場
株式と同様に定性的な観点、および定量的な観点の両面から保
有の合理性を確認し、削減に向けた取り組みを強化していきます。

②保有合理性の検証
個別銘柄ごとに、定性的な観点および定量的な観点の両面 

から、取締役会において、毎年定期的に検証を行います。定性 

的な検証は、お客様企業・お取引先様企業との円滑かつ良好な 

取引関係の維持・サプライチェーンの確保など事業戦略に係る 

ものです。定量的な検証は、関連取引利益・配当金等を含めた 

株式保有による収益が資本コストを上回るか等に係るものです。

ディスクロージャーとIR活動 

当社は、「公正で信頼される企業として、広く社会への貢献を
通じてグループの発展を目指します。」という基本理念のもと、 
株主・投資家をはじめとするステークホルダーの皆様との信頼
関係を維持・発展させるため、当社に関する重要な情報を正確
にわかりやすく、公平かつ適時・適切に開示することにより、経営
の透明性を高めるとともに、当社についての理解を深めていただ
くことを目的にIR活動を推進しています。適時開示規則に該当
する当社の重要情報は、東京証券取引所が提供するTDnet （適
時開示情報伝達システム）を通じて開示を行うとともに、当社ウェ
ブサイト等においてもできるだけ速やかにその内容を掲載します。
また、適時開示規則に該当しない場合においても、当社への理
解を深めていただけると考えられる情報については、 当社ウェ
ブサイトへの掲載をはじめ、統合報告書の発刊等を通じ発信
していくよう努めます。開示する情報の特性に応じて、 TDnet・
EDINET・サステナビリティレポート・当社ウェブサイトなどを活用
する方法で、適時・適切に情報開示を行います。なお、 情報開
示の公平性の確保のため、株主総会招集通知・統合報告書・有
価証券報告書・適時開示情報・決算情報・サステナビリティレ
ポート・当社ウェブサイトについては、英訳を作成し開示します。
決算説明会やESG説明会等についてはプレゼンテーション動画・
資料と質疑応答の要約テキストを、また決算電話会議について
は質疑応答の要約テキストを和文・英文にてできるだけ速やか
に当社ウェブサイトにて公開しています。また、適時開示や当社
ウェブサイト等による情報発信に併せ、各種説明会、ミーティン
グの実施や株主・投資家の皆様からの日々のお問い合わせに対
する回答等を通じて、コミュニケーションの充実に努めています。
なお、株主・投資家の皆様から頂いたご意見・ご要望等につい
ては、当社および関連するグループ各社等において広く共有し、 
企業価値向上に向けた会社経営の参考としています。
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項目 備考

機関投資家・アナリスト向け決算説明会（決算・経営説明） 2回
当社ウェブサイトにて和文・英文とも動画配信。当日の質疑応答要約版も和
文･英文とも掲載。

機関投資家・アナリスト向け決算電話会議（1Q 、3Q ） 2回 当社ウェブサイトにて当日の質疑応答要約版を和文・英文とも掲載。

機関投資家・アナリスト向けスモールミーティング 12回

機関投資家・アナリスト向けESG説明会 1回
当社ウェブサイトにて和文・英文とも動画配信。当日の質疑応答要約版も和
文･英文とも掲載。

機関投資家・アナリスト向け店舗見学会 1回 心斎橋PARCO（2020年11月オープン）見学会を実施。

海外IR 2回/26社 オンライン形式で実施。

証券会社主催海外投資家カンファレンス 3回/17社 オンライン形式で実施。

機関投資家向け個別ミーティング 137回 電話会議中心に実施。

2020年度の投資家との主な対話活動
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の連携を密にし、コンプライアンス体制の基盤整備（推進体制や
推進計画の策定など）や、運用状況の監督を継続的に実施し、
法令･企業倫理等の遵守を推進します。また、重大なコンプライ
アンス違反事案が発現した際にはその対応方針を策定します。
なお、両委員会での審議内容については、定期的および適時 

に監査委員会に報告を実施します。　

JFRグループコンプライアンス・ホットライン 

当社は、当社グループの全役員・従業員および当社グループ 

で勤務する全ての者（アルバイト・お取引先派遣者を含みます。） 
が、コンプライアンス上の問題について「コンプライアンス委員 

会」に直接通知し是正を求めることを可能とする内部通報制度 

を設けています。通報窓口は、当社の社内窓口のほか、社外（顧 

問弁護士）にも窓口を置いています。この内部通報制度は、通 

報者の秘密保護のほか、通報者に対する不利益取扱いの禁止 

について、当社グループの社内規程で厳格に規定しています。
「JFRグループ コンプライアンス・ホットライン」は、2020年3

月に消費者庁所管の「内部通報制度認証（自己適合登録制度）」
（WCMS認証）に登録され、2021年も3月に更新しました。

IR活動への外部からの評価

当社は「IR優良企業賞2020」（主催：一般社団法人　日本
IR協議会）において、「IR優良企業賞」を受賞しました。2016年
に続き、2度目の受賞となります。また、昨年度の統合報告書
2020は、日本
経済新聞社に
よる「第23回
日経アニュア
ルリポートア
ウォード」にお
いて、特別賞を
受賞しました。

リスクマネジメント、コンプライアンス 

①リスクマネジメント
当社は、成長機会の確保に向けた戦略リスクを中心に、リス

ク全般に全社的な視点から 組織的に管理・対応するため、「リ
スクマネジメント委員会」を設置しています。同委員会は、代表
執行役社長を委員長とし、各統括部長および主要事業会社社
長等の委員で構成し、当社グループに係るリスクの識別および
評価を行います。委員会の決定事項は当社各部門やグループ
会社に共有し、リスクマネジメントが企業価値向上につながるよ
う取り組みを進めています。2020年度は、「2021-23年度グルー
プ中期経営計画」の起点となる「企業リスク」（P.22参照）を識
別するとともに、これを受けて識別した年度リスクを「JFRグルー
プリスク」一覧表としてまとめました。

②コンプライアンス
当社は、当社グループのコンプライアンス経営上の課題への
対応を適切に実施するため、「コンプライアンス委員会」（構成員
に顧問弁護士を含みます。）を設置しています。同委員会は、 代
表執行役社長を委員長とし、コンプライアンス推進担当部門と

取締役会

お取引先を含む従業員

リスクマネジメント委員会 コンプライアンス委員会

経営企画部
（内部統制・リスク管理担当）

法務部
（グループ・コンプライアンス担当）

JFRグループ
コンプライアンス・
ホットライン

窓口：社内／顧問弁護士

監査委員会

代表執行役社長 内部監査室

グ
ル
ー
プ
各
社

指示・報告

指示・報告

監査

連携

指示・報告

通報・回答

リスクマネジメント・コンプライアンス体制図

JFRグループリスク一覧表
1 米中をはじめ主要国分断の深刻化

2 グローバルな人・モノの流れの制約

3 コロナ禍の経済政策と疫病・災害への対応

4 デジタル化の加速など「新たな日常の実現」に向けた各種政策の進展

5 戦後最大の世界景気後退の長期化

6 東京一極集中の是正に伴う市場の変化

7 コロナ禍による資産バブル崩壊の可能性の高まり

8 外的要因によるインバウンド市場の変動

9 越境ECを中心とした海外における外国人市場の拡大

10 コロナ禍による金融危機の発生の高まり

11 新富裕層の台頭

12 コロナ禍での失業による所得喪失・所得減

13 少子化および人口減少の継続

14 高齢化の加速および長寿命化

15 人口の都心から地方への反転

16 単身世帯化の減速など世帯構成の変化の兆し

17 自己充足的、無形の価値を重視した消費の台頭

18 プレミアム消費の拡大

19 デジタルとフィジカルが融合した消費行動の増加

20 環境・社会に配慮した消費の拡大

21 テクノロジーの活用による既存ビジネスの変革

22 データ活用によるマーケティングの高度化

23 キャッシュレス決済の急増

24 業務のデジタル化の進展

25 シェアリングエコノミーの進展

26 既存ビジネスを脅かす新たなビジネスモデルの台頭

27 コロナ禍により生じた新規マーケットの台頭

28 業界再編の加速

29 業際を超えた企業買収・提携の増加

30 既存の事業モデルの脆弱性

31 既存取引先の消滅・戦略変更

32 真の顧客志向の実践

33 特定マーケット・取引先への依存

34 戦略投資、不採算事業の再生・撤退の判断の的確性

35 事業ポートフォリオの分析・再構築

36 理念・ビジョン・パーパス（存在意義）の発信

37 国内市場の縮小を見据えた海外戦略の検討

38 働き方や組織体制のパラダイムチェンジ

39 オープンイノベーションの活発化

40 戦略に適合した専門人財の獲得・育成・配置と活用

41 手堅い企業風土

42 CSVの実現による企業価値向上への要請

43 環境課題対応のマネジメント

44 社会課題対応のマネジメント

45 サプライチェーンの持続可能性

46 コーポレートガバナンス改革の進展

47 内部統制（会社法・J-SOX）の整備・管理・的確な評価

48 リスクマネジメントプロセスの着実な実践・検証

49 IR・SR活動の実効性

50 広報活動の実効性

51 コロナ禍における収益管理の実効性

52 コロナ禍における資金調達の持続性

53 最適資本構成の検討

54 為替レートの急激な変動

55 財務諸表の虚偽・誤謬、適時開示の遅れの発生

56 資産（のれん含む）減損の発生

57 税制改正、新会計基準への対応

58 自然災害の常態化

59 疫病の流行・深刻化

60 店舗・事務所の被災、インフラの停止

61 有害物質漏洩など環境破壊の発生

62 火災・漏電など事故、設備故障の発生

63 食中毒など健康被害、怪我・事故（加害・被害）の発生

64 サイバー攻撃によるシステム障害・不正アクセスの増加

65 外部に依存するシステムのトラブルの発生

66 BCM（事業継続マネジメント）の不足・遅延

67 緊急事案発生時の広報対応の不備

68 危機管理文書類の不備・欠落

69 建物・設備の安全管理の不備

70 従業員の健康など労務管理の不備（外国人・障がい者含む）

71 不適切な雇用・請負・業務委託・労働者派遣

72 退職金・年金制度運用の失敗

73 反社会的勢力との取引、各種法令に違反した取引・営業

74 下請法・独禁法の未遵守

75 役員・従業員の不正・不法行為

76 個人情報・機密情報・インサイダー情報の漏洩

77 倫理観の希薄化などコンプライアンス体制の不備

78 コンプライアンス事案に係るレポートラインの未遵守

79 商品・サービスの品質・調達コスト管理の不備

80 業務委託先管理の不備

81 契約管理の不備

82 取引先・顧客の倒産・貸倒れ
統合報告書2021HP

https://www.j-front-retailing.com/ir/library/annual.php
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と前から取り組むべきであったと思います。
私が2019年に当社の社外取締役に

就任し、監査委員として職務執行の監
査をしたとき執行サイドに、経営に危機
意識が足りないということを申し上げま
した。小売業、特に百貨店は、リーマン
ショックのときは年間売上が前年比1、2

割減くらいになったかもしれませんが、そ
れでも毎日お客様がいらっしゃって売上
が立っています。一方、製造業は、ある
製品が突然、他社の製品に置き換わる
とか、リーマンショックのときは工場が完
全に止まるということが起こっていました。
以前、私がいた素材をつくる会社は、サ
プライチェーンの川上に位置するので、
需要の変動が大きかったということがあ
ります。百貨店のように、徐々に需要が
減っていく状態だとやはり危機意識が出
にくく、「ゆで蛙」状態になっているので
はないでしょうか。今回、まさにコロナで
店を閉めなければならないという緊急事
態になって、役員だけでなく社員一同が
危機意識を持つようになりました。後は、
グループ一丸となって、この危機を乗り
越えるために新しい知恵を出してやれる
かどうかです。危機意識をバネにして早
くもとの状況にV字回復させることに取

り組んでいただきたいと思います。
事業ポートフォリオ改革が進んでない

のもまさに危機意識が足りないことが原
因だと思います。ただ、これに加えて経
営計画の立て方にも問題があったと思
います。前回の中期経営計画は5年で組
み立てられましたが、5年の計画ではポー
トフォリオを変えるのは難しいと思います。
どうしても現状積上げ的になるので中途
半端になるということを申し上げました。
むしろ、もっと先の10年後のあるべき姿、
ポートフォリオイメージを作ってバックキャ
ストし、3年ごとの計画、1年ごとの予算
というふうにするべきです。その実現に
向けて何をすべきかを考えるようにしな
いと変革はできません。今回、10年先の
あるべき姿を描いたうえで中期経営計
画を策定したという点ではこれまでより
も進んだのではないかと思います。

サステナビリティ課題を重視

サステナビリティは世界共通の課題で
あり、なかでも環境、人権の重要度が高
まっています。米国がパリ協定に復帰し、
日本もいよいよ本腰を入れて高い目標を
設定し、取り組みを開始することになりま
した。投資家も持続可能な社会へ貢献
する企業に資金を振り向けるようになっ
ており、企業も加速して取り組まざるを
得ない状況になってきています。当社の
場合、大丸心斎橋店で使用電力を再生
可能エネルギー100％に切り替えました
が、もっと加速して全店で取り組む必要
性に迫られてきています。さらに、自社グ
ループにとどまらず、Scope3でサプライ
チェーン全体を対象とし、お取引先を巻
き込んだ取り組みも必要だと思います。
これは、決して簡単ではありませんが、当
社が率先して計画を立てて進めていくと
いうことが重要です。また、欧米の有名
大手アパレルでは、リサイクル素材を積
極的に使うところも出てきています。そう
いうところとうまく取り組んでいくことも
重要でしょう。
人権についても大きな課題です。世

界的に人権デューデリジェンスでサプラ
イチェーン上に問題がないか調べるよう
求められることも多くなってきています。
国内小売業でも、扱っている商品がサプ

ライチェーン上において児童労働、強制
労働等に関与していれば、その商品を扱
う企業の責任が問われる方向にあります。
そういうリスクを踏まえて、扱う商品のサ
プライチェーンにおける人権をしっかり
把握し、そうしたことをやってないという
確認が必要です。
多様性について言えば、今回取締役

は女性が3名になり、多様性がさらに進
みました。ただし、百貨店とSCは女性顧
客が圧倒的に多いので、それを考えると
取締役にも女性が半分以上いてもいい
のではないでしょうか。執行役や店長も
同様です。顧客目線に立った経営、ある
いは監督、助言ということを考えると、女
性の比率はもっと高くてもいいでしょう。
長期的な構想として、女性目線をもっと
取り入れることにより、新たなビジネスモ
デルを作れる可能性もあると思います。
当社のように社員の女性比率が高いの
であれば、どんどん育成、抜擢して進め
ていけば良いと思います。ビジネスモデ
ル変革を考えるには発想を変えなけれ
ばいけませんので、多様性が不可欠です。
ガバナンスコード改訂を踏まえ、本年
度から取締役のスキルマトリックスを開
示することになりました。投資家・株主の
皆様にとっては、会社がどういう方向を
目指しているかわかりますし、バランスが
一目でわかるので、ひとつのやり方、説
明の手段であると思います。ただ、本来
は執行サイドがもっと多様化しないとい
けない。それによって業務執行にダイナ
ミズムが生まれ、新しいビジネスモデル
ができるものと考えています。均質組織
というのは、安定成長期は良いのかもし
れませんが、変革期においてはやはり弱
い。だから、本来は執行役のスキルマト
リックスも同様の形で出すべきでしょう。
過去にリアル店舗で海外に出て失敗

してきたというのは聞いていますが、そ
れで海外マーケットをあきらめていては
成長への可能性を閉ざしていることにな
ります。WEBなどにより海外の需要を取
り込むために、海外の人材を取締役に
限らず経営陣、マネジャークラスでも良
いので、採用して多様化をはかることを
考えてみても良いのではないでしょうか。
日本にとどまっていれば需要は減る一方
です。具体的にどうしたらいいかは日本

人の頭だけで考えるのは難しいと思いま
すので、こうした分野に強い海外の人を
連れてきて考えることも必要でしょう。

中期計画進捗の監督と助言

中期計画で10年後のあるべき姿を議
論できたのは良かったと思います。その
過程で、ファイナンス事業をかなり広げる
という話もありましたが、そうしたことも含
めてざっくばらんに議論できたのは良かっ
たと思います。リスクテイクしてチャレン
ジするのは重要なことですが、そのときに
押さえておくべきことが3つあります。1つ
は経営資源として強いもの、武器がある
かどうか。2つ目は当社がそれをやること
を社会が望んでいるか、社会的課題を解
決することにつながっているか。3つ目は
やりたいという強い意志が当社にあるか
どうか。その3つが揃って初めてあるべき
姿を目指すことができると考えています。
現状、あるべき姿とすごいギャップがある
がそれを埋めるためにどうするか、この3

年間で何をするか、例えばM&Aや、外部
から人を入れるとか、どこかと提携すると
か、そういう議論をすることが必要なので
す。構造改革も短期志向だけでやってい
ると、従業員の皆さんはついてこないでしょ
う。10年後の姿を示した上で、そのため
にいま、こういうことをしないといけないと
いうことを説明することが重要です。
また、10年後のあるべき姿を議論する

ことによって、ホールディングスとして何
をすべきかが少し見えてきたと思います。
今回の中期計画では「横串」のグループ
横断的な戦略を打ち出しました。いまま
では縦の事業戦略中心に中計を考えて
いたと思いますが、横串を入れることに
より、グループシナジーや全体最適の構
図を描きやすくなったと思います。ただ、
マトリックス経営は主軸がはっきりしな
いと混乱するのですが、現状横軸のコミッ
ティと縦軸の事業会社とのあいだで主
軸が何かがはっきりしていないのではな
いでしょうか。運営面で全体最適な判
断、決断が行われるのかどうか、よく見
ていきたいと思います。
今回の中期経営計画では2030年か

らバックキャストして策定していますが、
10年後のあるべき姿がまだ現状の積み

重ね、延長線上でつくられている印象が
あります。10年後の世界を考えると、日
本の人口が減るのは明らかですし、それ
以上にデジタルネイティブが確実に消費
の主流になることに留意すべきだと思い
ます。インターネットにまったく抵抗のな
い世代が消費の主流になることを考える
と、10年後はリアル×デジタル戦略でもっ
とWEB売上を高い目標に設定する必要
があるのではないかと思います。リアル
とWEBで、例えば半 く々らいの想定にし
てもいいのではないかと思います。リア
ルでもデジタルでも容易に楽しく買物が
出来るハイブリッド型百貨店、ハイブリッ
ド型SCを目指すくらい思い切った発想
転換がいるかもしれません。
そのときに、百貨店で言っている「時
間と場所の制約をなくす」というのは非
常に良いコンセプトで、これは日本のマー
ケットだけにとどまるのではなく、海外展
開も可能とする概念です。海外の人がイ
ンバウンド需要以上にWEBで買うような
姿をイメージして、そのために何をした
らいいかを考えればいいと思います。そ
ういう発想が10年後にあってもいい。日
本の人口は2050年前後には1億人を割
り、2100年にはその半分近くになって
いるとも言われています。日本国内のリ
アル店舗主体でやっていくというのでは
成長面で限界がきます。例えば、リアル
とWEBが5:5という姿にするためにはど
うすればいいかをもっと議論すべきです。
当然、業界再編といったことも中長期的
には起こりうるということも想定していな
ければならないでしょう。
社外取締役の役割として重視してい

るのは、独立した立場で業務執行役員
の執行状況を監督することであり、これ
が一番の責務です。特にガバナンスで
は代表執行役社長の執行状況に対する
監督と選解任、後継者育成計画の策定
が取締役会として最も重要で、そこに独
立社外取締役がしっかり関与していきま
す。これに加えて、日本の場合は攻めの
ガバナンスとしての助言、アドバイス、意
見具申が期待されていることも承知して
います。過去の柵がないので、客観的か
つ公平な判断を行いながら、当社グルー
プの中長期的な企業価値向上に貢献し
ていきたいと思います。

内田 章独立社外取締役

ガバナンス▶社外取締役インタビュー

横河電機株式会社 社外取締役
株式会社大丸松坂屋百貨店 社外取締役

危機意識をバネに

社外取締役として当社の監督、助言
に関わる機会が他社と比べても多いと思
います。取締役会の事前説明が丁寧か
つ詳細にされるなど充分な情報提供が
なされており、社外取締役をいい意味で
有効活用していると思います。取締役会
での議論はかなり活発で、社外取締役は
様 な々視点で言うべきことを言っています。
執行サイドも真摯に我々の意見・質問に
答え、その場で解答できないことは、後か
らしっかりアクションについて報告するな
ど、PDCAも回る形になっています。
新型コロナへの緊急対応については、

しっかりやられたと思います。費用や投
資の削減を思い切って行う一方で、安
全・安心に関連する投資は先送りするこ
となく行いました。金融市場がシュリン
クするときは資金確保が極めて重要にな
りますが、これについてもいち早く対応し
ました。リアル店舗が閉鎖になったとき
に、新たなWEBへの取り組みも進めまし
た。構造改革については専任組織を新
たに設置するなどして対応を強化しまし
た。ただ、惜しむらくは、WEBへの取り組
みや構造改革はコロナに関係なく、もっ
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取締役

※ 取締役が保有する当社株式数は2021年2月28日現在で表記しています。

1973年4月  株式会社大丸入社
2003年5月  同社代表取締役社長 兼 最高執行責任者
  兼 グループ本社百貨店事業本部長
2007年9月  当社取締役営業改革・外商改革推進

担当
  株式会社大丸本社百貨店事業本部長
  兼 梅田新店計画室長
  株式会社松坂屋取締役
2008年3月  株式会社大丸本社営業本部長
2010年3月  株式会社大丸松坂屋百貨店
  代表取締役社長
2012年9月  同社代表取締役社長
  兼 株式会社大丸松坂屋セールスアソ

シエイツ 代表取締役社長
2013年4月  当社代表取締役社長
2017年5月  当社取締役 兼 代表執行役社長
2020年5月  当社取締役 取締役会議長（現任）

山本 良一

所有する当社株式数：95,667株

取締役会議長
指名委員会委員
報酬委員会委員

1985年 4 月  株式会社パルコ入社
2000年 9 月   同社営業統括局マーケティング部部長
2002年 3 月  同社吉祥寺店店次長
2005年 3 月  同社吉祥寺店店長
2007年 3 月  同社新所沢店店長
2010年 3 月   同社執行役人事担当
2013年 3 月  同社執行役総務・人事担当
2015年 3 月   同社執行役グループ監査室担当
2020年 5 月   同社監査役(現任)
2021年 5 月   当社取締役(現任)

浜田 和子

所有する当社株式数：なし

監査委員会委員

箱田 順哉
社外取締役
所有する当社株式数：なし

監査委員会委員長

1975年4月   東レ株式会社入社
1996年6月   トーレ・インダストリーズ（アメリカ）社

Executive Vice President
2000年6月   東レ株式会社 経営企画第1室主幹
  兼 広報室主幹
2004年6月   同社経営企画室参事 兼 IR室参事
2005年6月   同社取締役 財務経理部門長
  トーレ・ホールディング（U.S.A）社社長
2009年6月   同社常務取締役 財務経理部門長
  トーレ・ホールディング（U.S.A）社社長
2012年6月   同社常務取締役 CSR全般統括　
  総務・法務部門・IR室・広報室・宣伝室

統括 東京事業場長
2016年6月   同社顧問
2019年3月   同社顧問退任
2019年5月  当社社外取締役（現任） 
2019年6月  横河電機株式会社 社外取締役（現任）
2020年5月  株式会社大丸松坂屋百貨店 取締役

（現任）

内田 章
社外取締役
所有する当社株式数：3,118株
その他株式報酬としての未交付株式：1,933株

報酬委員会委員長
指名委員会委員

【選任理由】経営企画やIR、財務経理部門の責任者と
しての幅広い経験に加え、コーポレートガバナンスや
ESG経営分野における高度な専門知見を有しており、
それらを当社グループの経営に反映していただくため。

1973年4月  伊藤忠商事株式会社入社
1998年6月  伊藤忠インターナショナル会社（ニュー

ヨーク駐在）財務部長
2004年6月  伊藤忠商事株式会社 執行役員食料カ

ンパニーCFO
2007年4月  同社常務執行役員 財務部長
2009年6月  同社代表取締役 常務取締役
  財務・経理・リスクマネジメント担当役

員 兼 CFO
2010年4月  同社代表取締役 専務執行役員
2011年5月  同社代表取締役 専務執行役員CFO
2013年4月  同社代表取締役 副社長執行役員CFO
2014年4月  同社代表取締役 副社長執行役員社長

補佐・CFO・CAO
2015年4月  同社顧問
2016年5月  株式会社パルコ 社外取締役
2016年6月  日本バルカー工業株式会社（現株式

会社バルカー）社外取締役（現任）
2017年4月  伊藤忠商事株式会社 理事（現任）
2017年6月  JSR株式会社 社外取締役（現任）
2017年7月  朝日生命保険相互会社 社外監査役（現任）
2020年5月  当社社外取締役（現任）
 　 株式会社パルコ 取締役（現任）

関 忠行
社外取締役
所有する当社株式数：984株

監査委員会委員

【選任理由】総合商社において長年にわたり国際的な
事業経営やリスクマネジメントに携わり、またCFOとし
ての財務・会計に関する豊富な経験と高度な専門知
識に加え、株式会社パルコをはじめとする複数企業の
社外取締役、監査役として幅広い知見を有しており、
それらを当社グループの経営に反映していただくため。

1986年9月  J.ウォルター・トンプソン・ジャパン株式
会社（現ジェイ・ウォルター・トンプソン・
ジャパン合同会社）入社

1993年5月   日本リーバ株式会社（現ユニリーバ・
ジャパン株式会社）入社

2001年4月  同社取締役
2006年4月  マスターフーズ リミテッド（現マースジャパ

ン リミテッド）マーケティング統括本部長
2008年4月   同社チーフ・オペレーティング・オフィサー
2010年11月   パルファン・クリスチャン・ディオール・

ジャポン株式会社代表取締役社長
2013年1月   キリン株式会社社外取締役
2013年4月   ニューウェル・ラバーメイド・インコーポ

レーテッド（アメリカ）（現ニューウェル・
ブランズ・インコーポレーテッド）グロー
バル・マーケティング シニア・ヴァイス・
プレジデント

2016年6月   三菱電機株式会社社外取締役（現任）
2018年4月   ヴィセラ・ジャパン株式会社取締役
2019年6月   本田技研工業株式会社社外取締役（現任）
  株式会社J-オイルミルズ社外取締役（現任）
2021年5月  当社社外取締役（現任）

小出 寬子
社外取締役
所有する当社株式数：なし

指名委員会委員
報酬委員会委員

【選任理由】長年にわたり外資系企業の役員を務め、
米国企業の本社マーケティングトップとして企業経営
に携わるなど、グローバル経営の経験とマーケティン
グ分野において豊富な経験に基づく知見を有しており
ます。また、複数の上場企業の社外取締役として幅広
い知見を有しており、これらを当社グループの適切な
経営の監督に反映していただくため。1984年4月  弁護士登録

1989年8月  シャーマン・アンド・スターリング法律
事務所

1998年7月  石井法律事務所パートナー（現任）
2004年6月  味の素株式会社 社外監査役
2012年6月  株式会社NTTデータ 社外監査役
2015年6月  第一生命保険株式会社 社外取締役
2016年10月  第一生命ホールディングス株式会社

社外取締役（監査等委員）（現任） 
2018年5月  当社社外取締役（現任）
2019年5月  株式会社大丸松坂屋百貨店 
  取締役（現任）
2020年6月　 株式会社NTTデータ 社外取締役（監査

等委員）（現任）
  三菱商事株式会社 社外監査役（現任）

佐藤 りえ子
社外取締役
所有する当社株式数：1,777株
その他株式報酬としての未交付株式：3,866株

監査委員会委員

【選任理由】主に企業法務を専門とする弁護士として、
高度かつ専門的な知識により数多くの案件を取り扱っ
たキャリアに加え、他の会社の社外取締役・監査役と
しての豊富な経験を有しており、それらを当社グルー
プの経営に反映していただくため。

1979年4月  株式会社大丸入社
2000年3月  同社本社
  札幌出店計画室札幌店開設準備室

部長  
2008年1月  同社東京店長
2008年5月  同社執行役員東京店長
2010年1月  当社執行役員
  百貨店事業政策部営業企画推進室長 

兼 マーケティング企画推進室長
2010年3月  株式会社大丸松坂屋百貨店執行役員
  同社経営企画室長
2012年5月  同社取締役
  兼 執行役員
2013年4月  同社代表取締役社長  

兼 株式会社大丸松坂屋セールスアソ
シエイツ 代表取締役社長

2013年5月  当社取締役
2017年5月  当社代表執行役常務
2020年5月  当社代表執行役社長（現任）

好本 達也

所有する当社株式数：75,004株

代表執行役社長

1981年4月  株式会社パルコ入社
2004年3月  同社執行役店舗運営局長 
2007年3月  同社常務執行役店舗統括局長 
2008年3月  同社専務執行役店舗運営本部長
  兼 店舗統括局長 
2008年5月  同社取締役 
  兼 専務執行役
2009年3月  同社店舗運営局統括
2010年3月  同社店舗統括担当
2011年3月  同社事業統括担当
2011年5月  同社取締役
  兼 代表執行役社長
2013年5月  当社取締役（現任）
2017年5月  当社執行役常務
2020年5月  当社執行役専務（現任）
  兼 株式会社パルコ 代表取締役
  兼 社長執行役員（現任）

牧山 浩三

所有する当社株式数：26,844株

執行役専務

1983年4月  株式会社大丸入社
2004年6月  同社神戸店営業企画CS推進室販売

促進部部長
2010年3月  株式会社大丸松坂屋百貨店経営企画

室部長
2011年1月  同社 大丸神戸店長
2011年5月  同社執行役員
2012年5月  同社 大丸大阪・心斎橋店長
2015年9月  同社 大丸大阪・心斎橋店長 兼 心斎橋

新店計画室長
2016年7月  同社経営企画室長
2017年3月  同社経営企画室長 兼 未来定番研究所長
2017年5月  同社取締役
  同社常務執行役員
2018年5月  当社取締役
  当社執行役常務
  当社経営戦略統括部長 兼 リスク管理担当
  株式会社大丸松坂屋百貨店 取締役
  株式会社パルコ 取締役　
2019年3月  当社あたらしい幸せ発明部長
2020年5月  当社取締役 兼 執行役専務（現任）
  株式会社大丸松坂屋百貨店 代表取

締役社長（現任） 
  兼 株式会社大丸松坂屋セールスアソ

シエイツ 代表取締役社長（現任）

澤田 太郎

所有する当社株式数：20,114株

執行役専務

1985年4月  松下電器産業株式会社（現パナソニッ
ク株式会社）入社

1998年4月  パナソニックファイナンシャルセンター 
マレーシア株式会社社長

2007年4月  松下電器（中国）財務有限公司董事・
総経理 

2009年2月  パナソニック株式会社本社財務・ IRグ
ループ財務企画チームリーダー（部長）

2013年7月  同社コーポレート戦略本部財務・IRグ
ループゼネラルマネジャー

  兼 財務戦略チームリーダー（理事）
2015年5月  当社入社
  当社業務統括部付財務政策担当
2015年9月  当社執行役員業務統括部財務戦略・

政策担当
2016年3月  当社財務戦略統括部長（現任）
  兼 財務政策担当
2016年5月  当社取締役（現任）
2017年3月  当社資金・財務政策担当
2017年5月  当社執行役常務（現任）
2018年5月  当社資金・財務政策部長
2020年5月  株式会社パルコ 取締役（現任）

若林 勇人

所有する当社株式数：12,165株

執行役常務

若林 勇人
執行役常務
財務戦略統括部長
兼 株式会社パルコ 取締役

平野 秀一
執行役常務
経営戦略統括部長 
兼 リスク管理担当
兼 株式会社大丸松坂屋百貨店 取締役

松田 弘一
執行役常務　　
人財戦略統括部長 兼 業務統括部長
兼 コンプライアンス担当

今津 貴博
執行役
経営戦略統括部経営企画部長 
兼 グループ広報推進部長

中山 高史
執行役常務
グループデジタル戦略統括部長

二之部 守
執行役
JFRカード株式会社 代表取締役社長

近藤 保彦
執行役
株式会社 J.フロント建装 代表取締役社長

小野 圭一
執行役
財務戦略統括部構造改革推進部長

岩田 義美
執行役
財務戦略統括部主計・税務部長

好本 達也
代表執行役社長

牧山 浩三
執行役専務
株式会社パルコ 代表取締役 
兼 社長執行役員 

澤田 太郎
執行役専務
株式会社大丸松坂屋百貨店 
代表取締役社長
兼 株式会社大丸松坂屋 
セールスアソシエイツ 代表取締役社長

1977年4月  株式会社荏原製作所入社
2002年6月  同社執行役員
2004年4月  同社上席執行役員 精密・電子事業本部長
  兼 Ebara Precision Machinery Europe GmbH 

代表取締役会長 兼 Ebara Technologies 
Inc. 代表取締役会長 兼 上海荏原精
密機械有限公司 董事長

2004年6月  同社取締役
2005年4月  同社取締役 兼 台湾荏原精密股份有

限公司 董事長
2005年6月  同社取締役
  精密・電子事業カンパニー・プレジデント 

兼 藤沢事業所長
2006年4月  同社取締役常務執行役員
  精密・電子事業カンパニー・プレジデント
2007年4月  同社代表取締役社長
2007年5月  同社代表取締役社長 内部統制整備推

進統括部長
2009年7月  同社代表取締役社長 内部統制統括部長
2013年4月  同社取締役会長
2017年10月  公益財団法人荏原畠山記念文化財団　

代表理事（現任）
2019年3月  株式会社荏原製作所 取締役会長退任
2019年6月  株式会社SUBARU 社外取締役（現任）
2020年5月  当社社外取締役（現任）
2021年5月　 株式会社パルコ 取締役（現任）

1974年4月  三菱レイヨン株式会社（現三菱ケミカ
ル株式会社）入社

1980年11月  プライスウォーターハウス公認会計士
共同事務所（1983年6月青山監査法人
に組織変更）入所

1984年4月   公認会計士登録
2000年4月   中央青山監査法人/プライスウォーター

ハウスクーパース パートナー
2006年8月   あらた監査法人代表社員/プライス

ウォーターハウスクーパース パートナー
2008年4月   慶應義塾大学大学院特別招聘教授

（内部監査論）
2009年9月  独立行政法人日本貿易振興機構契約

監視委員会委員
2010年9月   日本内部統制研究学会理事
2014年12月  シュローダー・インベストメント・マネジ

メント株式会社社外監査役（現任）
2015年3月  一般社団法人実践コーポレートガバナ

ンス研究会理事（現任）
2015年6月   ヤマハ株式会社社外監査役
2015年6月   イオンフィナンシャルサービス株式会

社社外取締役
2017年6月  ヤマハ株式会社社外取締役監査委員長
2019年9月   日本公認会計士協会倫理委員会委員（現任）
2020年8月   日本公認会計士協会社外役員研修研

究専門委員会副専門委員長（現任）
2021年5月  当社社外取締役（現任）

矢後 夏之助
社外取締役
所有する当社株式数：2,208株

指名委員会委員長
報酬委員会委員

【選任理由】長年にわたりトップとして企業経営に携わ
り、財務基盤強化やコンプライアンス経営に関する豊
富な経験とともに、内部統制やコーポレートガバナン
スにおける高度な専門知識を有しており、これらを当
社グループの経営に反映していただくため。

【選任理由】長年にわたり公認会計士として、会計監
査、経営コンサルティング及び監査法人等の内部監
査に携わり、企業監査に加え、コーポレートガバナン
スや経営監査における高度な専門知識を有しており、
これらを当社グループでの適切な経営の監督に反映
していただくため。

ガバナンス▶役員一覧

取締役
執行役

役員一覧 （2021年5月28日現在）  
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データセクション▶  事業概要 At a Glance

 　　　　　                           事業概要 （2020年度）

●当社グループは、過去にIAS第17号を適用してオペレーティング・リースに分類したリースについて、IFRS第16号の適用開始日に、使用権資産及びリース負債を認識
しています。リース負債は、リース料総額の未決済分を適用開始日現在の借手の追加借入利子率を用いて割り引いた現在価値で測定しています。使用権資産は、
IFRS第16号がリース契約の開始日から適用されていたかのように遡及的に測定しています。

●この結果、2019年度の期首時点の連結財政状態計算書において、資産が2,106億円、負債が2,252億円それぞれ増加、資本が145億円減少しています。なお、
2019年度の連結損益計算書において、従来基準（IFRS第16号適用前）と比較し、営業利益が約46億円増加する一方、当期利益に与える影響は軽微です。

百貨店事業

パルコ事業

不動産事業

クレジット
金融事業

その他

●売上収益構成比は各セグメント間の取引を消去した外部顧客に対する売上収益の比率です。　　●売上収益・営業利益は、各セグメント間の取引を含みます。

91,621

5,445

10,823

89,969

112,212

68,861

売上収益構成比 売上収益（百万円） 営業利益（百万円）

2019年度
（IFRS）

2020年度
（IFRS）

2018年度
（IFRS）21.4%

2019年度
（IFRS）

△6,895

2020年度
（IFRS）

2018年度
（IFRS）

2017年度
（IFRS）

2017年度
（IFRS）

11,752

4,664

16,995 17,793
15,372

6,725

1,986

売上収益構成比 売上収益（百万円） 営業利益（百万円）

4.5% 2019年度
（IFRS）

2020年度
（IFRS）

2018年度
（IFRS）

2019年度
（IFRS）

2020年度
（IFRS）

2018年度
（IFRS）

2017年度
（IFRS）

2017年度
（IFRS）

4,131

13,427

2,360
10,573 10,719

1,908

売上収益構成比 売上収益（百万円） 営業利益（百万円）

1.9% 2019年度
（IFRS）

9,035

2020年度
（IFRS）

2018年度
（IFRS）

2019年度
（IFRS）

421

2020年度
（IFRS）

2018年度
（IFRS）

10,176
2,742

2017年度
（IFRS）

2017年度
（IFRS）

3,507104,250
123,275

4,700
売上収益構成比 売上収益（百万円） 営業利益（百万円）

20.9% 2019年度
（IFRS）

95.722

2020年度
（IFRS）

2018年度
（IFRS）

2019年度
（IFRS）

2,852

2020年度
（IFRS）

2018年度
（IFRS）

2017年度
（IFRS）

2017年度
（IFRS）

117,845

4,744

24,194

17,625

売上収益構成比 営業利益（百万円）

51.3%
2017年度
（IFRS）

2019年度
（IFRS）

△22,199

2020年度
（IFRS）

2018年度
（IFRS）

274,308 275,441

売上収益（百万円）

2019年度
（IFRS）

2020年度
（IFRS）

2018年度
（IFRS）

2017年度
（IFRS）

263,748

164,024

26,659

新リース会計基準（IFRS第16号）についてご参考

At a Glance
報告セグメントの変更

見通し

当社は2021年3月から報告セグメントを百貨店事業、SC事業、デベロッパー事業、決済・金融事業とすることとしました。
変更内容の詳細については下図をご参照ください。

新型コロナウイルスについてはワクチン接種の普及に向けた準備が整いつつある一方、足元では変異ウイルスの感染急拡大も見られるな
ど、依然として予断を許さない状況が続いております。そうした中、当社はワクチン接種率が国内経済活動の基準になると考え、接種先行
国の行動制限や消費者動向の状況を踏まえた年間想定シナリオにより
トップラインを再精査し、日本においても接種率が50％到達で移動制
限等が緩和され、70％でほぼ平常化すると仮定しました。今後の接種
の進展にもよりますが、11月には接種率50％到達、1月には2回接種が
70％以上になる想定に基づき、11月から消費動向は徐々に回復、1月か
ら本格的な回復傾向になるというシナリオにより、第1四半期終了時点
においてトップラインおよび各利益段階の業績予想を修正しました。

ワクチン接種状況 移動制限 消費動向 店舗休業
要請

21年下期の
傾向

11月 接種率
50％到達 制限緩和 徐々に

回復

無し

百貨店・SC
年度終盤にかけ
段階的回復インバ
ウンドは20年度
同水準　　
デベ・金融
当初計画どおり

1月 70％以上が
2回接種済

国内移動
制限解除

本格的な
回復傾向

2022年2月期 上期 下期 通期
予想 対前年増減率 対4月予想増減高 予想 対前年増減率 対4月予想増減高 予想 対前年増減率 対4月予想増減高

総額売上高 4,150　 29.8　 △550　　 5,200　 16.4　 △150　 　　9,350　 22.0　 △700　
売上収益 1,650　 11.9　 △150　　 2,000　 16.5　 △140　 　　3,650　 14.4　 △290　
売上総利益 720　 21.0 △95　　 830　 10.8　 △95　 　　1,550　 15.5 △190　
販売管理費 685　 15.4　 △65　　 745　 2.4 △60　 　　1,430　 8.5　 △125　
事業利益 35　 - △30　　 85　 304.0　 △35　 　　　 120　 402.9　 △65　

その他の営業収益 10　 △74.2　 0　　 60　 197.0　 55　 　　　  70　 28.1　 55　
その他の営業費用 70　 △71.6　 35　　 65　 △16.3　 10　 　　　 135　 △57.0　 45　
営業利益 △25　 - △65　　 80　 - 10　 　　　 　55　 - △55　

親会社の所有者に帰属する当期利益 △30　 - △40　　 40　 - 10　 　　　　 10　 - △30　

上期 下期 年度
単位：億円 予想 対前年増減率 対前々年増減率 予想 対前年増減率 対前々年増減率 予想 対前年増減率 対前々年増減率

総額売上高

百貨店  2,565 35.1 △ 27.7  3,316 17.3 △ 8.0  5,881 24.4 △ 17.8
SC  1,102 38.7 △ 20.6  1,285 10.8 △ 22.6  2,387 22.1 △ 21.7

デベロッパー  284 △ 8.2 △ 15.4  319 36.6 △ 38.4  603 11.1 △ 29.4
決済金融  68 30.7  15.6  77 22.3  22.1  145 26.1  18.9
その他  430 7.6 △ 11.1  439 △ 11.1 △ 3.8  869 △ 2.7 △ 7.5
連結調整 △ 298 -- -- △ 236 -- -- △ 534 -- --
連結計  4,150 29.8 △ 24.0  5,200 16.4 △ 12.8  9,350 22.0 △ 18.2

事業利益

百貨店 △ 11 --    --  44    -- △ 69.6  33    -- △ 88.6
SC  29 100.4 △ 43.7  15 492.6 △ 46.4  44 157.8 △ 44.6

デベロッパー  14 △ 51.6 △ 69.1  16 19.8 △ 53.0  31 △ 25.3 △ 60.6
決済金融  2 △ 43.4 △ 80.2  7    -- △ 20.9  9 294.4 △ 51.4
その他  4 △ 61.7 △ 73.8  5 △ 54.6 △ 34.3  10 △ 57.6 △ 58.5
連結調整 △ 4 -- -- △ 3 -- -- △ 7 -- --
連結計  35    -- △ 85.3  85 304.0 △ 60.7  120 402.9 △ 73.4

営業利益

百貨店 △ 50 76.4    --  35    -- △ 49.6 △ 15 --    --
SC  4    -- △ 93.6  14    -- △ 68.5  18    -- △ 81.8

デベロッパー  21 △ 13.8 △ 69.8  17 63.2 △ 50.8  38 10.3 △ 62.6
決済金融  2 △ 38.1 △ 78.5  6    -- △ 15.7  9 275.6 △ 48.9
その他  4 △ 4.2 △ 72.9  5 △ 65.7 △ 32.4  9 △ 50.1 △ 56.0
連結調整 △ 6    -- --  2    --    -- △ 4    -- --
連結計 △ 25 87.8    --  80    -- △ 46.6  55    -- △ 86.2

2021年度 連結通期見通し（IFRS）

2021年度 セグメント通期見通し（IFRS） （単位：億円、％）

（単位：億円、％）

※ 2021年2月までの「上野フロンティアタワー（賃貸）」には、PARCO_ya上野に対する㈱パルコからの不動産賃貸収入を含みます。  ※ 　　　は従来までのパルコ事業の範囲を示しています。

百貨店事業

～2020年8月 ～2021年2月 2021年3月～

不動産事業
（大丸松坂屋保有）

GINZA SIX 百貨店 周辺店舗
上野フロンティアタワー（賃貸）※
その他（BINO等）
心斎橋店 北館

クレジット金融事業 クレジット金融事業
決済・金融事業（改称）

パルコ事業
PARCO各店
ゼロゲート
その他パルコ子会社

その他
Ｊ．フロント建装
大丸興業
ディンプル等

その他
Ｊ．フロント建装
大丸興業
ディンプル等

百貨店事業

パルコ事業

PARCO各店
心斎橋PARCO（11月20日開業）
ゼロゲート
その他パルコ子会社

百貨店事業 GINZA SIX 百貨店 周辺店舗

Ｊ．フロント建装
その他（BINO等）

デベロッパー事業 ゼロゲート
パルコスペースシステムズ
パルコデジタルマーケティング
ジャパン・リテール・アドバイザーズ

上野フロンティアタワー

SC事業 PARCO各店
ヌーヴ・エイ
PARCO SINGAPORE

その他
大丸興業
ディンプル等

不動産事業
（大丸松坂屋保有）

不動産事業
（パルコ保有）

GINZA SIX 百貨店 周辺店舗

上野フロンティアタワー（賃貸）※
その他（BINO等）
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データセクション▶  グラフ編

財務・非財務ハイライト 

※2015年度からたな卸資産の評価方法を個別法に変更しています。
※2017年度から国際会計基準（IFRS）を適用しています。2016年度以前は日本基準（JGAAP）による数値を表記しています。
※2019年度からIFRS16号を適用しています。これに伴い、オペレーティング・リース契約が新たに使用権資産・リース負債として計上されることになるため、設備投資額や減
価償却費、有利子負債などに大きな変動が生じています。

（年度）
-10

-8

-6

-4

-2

0

2

4

6

8
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2016 2017 2018 2019 2020

（%）

5.4

△7.1

6.86.8
7.5

（年度）2016 2017 2018 2019 2020

（%）

-5

-35

-4

-3

-2

-1

0

1

2

3

△4.5

△3.3

△34.8

3.0

1.6

（円）

-120

-100

-80

-60

-40

-20

0

20

40

60

80

100

120
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103.04 108.92 104.55

81.19

△100.03

（年度）2016 2017 2018 2019 2020

（%）
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11

18

19
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20

12.2

14.3 14.7

16.6

19.9

（年度）

2014

2016 2017 2018 2019 2020

2.0

0

0.5

1.0

1.5

（百万円） （倍）

187,799

0.46 0.47 0.42

184,202 174,378

478,773

562,815

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000 有利子負債
D/Eレシオ

1.24

1.60

（年度）2016 2017 2018 2019 2020

（銘柄）

0
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41

26 23

48

（年度）2016 2017 2018 2019 2020

（百万円）

-30,000

-20,000

-10,000

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000 44,580
49,546

45,514
40,891

45,363

40,286

2,366

△24,265

事業利益※

IFRS営業利益
46,842

（年度）

2014

2016 2017 2018 2019 2020
0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000 10

8

6

4

2

0

大丸松坂屋百貨店
免税売上高
構成比

（百万円） （%）

4.6

7.3

8.9
9.4

0.6

29,415

47,902

58,890 60,138

2,365

（年度）

2014

2016 2017 2018 2019 2020

（百万円）

44,999
48,636

29.996

50,953 50,361

27,021

18,683

39,873

19,907

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

17,189

設備投資額
減価償却費（原価算入分を含む）

132,106

（年度）2017 2018 2019 2020
0

50,000

100,000

150,000

200,000
（t-CO2）

194,154
182,566

162,508

※2017年度から連結数値を集計・開示しています。
ロイド レジスター クオリティ アシュアランスリミテッド（LRQA）による
独立保証声明書を取得しています。

（年度）2016 2017 2018 2019 2020

（人）

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

10,732
10,429 10,276

9,844 9,635

（年度）2016 2017 2018 2019 2020

（人） （%）

0

3
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9
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35
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25

監査役会
設置会社 指名委員会等設置会社

2 5 5

28.6

38.4

38.4

46.2 46.2

13 13 613 6137

※心斎橋店本館は建替えのため2015年12月30日に営業一時休止　2019年9月20日開業（賃貸面積拡大）
※浦和店は2017年7月31日に営業終了
※2017年度から従来店売上に含めていた不動産賃貸売上のうち不動産事業に移管した金額を本年・前年とも控除
※山科店は2019年3月31日に営業終了
※下関店は2020年3月から直営店化（（株）下関大丸を（株）大丸松坂屋百貨店に吸収合併）

ROE 大丸松坂屋百貨店既存店売上（対前年増減率）

EPS 女性管理職比率（連結）

有利子負債とD/Eレシオ 政策保有株式 期末銘柄数

連結事業利益/IFRS営業利益 大丸松坂屋百貨店免税売上高と構成比

設備投資額・減価償却費（原価参入分を含む） 【Scope1・2】温室効果ガス排出量（連結）

連結従業員数 取締役数と社外取締役数、社外取締役比率
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2011年度 2012年度 2013年度 2014年度 2015年度 2016年度 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度 2020年度
財務数値

　売上高／総額売上高 941,415 1,092,756 1,146,319 1,149,529 1,163,564 1,108,512 1,134,342 1,138,981 1,125,153 1,133,654 766,297

　－／売上収益 ー ー ー ー ー ー 452,505 469,915 459,840 480,621 319,079

　売上総利益 226,646 245,615 244,130 243,739 245,532 234,785 212,567 212,935 212,396 206,953 134,368

　販売費および一般管理費 205,052 214,757 202,313 201,572 197,494 190,205 167,668 166,688 166,882 161,590 132,001

　事業利益 ー ー ー ー ー ー 44,898 46,842 45,514 45,363 2,366

　営業利益 21,594 30,857 41,816 42,167 48,038 44,580 41,727 49,546 40,891 40,286 △ 24,265

　経常利益／税引前当期利益 22,941 32,202 40,502 40,480 47,910 44,425 42,608 48,271 42,126 37,161 △ 28,672

　当期純利益／親会社の所有に帰属する当期利益 18,804 12,183 31,568 19,967 26,313 26,950 27,052 28,486 27,358 21,251 △ 26,193

　
　総資産 767,543 1,009,165 998,730 1,018,495 1,019,146 1,050,109 1,005,069 1,022,348 1,029,573 1,240,308 1,263,722

　自己資本／親会社の所有者に帰属する持分 332,917 341,318 370,173 375,886 383,699 406,336 368,571 395,519 412,700 387,188 352,171

　有利子負債総額 106,025 213,085 187,950 168,458 180,922 187,799 205,952 184,202 174,378 478,773 562,815

　
　営業活動によるキャッシュフロー 24,365 26,025 37,532 44,650 36,799 36,239 33,764 57,079 34,870 73,358 56,471

　投資活動によるキャッシュフロー △26,781 △73,977 △8,858 △16,272 △39,741 △30,353 △27,952 △19,030 △ 26,836 △ 49,559 △ 20,870

　財務活動によるキャッシュフロー △6,872 58,275 △32,027 △27,587 △1,041 △2,189 △2,097 △31,048 △ 21,274 △ 14,829 58,727

　
　設備投資 19,246 19,038 52,758 24,277 37,110 44,999 44,999 27,021 39,873 48,636 29,996

　減価償却費 13,347 16,482 17,698 17,963 18,345 17,189 17,284 18,683 19,907 50,953 50,361

　
1株当たり情報[単位：円]※1

　一株あたり当期純利益（ＥＰＳ）/基本的一株あたり当期利益 71.15 46.11 119.55 75.66 100.42 103.04 103.43 108.92 104.55 81.19 △ 100.03

　一株あたり純資産（ＢＰＳ）／１株あたり親会社所有持分 1,259.60 1,292.36 1,402.53 1,424.28 1,467.05 1,553.60 1,409.20 1,511.91 1,576.68 1,479.07 1,344.90

　一株あたり配当金 16.00 18.00 22.00 25.00 27.00 28.00 28.00 35.00 35.00 36.00 27.00

財務指標[単位：%]

　売上高総利益率／売上収益総利益率 24.08 22.48 21.30 21.20 21.10 21.18 46.98 45.31 46.19 43.06 42.11 

　売上高販管費比率／売上収益販管費比率 21.8 19.7 17.6 17.5 17.0 17.2 37.1 35.5 36.3 33.6 41.4 

　売上高営業利益率／売上収益営業利益率 2.3 2.8 3.6 3.7 4.1 4.0 9.2 10.5 8.9 8.4 △ 7.6

　自己資本当期純利益率（ＲＯＥ）／親会社所有者帰属持分当期利益率（ROE） 5.8 3.6 8.9 5.4 6.9 6.8 7.6 7.5 6.8 5.4 △ 7.1

　総資産営業利益率（ＲＯＡ）／資産合計利益率（ROA） 2.8 3.5 4.2 4.2 4.7 4.3 4.2 4.9 4.0 3.2 △ 1.9

　投下資本利益率（ＲＯＩ）／投下資本利益率（ROI） 5.3 6.5 7.3 7.3 8.6 7.7 7.6 8.4 7.2 4.5 △ 3.2

　自己資本比率／親会社所有者帰属持分比率 43.4 33.8 37.1 36.9 37.6 38.7 36.7 38.7 40.1 31.2 27.9

　配当性向 22.5 39.0 18.4 33.1 26.9 27.2 27.1 32.1 33.5 44.3 -

　
非財務指標

　従業員数（連結）[人] 13,413 14,838 11,561 11,149 11,023 10,732 ー 10,429 10,276 9,844 9,635

　女性社員比率（連結）[％] ー ー ー ー ー ー ー 57.2 56.8 57.0 56.3

　女性管理職比率（連結）[％]※2 ー ー ー 11.1 10.4 12.2 ー 14.3 14.7 16.6 19.9

　従業員離職率（連結）[％]※3 ー ー ー ー ー ー ー 3.6 3.3 3.9 1.9

　男性育児休職取得率（連結）[%]※4 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 18.8

　百貨店売場面積（直営）[㎡ ] 573,323 569,137 543,785 529,460 498,460 498,460 ー 495,331 495,331 489,023 512,935

　パルコ営業面積[㎡ ] 443,000 442,600 442,600 451,000 456,000 409,000 ー 389,000 401,000 435,800 461,000

　入店客数（大丸松坂屋百貨店）[千人] 236,876 246,764 237,647 220,411 207,512 197,250 ー 200,966 202,066 194,879 101,336

　客単価（大丸松坂屋百貨店）[円] 3,797 3,838 4,107 4,215 4,414 4,420 ー 4,676 4,841 4,979 4,737

　自社カード発行枚数（大丸松坂屋百貨店）[千枚] 4,365 4,580 4,659 4,595 4,217 4,062 ー 4,029 3,939 4,017 3,629

　自社カード会員数（パルコ）[千人] 1,612 1,614 1,643 1,754 1,885 1,990 ー 2,031 2,018 1,939 1,771

　温室効果ガス（CO2）排出量（連結）[CO2-ｔ]【Scope1・2】※5 ー ー ー ー ー ー ー 194,154 182,566 162,508 132,106

　温室効果ガス（CO2）排出量（連結）[CO2-ｔ]【Scope3】※6 ー ー ー ー ー ー ー 3,075,130 3,123,238 3,782,555 2,922,739

　エネルギー使用量（連結）[MWh]【Scope1・2】※5 ー ー ー ー ー ー ー 475,513 468,366 466,214 403,973

　水使用量（連結）[㎥]※5 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 2,065,467

　廃棄物発生量（連結）[ｔ]※5 ー ー ー ー ー ー ー ー ー ー 21,694

　包装資材使用量（大丸松坂屋百貨店）[ｔ]※7 2,627 2,669 2,978 2,682 2,553 2,412 ー 2,370 2,236 2,030 1,075

10年データ（財務・非財務）

※1） 2014年9月1日付けで普通株式2株につき1株の割合で株式併合を実施しております。
 2011年度の期初に当該株式併合が行われたと仮定し、それぞれの1株当たり情報を算出しております。
※2） 課長相当職以上の人数です。
※3） 年度内の退職社員数／期初社員人数×100（%）。退職理由が定年・契約満了・転籍・役員就任の者は退職社員数からのぞく。
※4） 年度内に育児休職を取得した男性社員数／年度内に子が生まれた男性社員数×100（％）。

日本基準
単位：百万円（別途記載のものを除く）

※5） ロイドレジスタークオリティアシュアランスリミテッド（LRQA）による第三者保証を取得しています。
※6)  2019年度以降は、ロイドレジスタークオリティアシュアランスリミテッド（LRQA）による第三者保証を取得しています。
※7） 包装資材使用量は、包装紙、ショッピングバッグ、紙製袋、食品ポリ袋などの重量です。

IFRS

※2019年度からIFRS16号を適用しています。

データセクション▶10年データ（財務・非財務）
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財政状態及び経営成績に関する分析
データセクション▶財務情報

終了（津田沼PARCOは2023年2月28日営業終了予定、新所沢
PARCOは2024年2月29日営業終了予定）を決定しました。

売上収益／営業利益

以上のような諸施策に取り組みましたものの、感染症拡大の
影響により、特に中核の百貨店事業において国内消費・インバウ
ンド消費がともに低迷したことなどから、当期の連結業績は、前
年に比べ売上収益は33.6%減の3,190億79百万円となりました。
こうしたなか、年度を通じた投資抑制や経費削減に努めまし
た結果、事業利益は23億66百万円と黒字を確保しましたものの、
営業利益は主に休業に伴う固定費の振替、店舗閉鎖や減損損
失等の費用計上が加わり、242億65百万円の損失（前年は営
業利益402億86百万円）となりました。

税引前収益／親会社の所有者に帰属する当期利益

税引前損失は286億72百万円（前年は税引前利益371億
61百万円）、親会社の所有者に帰属する当期利益は子会社の
繰延税金資産の取り崩しによる費用増も加わり、261億93百万
円の損失（前年は親会社の所有者に帰属する当期利益212億
51百万円）となりました。

財政状態

当連結会計年度の資産合計は1兆2,637億22百万円、手許
資金を積み増したことなどにより前連結会計年度末に比べ234

億14百万円増加いたしました。一方、負債合計は8,993億78

百万円、前連結会計年度末に比べ587億51百万円増加いたし
ました。なお、有利子負債残高（含むリース負債）は5,628億15

百万円、金融機関からの借入やコマーシャル・ペーパーの発行な
どにより前連結会計年度末に比べ840億42百万円増加しました。
資本合計は3,643億43百万円、前連結会計年度末に比べ

353億38百万円減少いたしました。

営業概況

当連結会計年度の日本経済は、新型コロナウイルス感染症
拡大の影響を大きく受ける結果となりました。実質GDP成長率
は、記録的なマイナスに陥った年度序盤を底に持ち直しの動き
が見られたものの、年度後半の感染再拡大により緩やかな回復
に留まりました。企業業績は好調な業種も見られる一方、投資
抑制や雇用・所得の減少を余儀なくされる状況が散見されまし
た。個人消費についても年度序盤の落ち込みから徐々に回復し
たものの、年度終盤の緊急事態宣言再発出などの影響も加わり、
低迷しました。
未曾有の経営環境に直面するなか、当社グループは、お客様

や従業員の安全安心の確保と企業存続を最優先に、各事業に
おいて刻 と々変化する状況に応じた事業運営に努めました。同
時に、将来を見据え、持続可能な社会への貢献と当社グループ
の中長期的な成長実現に向けた取り組みを推進しました。
「新型コロナウイルス感染症への対応」では、感染症拡大に
よる未曾有の経営環境へ適切に対応するため、当社グループ
は感染症拡大初期段階から緊急対策本部を設置し、徹底した
衛生管理による安全安心の確保、事業継続と経営の安定をは
かるための対策を実行しました。
営業面では、主に政府や各自治体の要請を踏まえ店舗休業

や時短営業を実施しました。営業に際しては店舗内の消毒や
顧客導線の確保、空調管理、催事の見直しなど、お客様に安心
してご利用いただける店頭体制の構築など感染症拡大防止に
取り組みました。また、お取引先様には当社ウェブサイトなどの
活用による販売支援、店頭販売員には休憩所やロッカーなどの
衛生管理の徹底、事務部門ではテレワークや時差出勤の推奨、
WEB会議の活用など職場環境の整備に努めました。
同時に、事業継続と経営の安定を図る観点から、感染症影
響が想定を上回る規模で生じる際への備えとして、投資抑制や
経費圧縮、手許資金の積み増し、資金調達枠の増額などの対
策を早期に講じ、財務安定性・流動性の確保に取り組みました。
一方、外出自粛が広がるなか、新たな生活様式に対応するた

め、デジタル技術を活用した営業活動を進めました。具体的には、
百貨店においてオンラインショップの品揃え拡充や店頭からのオ
ンライン接客・動画配信によるリモート販売に取り組みました。ま
た、各地の生産者支援のため9月に始動させた「Think LOCAL」
では店舗のある地域の名産品をウェブサイトで紹介しました。パ
ルコでは、心斎橋PARCOにおける館内バーチャルツアーの配信や、
お取引先様との協働によるオンライン販売の強化など、リアル店
舗とオンラインの融合に向けた取り組みを推進しました。
「中長期の成長実現に向けた取り組み」では、パルコの完全
子会社化による体制整備として組織改革、不動産事業の集約
を行いました。組織改革では「新体制検討委員会」を設置し、
グループシナジーの早期創出と高効率経営の推進の観点から
持株会社及びパルコ本社機能の再編・統合を行い、パルコにお
いて事業強化に専心できる体制を構築しました。不動産事業
の集約については、9月に大丸松坂屋百貨店の不動産事業をパ
ルコに移管し、グループ資源の集約と運営・管理・開発機能の
一元化をはかりました。
また、グループシナジー創出への取り組みとして、心斎橋

PARCOを11月に開業しました。この店舗は、一体化した大丸心
斎橋店とともに地域社会との共生、心斎橋エリアの賑わい創出
への貢献、新たな顧客層の獲得によるエリア顧客基盤の拡大を
目指しており、当社グループが推進するサステナビリティ経営、
百貨店とパルコの融合を具現化した新たな商業施設です。開
業後は幅広い層のお客様がご来店され、大丸心斎橋店との相
乗効果を発揮しています。
こうした中長期の成長実現に向けた基盤強化とともに、2021

年度から始動する新たな中期経営計画の策定に取り組みまし
た。このうち経営構造改革については、将来に向けた成長基盤
を早期に構築するため、ビジネスモデルの転換加速による収益
改善、グループ事業再編による経営効率向上とともに、各事業
の将来性や成長性の厳格な見極めを掲げています。こうしたなか、
各事業の環境変化やマーケットの将来性に鑑み、2月に飲食店
業のJ.フロントフーズの全株式を譲渡し連結子会社から除外し
たほか、パルコ事業の津田沼PARCO及び新所沢PARCOの営業

キャッシュ・フロー

当連結会計年度末における「現金及び現金同等物」の残高
は、前連結会計年度末に比べ942億92百万円増の1,289億
25百万円となりました。これは財務安定性確保のため、手許資
金を積み上げたことによるものです。
当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれ

らの要因は次のとおりです。
「営業活動によるキャッシュ・フロー」は564億71百万円の収
入となりました。前連結会計年度との比較では、税引前損失と
なったことなどにより168億87百万円の収入減となりました。
「投資活動によるキャッシュ・フロー」は208億70百万円の支
出となりました。前連結会計年度との比較では、有形固定資産
の取得による支出の減少などにより286億89百万円の支出減
となりました。
「財務活動によるキャッシュ・フロー」は587億27百万円の収
入となりました。前連結会計年度との比較では、コマーシャル・
ペーパーの発行などにより735億56百万円の収入増となりました。

利益配分に関する基本方針および配当

当社は、健全な財務体質の維持・向上をはかりつつ、利益水
準、今後の設備投資、フリーキャッシュ・フローの動向等を勘案
し、安定的な配当を心がけ連結配当性向30%以上を目処に適
切な利益還元を行うことを基本方針としています。また、資本
効率の向上及び機動的な資本政策の遂行などを目的として自
己株式の取得も適宜検討していきます。
内部留保につきましては、営業力を強化するための店舗改装投
資や事業拡大投資、財務体質の強化などに活用し、企業価値の向
上をはかっていく所存です。
なお、当期の配当は、中間配当9円に期末配当18円を加えた
年間配当27円としました。
また、次期の配当につきましては、中間配当14円に期末配当

15円を加えた年間配当29円を予定しています。

▶売上収益 ▶営業利益 ▶親会社の所有者に
　帰属する当期利益

▶基本的1株当たり
　当期利益

▶資本合計
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資産
流動資産
現金及び現金同等物
営業債権及びその他の債権
その他の金融資産
棚卸資産
その他の流動資産
流動資産合計
非流動資産
有形固定資産
使用権資産
のれん
投資不動産
無形資産
持分法で会計処理されている投資
その他の金融資産
繰延税金資産
その他の非流動資産
非流動資産合計
資産合計

負債及び資本
負債
流動負債
社債及び借入金
営業債務及びその他の債務
リース負債
その他の金融負債
未払法人所得税等
引当金
その他の流動負債
流動負債合計

非流動負債
社債及び借入金
リース負債
その他の金融負債
退職給付に係る負債
引当金
繰延税金負債
その他の非流動負債
非流動負債合計

負債合計
資本
資本金
資本剰余金
自己株式
その他の資本の構成要素
利益剰余金
親会社の所有者に帰属する持分合計
非支配持分
資本合計

負債及び資本合計

単位：百万円

25,659
132,943

7,324
38,349

7,004
211,281

471,238
－

523
197,162

4,489
17,616
96,225

8,280
22,754

818,291
1,029,573

31,320
138,938

－
32,252

8,174
1,851

62,490
275,028

143,058
－

38,486
29,003

5,176
60,455

9,880
286,059
561,087

31,974
212,210
△15,090

14,745
168,861
412,700

55,784
468,485

1,029,573

2019年

128,925
113,414

5,841
20,684

4,739
273,605

493,644
 157,819

 523
188,879

5,752
37,815
86,870

6,751
12,061

990,116
1,263,722

145,151
121,937

29,799
30,211

1,957
914

59,953
389,926

214,779
173,085
 39,237
19,781
10,534
51,301

731
509,451
899,378

31,974
188,542
△14,830

9,578
136,906
352,171

12,171
364,343

1,263,722

2021年

34,633
144,244

5,095
19,169

5,281
208,424

473,167
179,632

523
219,354

5,662
37,439
91,379

9,988
14,734

1,031,883
1,240,308

108,400
144,020

29,493
30,199

4,349
999

56,427
373,889

149,876
191,003

41,087
20,175

4,909
58,829

855
466,737
840,627

31,974
189,340
△14,974

11,641
169,206
387,188

12,493
399,681

1,240,308

2020年
売上収益
売上原価
売上総利益

販売費及び一般管理費
その他の営業収益
その他の営業費用
営業利益又は営業損失（△）

金融収益
金融費用
持分法による投資損益
税引前利益又は税引前損失（△）

法人所得税費用
当期利益又は当期損失（△）

当期利益又は当期損失（△）の帰属
親会社の所有者
非支配持分
当期利益又は当期損失（△）

1株当たり当期利益
基本的１株当たり当期利益又は基本的１株当たり当期損失（△）（円）
希薄化後１株当たり当期利益又は希薄化後１株当たり当期損失（△）（円）

2021年

単位：百万円

当期利益又は当期損失（△）
 
その他の包括利益
純損益に振り替えられることのない項目
その他の包括利益を通じて公正価値で測定する金融資産
確定給付制度の再測定
持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分

純損益に振り替えられることのない項目合計

純損益に振り替えられる可能性のある項目
キャッシュ・フロー・ヘッジ
在外営業活動体の換算差額
持分法適用会社におけるその他の包括利益に対する持分

純損益に振り替えられる可能性のある項目合計
税引後その他の包括利益

当期包括利益

当期包括利益の帰属
親会社の所有者
非支配持分
当期包括利益

2021年

連結損益計算書

連結包括利益計算書

319,079
△184,711

134,368

△132,001
5,711

△32,343
△24,265

962
△6,086

717
△28,672

2,251
△26,421

△26,193
△227

△26,421

△100.03 
－

△26,421

△2,106
1,107
 △94

△1,093

13
△26

3
△9

 △1,102
△27,523

△27,296
△226

△27,523

2020年

2020年

480,621
△273,667

206,953

△161,590
8,663

△13,740
40,286

1,091
△5,862

1,644
37,161

△13,767
23,393

21,251
2,141

23,393

81.19
81.17

23,393

△2,318
256
△37

△2,099

0
24

1
26

△2,073
21,320

19,259
2,060

21,320

連結財政状態計算書 連結損益計算書及び連結包括利益計算書
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社
2019年3月1日、2020年2月29日及び2021年2月28日現在

J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社
2020年2月29日及び2021年2月28日に終了した連結会計年度
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2019年３月1日時点の残高 31,974 212,210 △15,090  △83  △5 14,834
　会計方針の変更の影響  －  － － －  － －
　会計方針の影響を反映した残高 31,974 212,210 △15,090 △83  △5 14,834
　当期利益又は当期損失（△）  － － － －  － －
　その他の包括利益  － －  － 24  1  △2,237
　　当期包括利益合計  －  － －  24 1 △2,237
　自己株式の取得  － － △7  － － －
　自己株式の処分 － △0 0 － － －
　配当金 － － － － － －
　支配継続子会社に対する持分変動 － △23,106 － △6 △0 84
　株式報酬取引 － 236 122 － － －
　その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替 － － － － － △970
　　所有者との取引額合計 － △22,870 115 △6 △0 △885
2020年２月29日時点の残高 31,974 189,340 △14,974 △65 △3 11,710
　当期利益又は当期損失（△）  － － － － － －
　その他の包括利益 － － － △24 15 △2,107
　　当期包括利益合計 － － － △24 15 △2,107
　自己株式の取得 － － △3 － － －
　自己株式の処分 － △0 0 － － －
　配当金 － － － － － －
　株式報酬取引 － △796 148 － － －
　その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替 － － － － －  53
　所有者との取引額合計 －  △797 144 － － 53
2021年２月28日時点の残高 31,974 188,542 △14,830 △89 11 9,656

2019年３月1日時点の残高  －  14,745 168,861 412,700 55,784 468,485
　会計方針の変更の影響 － － △12,675 △12,675 △1,914 △14,590
　会計方針の影響を反映した残高 － 14,745 156,185 400,025 53,869 453,895
　当期利益又は当期損失（△） － － 21,251 21,251 2,141 23,393
　その他の包括利益 219 △1,992 － △1,992 △80 △2,073
　　当期包括利益合計 219 △1,992 21,251 19,259 2,060 21,320
　自己株式の取得 － － － △7 － △7
　自己株式の処分 － － － 0 － 0
　配当金 － － △9,419 △9,419 △972 △10,392
　支配継続子会社に対する持分変動 － 77 － △23,028 △42,465 △65,494
　株式報酬取引 － － － 359 － 359
　その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替 △219 △1,189 1,189 － － －
　　所有者との取引額合計 △219 △1,111 △8,230 △32,096 △43,437 △75,534
2020年２月29日時点の残高 － 11,641 169,206 387,188 12,493 399,681
　当期利益又は当期損失（△） － － △26,193 △26,193 △227 △26,421
　その他の包括利益 1,013 △1,103 － △1,103 0 △1,102
　　当期包括利益合計 1,013 △1,103 △26,193 △27,296 △226 △27,523
　自己株式の取得 － － － △3 － △3
　自己株式の処分 － － － △0 － △0
　配当金 － － △7,066 △7,066 △94 △7,161
　株式報酬取引  － － － △648 － △648
　その他の資本の構成要素から利益剰余金への振替 △1,013 △959 959 － － －
　　所有者との取引額合計 △1,013 △959 △6,107 △7,719 △94 △7,813
2021年２月28日時点の残高 － 9,578 136,906 352,171 12,171 364,343

その他の包括利益を
通じて公正価値で
測定する金融資産

キャッシュ・
フロー・
ヘッジ

在外営業
活動体の
換算差額

自己株式資本剰余金資本金

親会社の所有者に帰属する持分

単位：百万円

その他の資本の構成要素

合計非支配持分
合計利益剰余金

合計確定給付制度
の再測定

親会社の所有者に帰属する持分
その他の資本の構成要素

営業活動によるキャッシュ・フロー
　税引前利益又は税引前損失（△）
　減価償却費及び償却費
　減損損失
　金融収益
　金融費用
　持分法による投資損益（△は益）
　固定資産売却損益（△は益）
　固定資産処分損
　棚卸資産の増減額（△は増加）
　営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加）
　営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少）
　退職給付に係る負債の増減額（△は減少）
　退職給付に係る資産の増減額（△は増加）
　その他
　　　　　　　　小計
　利息の受取額
　配当金の受取額
　利息の支払額
　法人所得税の支払額
　法人所得税の還付額
　営業活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フロー
　有形固定資産の取得による支出
　有形固定資産の売却による収入
　投資不動産の取得による支出
　投資不動産の売却による収入
　投資有価証券の取得による支出
　投資有価証券の売却による収入
　その他
　投資活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フロー
　短期借入金の純増減額（△は減少）
　コマーシャル・ペーパーの純増減額（△は減少）
　長期借入れによる収入
　長期借入金の返済による支出
　社債の発行による収入
　社債の償還による支出
　リース負債の返済額
　自己株式の取得による支出
　配当金の支払額
　非支配株主への配当金の支払額
　連結の範囲の変更を伴わない子会社株式の取得による支出
　その他
　財務活動によるキャッシュ・フロー
現金及び現金同等物の増減額（△は減少）
現金及び現金同等物の期首残高
現金及び現金同等物の為替変動による影響
現金及び現金同等物の期末残高

2021年

単位：百万円

37,161
50,953

2,496
△1,091

5,862
△1,644
△2,832

3,576
20,173
△6,899
△4,071
△8,828

776
364

95,995
111
275

△5,894
△19,783

2,654
73,358

△33,073
930

△2,759
3,257

△19,574
4,558
△2,898
△49,559

53,480
4,000

10,300
△13,800

29,864
－

△29,241
△10

△9,396
△972

△59,042
△10

△14,829
8,970

25,659
4

34,633

△28,672
50,361
14,122
△962
6,086
△717

0
1,260
△1,522
26,608
△12,720
△267
2,988
5,666

62,232
110
232

△6,028
 △6,251

6,176
56,471

△14,729
7

 △3,813
－

△1,401
1,480
△2,413
△20,870

△13,000
66,001
82,000
△23,400

－
△10,000
△29,254

△3
△7,056
△94

△6,471
6

58,727
94,328
34,633
△37

128,925

2020年

連結持分変動計算書 連結キャッシュ・フロー計算書
J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社
2020年2月29日及び2021年2月28日に終了した連結会計年度

J. フロント リテイリング株式会社及び連結子会社
2020年2月29日及び2021年2月28日に終了した連結会計年度

データセクション▶財務情報

88

データセクション

89統合報告書 2021



株式会社大丸松坂屋百貨店
所在地：〒135-0042 東京都江東区木場二丁目18番11号
資本金：100億円   出資比率：100％
https://www.daimaru-matsuzakaya.com

株式会社パルコ（デベロッパー事業）

所在地：〒150-0045 東京都渋谷区神泉町8-16 渋谷ファーストプレイス
資本金：343億67百万円   出資比率：100％
　
株式会社パルコスペースシステムズ（総合空間事業）

所在地：〒150-0045 東京都渋谷区神泉町8-16 渋谷ファーストプレイス
資本金：4億90百万円   出資比率：100％
　
株式会社パルコデジタルマーケティング（インターネット関連事業）

所在地：〒150-0045 東京都渋谷区神泉町8-16 渋谷ファーストプレイス
資本金：10百万円   出資比率：100％

株式会社J.フロント建装（建装工事請負業）

所在地：〒104-0053 東京都中央区晴海一丁目8番8号
　　　　　　　　　 晴海アイランドトリトンスクエア
　　　　　　　　　 オフィスタワーW棟16階・17階
所在地：〒541-0052 大阪府大阪市中央区安土町一丁目8番15号
　　　　　　　　　 野村不動産大阪ビル2階
資本金：1億円   出資比率：100％
https://www.jfdc.co.jp/

株式会社博多大丸
所在地：〒810-8717 福岡県福岡市中央区天神一丁目4番1号
電話番号：（092）712-8181   資本金：30億37百万円   出資比率：69.9％
https://www.daimaru.co.jp/fukuoka/index.html　

株式会社高知大丸
所在地：〒780-8566 高知県高知市帯屋町一丁目6番1号
電話番号：（088）822-5111   資本金：3億円   出資比率：100％
https://www.kochi-daimaru.co.jp/

大丸大阪･心斎橋店					   
所在地：〒542-8501 大阪府大阪市中央区心斎橋筋一丁目7番1号
電話番号：（06）6271-1231   開店（現在地）：1726年（享保11年）11月

大丸大阪･梅田店					   
所在地：〒530-8202 大阪府大阪市北区梅田三丁目1番1号
電話番号：（06）6343-1231   開店：1983年（昭和58年）4月

大丸東京店					   
所在地：〒100-6701 東京都千代田区丸の内一丁目9番1号
電話番号：（03）3212-8011   開店：1954年（昭和29年）10月

大丸京都店
所在地：〒600-8511 京都府京都市下京区四条通高倉西入立売西町79番地
電話番号：（075）211-8111   開店（現在地）：1912年（大正元年）10月

大丸神戸店					   
所在地：〒650-0037 兵庫県神戸市中央区明石町40番地
電話番号：（078）331-8121   開店（現在地）：1927年（昭和2年）4月

大丸札幌店					   
所在地：〒060-0005 北海道札幌市中央区北五条西四丁目7番
電話番号：（011）828-1111   開店：2003年（平成15年）3月

松坂屋名古屋店
所在地：〒460-8430 愛知県名古屋市中区栄三丁目16番1号
電話番号：（052）251-1111   開店：1910年（明治43年）3月

松坂屋上野店
所在地：〒110-8503 東京都台東区上野三丁目29番5号
電話番号：（03）3832-1111   開店：1768年（明和5年）4月

大丸須磨店						    
所在地：〒654-0154 兵庫県神戸市須磨区中落合二丁目2番4号
電話番号：（078）791-3111   開店：1980年（昭和55年）3月

大丸芦屋店
所在地：〒659-0093 兵庫県芦屋市船戸町1番31号
電話番号：（0797）34-2111   開店：1980年（昭和55年）10月

大丸下関店
所在地：〒750-0025 山口県下関市竹崎町四丁目4番10号
電話番号：（083）232-1111

松坂屋静岡店	
所在地：〒420-8560 静岡県静岡市葵区御幸町10番地の2
電話番号：（054）254-1111   開店：1932年（昭和7年）11月

松坂屋高槻店
所在地：〒569-8522 大阪府高槻市紺屋町2番1号
電話番号：（072）682-1111   開店：1979年（昭和54年）11月

松坂屋豊田店
所在地：〒471-8560 愛知県豊田市西町六丁目85番地1
電話番号：（0565）37-1111   開店：2001年（平成13年）10月

法人外商事業部
所在地：〒110-0005 東京都台東区上野三丁目18番6号
松坂屋上野店黒門別館6階
電話番号：（03）5846-1431

百貨店事業

※（株）下関大丸は、2020年3月1日付で（株）大丸松坂屋百貨店へ吸収合併され、
屋号を「大丸下関店」に変更いたしました。

株式会社パルコ（ショッピングセンター事業）

所在地：〒150-0045 東京都渋谷区神泉町8-16 渋谷ファーストプレイス
資本金：343億67百万円   出資比率：100％

SC事業

デベロッパー事業

JFRカード株式会社（クレジット金融事業）

所在地：〒569-8522 大阪府高槻市紺屋町2番1号
所在地：〒103-0027 東京都中央区日本橋二丁目13番12号 日本生命日本橋ビル9階
資本金：1億円   出資比率：100％
https://www.jfr-card.co.jp/

大丸興業株式会社（卸売事業）

所在地：〒541-0051 大阪府大阪市中央区備後町三丁目4番9号
　　　　　　　　　 輸出繊維会館
 資本金：18億円   出資比率：100％
https://www.daimarukogyo.co.jp/

大丸興業国際貿易（上海）有限公司（卸売業）

所在地：6th Floor, Heng Seng Bank Tower, 1000 Lujiazui Ring Rd.,
          Pudong New Area, Shanghai, China
資本金：2百万米ドル   出資比率：100％

大丸興業（タイランド）株式会社（卸売業）

所在地：Unit 1902, 19th Floor, Sathorn Square Office Building, 
          98 North Sathorn, Kwaeng Silom, Khet Bangrak,
          Bangkok 10500, Thailand
資本金：202百万タイバーツ   出資比率：100％

台湾大丸興業股份有限公司（卸売業）

所在地：Room709, No.142, Sec.3, Ming Chuan East Road, 
          Taipei 10542, TAIWAN, R.O.C.
資本金：60百万NTドル   出資比率：100％

株式会社ディンプル（人材派遣業）

所在地：〒530-0001 大阪府大阪市北区梅田一丁目11番4号
　　　　　　　　　 大阪駅前第4ビル22階
資本金：90百万円   出資比率：100％
https://www.dimples.co.jp/

株式会社消費科学研究所（商品試験業・品質管理業）

所在地：〒550-0002 大阪府大阪市西区江戸堀二丁目1番1号
　　　　　　　　　 江戸堀センタービル20階・21階
所在地：〒110-0005 東京都台東区上野三丁目18番6号
　　　　　　　　　 松坂屋黒門別館2階
所在地：〒460-0008 愛知県名古屋市中区栄五丁目2番36号
　　　　　　　　　 松坂屋パークプレイス10階
資本金：1億円   出資比率：100％
https://www.shoukaken.jp/

株式会社エンゼルパーク（駐車場業）

所在地：〒460-0008 愛知県名古屋市中区栄三丁目16番10号先
　　　　　　　　　 久屋大通公園下
資本金：4億円   出資比率：50.2％
http://www.angelpark.co.jp/

株式会社JFRサービス
（事務処理業務受託業・リース業・駐車場管理業）

所在地：〒569-8522 大阪府高槻市紺屋町2番1号
資本金：1億円   出資比率：100％

株式会社JFR情報センター（情報サービス業）

所在地：〒543-0062 大阪府大阪市天王寺区逢阪一丁目3番24号
資本金：10百万円   出資比率：100％
https://www.jfr-ic.jp/

株式会社大丸松坂屋セールスアソシエイツ
（販売・店舗運営業務受託業）

所在地：〒569-8522 大阪府高槻市紺屋町2番1号
資本金：90百万円   出資比率：100％
※（株）大丸松坂屋セールスアソシエイツは2021年9月1日付で（株）大丸松坂屋百貨店
に吸収合併される予定です。

株式会社大丸松坂屋友の会（前払式特定取引業）

所在地：〒569-8522 大阪府高槻市紺屋町2番1号
資本金：1億円   出資比率：100％
http://www.dmtomonokai.co.jp/

決済・金融事業

その他

J.フロント リテイリンググループ▶グループ企業一覧

グループ企業一覧 

PARCO（Singapore）Pte Ltd（ショッピングセンター事業）

所在地：10 Anson Road #09-05/06 International Plaza Singapore 079903
資本金：450万Sドル   出資比率：100％

2021年6月30日現在
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高知大丸

大丸下関店

名古屋PARCO

名古屋
ZERO GATE

静岡PARCO

松本PARCO

松坂屋静岡店松坂屋豊田店

津田沼PARCO

池袋PARCO

Pedi汐留

渋谷PARCO

渋谷
ZERO GATE

原宿
ZERO GATE

川崎
ZERO GATE

新所沢PARCO

ひばりが丘PARCO

吉祥寺PARCO

調布PARCO

浦和PARCO

大丸東京店

松坂屋上野店

GINZA SIX

大丸須磨店
大丸神戸店

三宮ZERO GATE

大丸芦屋店

大丸京都店

京都ZERO GATE

松坂屋高槻店

大丸大阪・梅田店

大丸大阪・心斎橋店

心斎橋ZERO GATE

道頓堀ZERO GATE
心斎橋PARCO

大丸札幌店

札幌PARCO

札幌ZERO GATE

仙台PARCO

関西地区

関東地区

関東地区

関西地区

福岡PARCO

博多大丸
福岡天神店

広島PARCO

広島ZERO GATE 2
広島ZERO GATE

松坂屋名古屋店

沖縄 サンエー浦添西海岸PARCO CITY

PARCO_ya上野
上野フロンティアタワー
錦糸町PARCO

J.フロント リテイリンググループは、北は北海道・札幌から南は九州・博多まで、
全国の主要都市で店舗を展開しています。
百貨店事業では、「大丸」と「松坂屋」を16店舗、パルコ事業では、
ショッピングセンター「PARCO」を18店舗展開。
その他、「GINZA SIX」や都心型中低層商業施設を開発する新業態「ZERO GATE」を11店舗展開しています。
当社グループは、全国主要都市にバランスよく展開された店舗資産を最大限に活用するとともに、
さらなる成長を目指して出店・開発戦略を加速していきます。

（2021年6月30日現在）

● 大丸
● 松坂屋
● PARCO

● ZERO GATE

GINZA SIX（2017年4月開業） 

心斎橋PARCO（2020年11月開業）

渋谷PARCO（2019年11月開業）

大丸大阪・心斎橋店本館（2019年9月開業）

J.フロント リテイリンググループ▶店舗（マップ）

大丸と松坂屋、パルコで
日本全国の主要大都市をカバー  
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パリ駐在員事務所
21 rue Auber, 75009 Paris, France   
Phone : +33-1-4574-2151

大丸松坂屋百貨経営諮詢（上海）有限公司
Huaxin Haixin Building 13F Rm-15A1, 666 Fuzhou Rd, Shanghai 200001, China
Phone : +86-21-6248-1538

大丸大阪･心斎橋店（売場面積 46,490㎡） 大丸京都店 （売場面積 50,830㎡）

大丸大阪･梅田店（売場面積 64,000㎡） 大丸神戸店 （売場面積 50,656㎡）

大丸東京店 （売場面積 46,000㎡） 大丸札幌店 （売場面積 45,000㎡）

松坂屋高槻店 （売場面積 17,387㎡）松坂屋名古屋店 （売場面積 86,758㎡） 松坂屋豊田店 （売場面積 18,220㎡）

松坂屋静岡店 （売場面積 25,452㎡）松坂屋上野店 （売場面積 21,759㎡） GINZA SIX （売場面積 47,000㎡）

2021年6月30日現在

大丸下関店 （売場面積 23,912㎡）大丸須磨店 （売場面積 13,076㎡）

（株）高知大丸 （売場面積 16,068㎡）大丸芦屋店 （売場面積 3,395㎡）

（株）博多大丸・福岡天神店
（売場面積 44,192㎡）

Pedi（ペディ）汐留
東京都港区東新橋1-9-1　地下2階–1階、地上2階
OPEN : 2005.2.16

サンエー浦添西海岸PARCO CITY
沖縄県浦添市西洲3-1-1　商業フロア 地上1階–3階
OPEN : 2019.6.27

itadakimasu by PARCO
100AM Mall 100 Tras Street, Singapore 079027
OPEN : 2016.12.1

札幌PARCO
北海道札幌市中央区南1条西3-3
地下2階–地上8階
OPEN : 1975.8.24

静岡PARCO
静岡県静岡市葵区紺屋町6-7
地下1階–地上8階
OPEN : 2007.3.15

渋谷PARCO
東京都渋谷区宇田川町15-1
地下1階–地上10階
OPEN : 1973.8.8
REOPEN : 2019.11.22

名古屋PARCO
愛知県名古屋市中区栄3-29-1
西館：地下1階–地上11階
東館：地下1階–地上8階
OPEN : 1989.6.29
南館：地下1階–地上10階
OPEN : 1998.11.6
PARCO midi（パルコミディ）：
地上1階–3階
OPEN : 2015.3.27

仙台PARCO
宮城県仙台市青葉区中央1-2-3
本館：地下1階–地上9階
OPEN : 2008.8.23
仙台PARCO2：地上1階–9階
宮城県仙台市青葉区中央3-7-5
OPEN : 2016.7.1

広島PARCO
広島県広島市中区本通10-1
本館：地下1階–地上10階
OPEN : 1994.4.9
新館：地下1階–地上9階
OPEN : 2001.9.21

PARCO_ya上野
東京都台東区上野3-24-6
地上1階–6階
OPEN : 2017.11.4
上野フロンティアタワー
地下1階、地上7-10階

福岡PARCO
福岡県福岡市中央区天神2-11-1
本館：地下1階–地上8階
OPEN : 2010.3.19
新館：地下2階–地上6階
OPEN : 2014.11.13

心斎橋PARCO
大阪市中央区心斎橋筋1-8-3
地下2階–地上14階
OPEN : 2020.11.20

錦糸町PARCO
東京都墨田区江東橋4-27-14
地下1階–地上7階
OPEN : 2019.3.16

池袋PARCO
東京都豊島区南池袋1-28-2
本館：地下2階–地上8階
OPEN : 1969.11.23
P’PARCO（ピーダッシュパルコ）：
地下2階–地上8階
OPEN : 1994.3.10

吉祥寺PARCO
東京都武蔵野市吉祥寺本町1-5-1
地下2階–地上8階
OPEN : 1980.9.21

浦和PARCO
埼玉県さいたま市浦和区
東高砂町11-1
地下1階–地上7階
OPEN : 2007.10.10

調布PARCO
東京都調布市小島町1-38-1
地下1階–地上10階
OPEN : 1989.5.25

PARCO都市型店舗

津田沼PARCO
千葉県船橋市前原西2-18-1
A館：地下1階–地上6階
B館：地下1階–地上6階
OPEN : 1977.7.1

松本PARCO
長野県松本市中央1-10-30
地下1階–地上6階
OPEN : 1984.8.23

新所沢PARCO
埼玉県所沢市緑町1-2-1
P館：地下1階–地上5階
L館：地下1階–地上4階
OPEN : 1983.6.23

ひばりが丘PARCO
東京都西東京市ひばりが丘1-1-1
地下1階–地上5階
OPEN : 1993.10.8

PARCOコミュニティ型店舗

札幌ZERO GATE
北海道札幌市中央区南2条西3-15-1
地下2階、地上1階–4階
OPEN : 2016.2.26

名古屋ZERO GATE
愛知県名古屋市栄3-28-11
地上1階–3階
OPEN : 2014.10.10

心斎橋ZERO GATE
大阪府大阪市中央区心斎橋筋1-9-1
地下2階–地上4階
OPEN : 2013.4.13

川崎ZERO GATE
神奈川県川崎市川崎区小川町1-1
地上1階-2階
OPEN : 2019.8.8

渋谷ZERO GATE
東京都渋谷区宇田川町16-9 
地下1階–地上4階
OPEN : 2011.4.16

原宿ZERO GATE
東京都渋谷区神宮前4-31-12
地上1階–4階
OPEN : 2018.3.17

京都ZERO GATE
京都市下京区四条通高倉東入立売中之町83-1
地下2階–7階
OPEN : 2017.11.4

三宮ZERO GATE
兵庫県神戸市中央区三宮町2-11-3
地上1階–4階
OPEN : 2018.9.14

道頓堀ZERO GATE
大阪府大阪市中央区道頓堀1-8-22
地上1階–3階
OPEN : 2013.4.20

広島ZERO GATE
広島県広島市中区新天地2-7
地上1階–3階
OPEN : 2013.10.10

広島ZERO GATE2
広島県広島市中区本通9-4
地上1階–3階
OPEN : 2016.9.10

ZERO GATE

その他店舗 海外日系飲食集積ゾーン

J.フロント リテイリンググループ▶店舗（写真）

大丸・松坂屋の店舗 パルコの店舗 

海外駐在員事務所・現地法人
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J.フロント リテイリンググループ▶株式情報

発行可能株式総数 ： 1,000,000,000株
発行済株式の総数 ： 270,565,764株
証券コード ： 3086

上場証券取引所 ： 東京、名古屋
株主名簿管理人 ： 三菱UFJ信託銀行株式会社
株主数 ： 142,788名

株主名 所有株数（千株） 持株比率（%）
1 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 24,946 9.45

2 株式会社日本カストディ銀行（信託口） 14,201 5.37

3 日本生命保険相互会社 9,828 3.72

4 SMBC日興証券株式会社 8,491 3.21

5  J.フロント リテイリング共栄持株会 6,353 2.40

6 第一生命保険株式会社 5,470 2.07

7 株式会社三菱UFJ銀行 4,373 1.65

8 株式会社日本カストディ銀行（信託口9） 4,326 1.63

9 GOLDMAN SACHS & CO.REG 4,325 1.63

10 株式会社日本カストディ銀行（信託口5） 3,740 1.41

所有者別株式分布状況 株主数（名） 株式数（千株） 比率（%）
政府・地方公共団体 － － －

■ 金融機関 63 101,201 37.41

■ 金融商品取引業者 43 17,373 6.42

■ その他の法人 957 16,543 6.11

■ 外国法人等 462 52,077 19.25

■ 個人・その他 141,262 76,772 28.37

■ 自己名義 1 6,596 2.44

※持株比率は自己株式（6,592千株）を控除して計算しています。なお、当該自己株式には役員報酬BIP信託が所有する当社株式は含めておりません。

2021年2月28日現在

金融機関　101,201千株
37.41%

金融商品取引業者　17,373千株
6.42%

その他の法人　16,543千株
6.11%

外国法人等　52,077千株
19.25%

個人・その他　76,772千株 

28.37%

自己名義株式　6,596千株
2.44%

商号 ：  J.フロント リテイリング株式会社
（英文表示） ：  J.FRONT RETAILING  Co.,Ltd.
本店所在地 ：  東京都中央区銀座六丁目 10番 1号
事務所所在地 ：  東京都中央区日本橋一丁目 4番 1号 日本橋一丁目三井ビルディング
設立 ：  2007年 9月 3日
資本金 ： 319億 74百万円
グループ事業の概況 ：  百貨店業、物品小売業、飲食店業、物品卸売業、輸出入業、各種建設工事の設計・監理及び請負業、通信販売業、
  クレジットカード業、労働者派遣事業、商品検査及びコンサルティング業、その他
従業員数（連結） ：  6,528名（2021年 2月 28日現在）
  （注）上記従業員のほかに、専任社員が期中平均で 1,688名、有期雇用の嘱託、パートナーが 1,419名おります。
U R L ： https://www.j-front-retailing.com/

株式情報 

会社概要

株式の状況 （2021年2月28日現在）

所有者別株式分布状況
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